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　道路法（昭和27年法律第180号）第37条第１項の規定により、次のとおり道路の占用

を制限する区域を指定することとしたので、同条第３項の規定に基づき、次のとおり告

示する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　関係県土整備事務所名並びに道路の種類、路線名及び占用を制限する区域

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路　線　名 占用を制限する区域

那　珂 県　道
基山停車場
平 等 寺
筑 紫 野

線
筑紫野市大字山口1911番１先から
筑紫野市大字山口917番１先まで

２　制限の対象とする占用物件

　　新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日より前に占用を認められた電柱

の更新又は移設によるものを除く。）

　　ただし、電柱を地上に設けるやむを得ない事情があり、当該道路の敷地外に直ちに

用地を確保することができないと認められる場合は、この限りでない。

３　占用を制限する理由

　　緊急輸送道路の占用を制限することにより、災害が発生した場合における被害の拡

大を防止するため。

４　占用の制限の開始の期日

　　令和７年１月３日

　福岡県告示第795号

　農林水産大臣から、保安林予定森林に関する農林水産大臣からの通知（令和６年４月

福岡県告示第241号）について、次のように保安林の指定を変更する旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　福岡県告示第792号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路 線 名 変　更

前後別 区　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

那　珂 県　道
基山停車場
平 等 寺
筑 紫 野

線

前
筑紫野市大字山口1911番１先から
筑紫野市大字山口917番１先まで

5.8 
～ 
9.8

20.5

後
筑紫野市大字山口1911番１先から
筑紫野市大字山口917番１先まで

8.5 
～ 
9.8

20.5

　福岡県告示第793号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を令

和６年12月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名 路 線 名 供　用　開　始　の　区　間

那　珂
基山停車場
平 等 寺
筑 紫 野

線
筑紫野市大字山口1911番１先から
筑紫野市大字山口917番１先まで

告　　　示
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指定番号 名称 所在地 指定年月日 サービス項目

飯介薬
143 うるの薬局 飯塚市潤野854－10 Ｒ６・12・１ 居管・予居管

　福岡県告示第797号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機

関から名称及び所在地の変更の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第

４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示す

る。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名称の変更

指定番号 旧名称 新名称 所在地 変更年月日

粕居180 デイサービスセンタ
ー笑楽庵 うみここ 糟屋郡宇美町宇美

東一丁目１－13 Ｒ６・11・１

２　所在地の変更

指定番号 名称 旧所在地 新所在地 変更年月日

糸島地介
療３ 福吉病院 糸島市二丈吉井4025－

１
糸島市福吉二丁目
16－１ Ｒ６・11・２

糸島地介
歯54

たかさき歯科クリニ
ック

糸島市二丈吉井4086－
14

糸島市福吉二丁目
15－８ Ｒ６・11・２

糸島地介
薬41 ふくよし薬局 糸島市二丈吉井4087－

４
糸島市福吉二丁目
15－５ Ｒ６・11・２

糸島地介
薬39 木の香調剤薬局 糸島市二丈吉井字前田

4028－８
糸島市福吉二丁目
16－６ Ｒ６・11・２

嘉麻居
112

ケアサービスあさが
お 飯塚市有井334－１ 飯塚市有安1030－

５－１ Ｒ５・11・１

糸島地支
12

介護支援センター笑
顔 糸島市前原1026－６ 糸島市前原西二丁

目15－５ Ｒ６・11・２

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　朝倉市杷木白木字ヌリヤ264の２、266の１、266の２

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。

　　　　字ヌリヤ264の２・266の１・266の２（以上３筆について次の図に示す部分に

限る。）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種は定めない。

　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部農山漁村振興課及び朝倉市役所に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第796号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項（中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるもの

とされた場合を含む。）の規定に基づき、介護機関の指定をしたので、生活保護法第55

条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ

り次のように告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　
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指定番号 名称 所在地 指定年月日

像生169 聖ヨハネ宗像医院 宗像市三郎丸五丁目１－15 R６・11・１

筑紫生
173 美しが丘クリニック 筑紫野市美しが丘南三丁目４－７ R６・12・１

糸島地生
135 藤沢内科・腎クリニック 糸島市荻浦610番１ R６・12・１

大川生96 なないろクリニック 大川市大字向島1126番地１ R６・12・１

直生172 田中産婦人科クリニック 直方市大字頓野1027 R６・11・１

中生歯60 東中間グリーンデンタルクリ
ニック 中間市東中間一丁目３－７ R６・12・１

京生歯
105 森山歯科医院 築上郡築上町大字西八田2451番地

４ R６・12・１

大野生薬
101 ちとせ薬局 大野城市下大利一丁目13－８ R６・11・１

糸島地生
薬81 ソレール薬局　潤店 糸島市潤三丁目22－３　１Ｆ R６・12・１

行生薬95 たていし薬局　大原病院前店 行橋市宮市町１－８－１Ｆ R６・12・１

行生薬96 八景山はな薬局 行橋市南泉二丁目13－３ R６・11・１

宰生訪21 訪問看護ステーション　なな
と

太宰府市国分一丁目８－31　松島
第二ビル405 R６・11・１

那珂生訪
１

まるいえ訪問看護ステーショ
ン 那珂川市中原三丁目37　303号 R６・11・１

糸島地生
訪13

訪問看護ステーション　なか
ま 糸島市高田二丁目15番10号101号 R６・11・１

大川生訪
10 かなめ訪問看護ステーション 大川市大字郷原290－７ R６・11・１

田生訪44 訪問看護ステーション　はな 田川市大字弓削田1459 R６・11・11

　福岡県告示第800号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から休止及び廃止の届出があったので

、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含

糸島地居
34

アクティブサービス
笑顔 糸島市前原1026－６ 糸島市前原西二丁

目15－５ Ｒ６・11・２

粕居180 うみここ 糟屋郡宇美町障子岳二
丁目10－15

糟屋郡宇美町宇美
東一丁目１－13 Ｒ６・11・１

糸島地居
176

小規模多機能型居宅
介護　ふくよし

糸島市二丈吉井4025番
地１

糸島市福吉二丁目
16－１ Ｒ６・11・２

　福岡県告示第798号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機

関から休止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてその

例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 名称 所在地 休止年月日

う介薬９ そうごう薬局吉井店 うきは市吉井町609－８ Ｒ６・10・１

　福岡県告示第799号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされた場

合を含む。）の規定に基づき、医療機関の指定をしたので、生活保護法第55条の３（法

第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のよう

に告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　名称の変更

指定番号 旧名称 新名称 所在地 変更年月日

田地生
117 医療法人江本医院 かわらまちクリニック 田川郡香春町大字

香春270番地 R５・12・１

行生119 おおみや整形外科医
院 おおみや整形外科 行橋市西宮市二丁

目２－30 R６・10・20

宮生歯23 佐々木歯科医院 うえだ歯科医院 宮若市宮田64－９ R６・10・１

２　所在地の変更

指定番号 名称 旧所在地 新所在地 変更年月日

筑紫生98 良永医院 筑紫野市大字若江187 筑紫野市大字若江593 R６・５・18

　福岡県告示第802号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 指定年月日

直生柔50 舌間　岳人（頓野整骨院） 直方市大字頓野3225－６ Ｒ６・11・１

筑紫生柔
96

佐藤　悠生（堺整骨院　筑紫
野院） 筑紫野市光が丘四丁目１－１ Ｒ６・11・19

粕生柔
231

永友　愁都（新宮中央整骨院
・はりきゅう院） 糟屋郡新宮町杜の宮四丁目５－11 Ｒ６・11・８

像生はき
28

本田　千佳（鍼灸ちからこぶ
） 宗像市鐘崎731 Ｒ６・10・１

宰生はき
８

中村　元哉（訪問はり・きゅ
う　よつ葉）

太宰府市連歌屋二丁目９－６　座
親ビル103号 Ｒ６・11・１

む。）の規定により次のように告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　休止

指定番号 名称 所在地 休止年月日

大生443 医療法人　東翔会
ひがしはら医院 大牟田市大字田隈830番地の１ R６・11・１

う生薬９ そうごう薬局　吉井店 うきは市吉井町609－８ R６・10・１

２　廃止

指定番号 名称 所在地 廃止年月日

像生163 宗像久能病院 宗像市三郎丸五丁目１－15 R６・10・31

大野生歯
７ 佐藤歯科医院 大野城市下大利一丁目９－17 R５・７・31

田川生歯
111 なかむら歯科医院 田川郡添田町大字添田1979－15 R６・10・30

直生歯30 松野歯科医院 直方市須崎町13－24 R６・８・31

田生歯62 岩﨑歯科医院 田川市大字伊田2560－29 R６・９・30

京生歯
101

医療法人高陽会　
森山歯科医院 築上郡築上町大字西八田2451－４ R３・12・１

大野生薬
82 ちとせ薬局 大野城市下大利一丁目13－８

下大利駅前ビル１Ｆ R６・10・31

行生薬75 八景山　はな薬局 行橋市南泉二丁目13－３ R６・10・31

　福岡県告示第801号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から名称及び所在地の変更の届出があ

ったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた

場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　令和６年12月20日
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り次のように告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　氏名（名称）の変更

指定番号 変更前 変更後 変更年月日

像生はき
24

金澤　一政（神湊鍼灸院）
宗像市鐘崎731

金澤　一政（鍼灸ちからこぶ）
宗像市鐘崎731 Ｒ６・10・10

２　住所（所在地）の変更

指定番号 変更前 変更後 変更年月日

糸島地生
柔１

とみおか整骨院
糸島市前原1026－６

とみおか整骨院
糸島市前原西二丁目15－５ Ｒ６・11・２

像生はき
24

金澤　一政（鍼灸ちからこぶ）
宗像市神湊904

金澤　一政（鍼灸ちからこぶ）
宗像市鐘崎731 Ｒ６・10・10

　福岡県告示第805号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路 線 名 変　更

前後別 区　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

福　岡 国　道 495号

前

糟屋郡新宮町緑ケ浜一丁目1592番
514先から
糟屋郡新宮町緑ケ浜三丁目1592番16
先まで

16.4 
～ 

17.6
265.6

後

糟屋郡新宮町緑ケ浜一丁目1592番
514先から
糟屋郡新宮町緑ケ浜三丁目1592番16
先まで

16.4 
～ 

19.1
265.6

粕生はき
58

堀川　海音（オーロラ鍼灸マ
ッサージ院）

糟屋郡志免町御手洗二丁目13－16
－３Ｆ Ｒ６・10・20

粕生はき
59

小倉　博義（オーロラ鍼灸マ
ッサージ院）

糟屋郡志免町御手洗二丁目13－16
－３階 Ｒ６・10・20

粕生はき
60

山田　未希（オーロラ鍼灸マ
ッサージ院）

糟屋郡志免町御手洗二丁目13－16
－３階 Ｒ６・10・20

　福岡県告示第803号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 廃止年月日

直生柔35 福永　健一（頓野鍼灸整骨院
） 直方市大字頓野3225－６ Ｒ６・９・30

粕生柔
112

日山　将剛（けいあい整骨院
）

糟屋郡粕屋町長者原東三丁目２－
１－103 Ｒ６・10・31

像生はき
23 松永　百合香（神湊鍼灸院） 宗像市神湊904 Ｒ５・１・11

　福岡県告示第804号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から氏名（名称）及び住所（所在地）の変更の届出があったので、生活保護法第55

条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ
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　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を令

和６年12月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名 路 線 名 供　用　開　始　の　区　間

朝　倉 322号
朝倉市秋月野鳥509番１先から
朝倉市秋月野鳥708番８先まで

　公告

　「福岡県指定構造計算適合性判定機関指定基準案」及び「福岡県指定構造計算適合性

判定機関委任基準案」について、次のとおり意見を募集します。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　意見募集期間

　　令和６年12月20日から令和７年１月31日まで

２　概要、受付方法等

　　関連資料については、福岡県ホームページ（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/）に

掲載するほか、福岡県建築都市部建築指導課に備え置きます。

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２の規定に基づき行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理

公　　　告

　福岡県告示第806号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を令

和６年12月20日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名 路 線 名 供　用　開　始　の　区　間

福　岡 495号
糟屋郡新宮町緑ケ浜一丁目1592番514先から
糟屋郡新宮町緑ケ浜三丁目1592番16先まで

　福岡県告示第807号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類 路 線 名 変　更

前後別 区　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

朝　倉 国　道 322号

前
朝倉市秋月野鳥519番１先から
朝倉市秋月野鳥708番８先まで

4.6 
～ 
9.6

128.0

前
朝倉市秋月野鳥519番１先から
朝倉市秋月野鳥708番８先まで

5.6
～ 

11.6
131.0

後
朝倉市秋月野鳥509番１先から
朝倉市秋月野鳥708番８先まで

4.6
～ 

15.6
178.8
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２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　筑後市大字山ノ井362番地６

　　ドリームホーム株式会社

　　代表取締役　近藤　大記

　公告

　福岡県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部

を改正する規則案について、次のとおり意見を募集します。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　意見募集期間

　　令和６年12月20日から令和７年１月28日まで

２　概要、受付方法等

　　関連資料については、福岡県ホームページ（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/）に

掲載するほか、福岡県福祉労働部障がい福祉課に備え置きます。

　公告

　解散した清算法人宮若市吉川土地改良区から清算人の就任の届出があったので、土地

改良法（昭和24年法律第195号）第68条第４項において準用する同法第18条第18項の規

定により次のように公告する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

氏　　　　名 住　　　　　　　　　所

寳部　勝 宮若市脇田2204番地

安河内　龍一 宮若市小伏1381番地２

藤島　重喜 宮若市下932番地

の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の規定により次のとお

り公表する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　処分を受けた事業者

　⑴　名称

　　　株式会社川浪建設工業

　⑵　所在地

　　　北九州市八幡西区上上津役三丁目14番８号

　⑶　代表者

　　　代表取締役　川浪　久博

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可の取消し

３　処分の年月日

　　令和６年12月４日

４　処分の理由

　　事業者の役員が法第14条第５項第２号イに規定する法第７条第５項第４号ハに該当

する者に該当したことにより、事業者が法第14条第５項第２号ニに該当するに至った

。このことは、法第14条の３の２第１項第４号に該当する。

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　小郡市大崎字北牟田978番１、978番２、978番５、978番８、978番11及び978番13か

ら978番19まで並びに字小園1026番４、1026番７、1026番８、1026番25、1026番26及

び1026番28から1026番41まで
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安定型最終処分場・管理型最終処分場・脱水施設・焼却施設）の設置の許可の取消し

３　処分の年月日

　　令和６年12月３日

４　処分の理由

　　富士開発株式会社は、法第19条の３の規定に基づく改善命令を期限内に履行せず、

改善命令違反となった。

　　このことは、法第14条の３第１号及び法第15条の２の７第３号の規定に該当し、情

状が特に重いため、法第14条の３の２第１項第５号及び法第15条の３第１項第２号に

規定する許可取消事由に該当する。

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、うきは市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　測量の種類

　　公共測量（地上レーザ測量、３D都市モデル作成）

２　測量の実施地域及び期間

実　　施　　地　　域 実　施　期　間

うきは市内の一部 令和６年11月12日から
令和７年３月28日まで

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、篠栗町長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条

において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

野田　金利 宮若市乙野442番地１

松井　信秀 宮若市脇田525番地１

小田　雅人 宮若市湯原632番地１

山本　　春 宮若市下911番地

中村　邦昭 宮若市小伏511番地

荒牧　栄一郎 宮若市乙野475番地

石松　靖孝 宮若市小伏491番地

松田　隆春 宮若市湯原994番地３

　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第14条の３の２及び法第15条の３の規定に基づき、行政処分を行ったので、福岡県産業

廃棄物の不適正処理の防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第19条第２項の

規定により次のとおり公表する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　処分を受けた事業者

　⑴　名称

　　　富士開発株式会社

　⑵　所在地

　　　鞍手郡小竹町大字御徳135番地の75

　⑶　代表者

　　　代表取締役　猪木　直樹

２　行政処分の内容

　　産業廃棄物収集運搬業の許可、産業廃棄物処分業の許可及び産業廃棄物処理施設（
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２　測量の実施地域及び期間

実　　施　　地　　域 実　施　期　間

直方市、田川郡福智町、田川市、田川郡大任
町、遠賀郡芦屋町、遠賀郡遠賀町

令和６年９月28日から
令和７年２月28日まで

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、新宮町立花口土地区画整理事業準備組合福岡新宮町土地開発合同会社職務執行者

から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条において準用す

る同法第14条第３項の規定により公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

実　　施　　地　　域 実　施　期　間

糟屋郡新宮町 令和６年11月28日から
令和７年３月28日まで

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　測量の種類

　　公共測量（空中写真測量：修正数値図化）

２　測量の実施地域及び期間

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

実　　施　　地　　域 実　施　期　間

糟屋郡篠栗町大字萩尾 令和６年11月15日から
令和７年２月28日まで

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、国土交通省九州地方整備局筑後川河川事務所長から次のように公共測量を実施す

る旨の通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により

公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準測量）

２　測量の実施地域及び期間

実　　施　　地　　域 実　施　期　間

久留米市の一部、筑後市の一部、大川市の一
部、みやま市の一部、三潴郡大木町の一部

令和６年11月18日から
令和７年３月14日まで

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に

より、遠賀川河川事務所長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、

同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　測量の種類

　　公共測量（水準測量）
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実　　施　　地　　域 終　了　年　月　日

北九州市八幡西区上上津役ほか 令和６年11月18日

　公告

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第６項の規定による決算の要領として次

の第１及び第４のとおり、同法第243条の３第１項及び地方公営企業法（昭和27年法律

第292号）第40条の２第１項の規定による財政状況の公表として次の第１から第４まで

のとおり公表する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

実　　施　　地　　域 実　施　期　間

北九州市 令和６年11月25日から
令和７年３月31日まで

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より、独立行政法人水資源機構筑後川下流総合管理所筑後川下流用水事業所長から次の

ように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39条において準用する同法第

14条第３項の規定により公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量、現地測量、路線測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日

実　　施　　地　　域 終　了　年　月　日

久留米市安武町安武本地内他 令和６年11月13日

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定に

より、北九州市長から次のように公共測量を終了した旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　服部　誠太郎　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び終了年月日
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５
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･
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･
･
･
･
･
･
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Ⅰ
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Ⅲ
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Ⅰ
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･
･
･
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の
表

示
単

位
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四
捨

五
入

し
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い
る

た
め
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積
上

げ
と

合
計

が
一

致
し

な
い

箇
所

が
あ

り
ま

す
。 3
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第
１

令
和
５
年
度
決
算
の
状
況

ⅠⅠ
概概

要要

令
和
５
年
度
の
県
政
運
営
で
は
、「

１
０
０
０
億
円
の
人
づ
く
り
」、
「
県
内
Ｇ
Ｄ
Ｐ
２
０
兆
円
へ
の
挑
戦
」、
「
安
全
・
安

心
で
活
力
あ
る
社
会
づ
く
り
」
の
３
つ
を
柱
に
据
え
、
九
州
の
リ
ー
ダ
ー
県
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
県
を
目
指
し
て
ま
い
り

ま
し
た
。

併
せ
て
、
財
政
の
健
全
化
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
、「

財
政
改
革
プ
ラ
ン
２
０
２
２
」
を
策
定
し
、
事
務
事
業
の
見
直

し
や
財
政
収
入
の
確
保
に
努
め
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に
対
応
し
な
が
ら
、
財
政
健
全
化
に
も
取
り
組
ん
だ
と
こ
ろ
で

す
。 以
下
、
令
和
５
年
度
決
算
の
内
容
に
つ
い
て
、
説
明
い
た
し
ま
す
。

ⅡⅡ
一一

般般
会会

計計

概概
要要

令
和
５
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入
２
兆

億
万
円
、
歳
出
２
兆

億
万
円
、
歳

入
歳
出
差
引
額
（
形
式
収
支
）
は

億
万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
歳
入
歳
出
差
引
額
の
中
に
は
、

翌
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
に
充
て
る
た
め
に
必
要
な
財
源

億
万
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
の
で
、
こ
れ
を
差

し
引
い
た
実
質
収
支
は

億
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
す
が
、
令
和
６
年
度
中
に
返
納
す
べ
き
新
型
コ
ロ
ナ
対
策

関
連
の
国
庫
支
出
金

億
万
円
を
除
い
た
一
般
会
計
の
実
質
収
支
は

億
万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま

す
。

4
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入入

決決
算算
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1
3
,
0
5
7
,
6
7
3

歳
入

合
計

△
 
1
3
2
,
2
0
1
,
1
8
5

県
債

△
 
3
2
,
4
1
9
,
5
0
0

諸
収

入
△

 
5
,
3
7
0
,
9
0
8

繰
越

金

繰
入

金
△

 
6
,
3
1
7
,
2
8
4

寄
附

金
△

 
7
,
3
8
7

財
産

収
入

△
 
1
2

国
庫

支
出

金
△

 
9
8
,
6
8
9
,
0
1
7

使
用

料
及

び
手

数
料

△
 
5
9
9

分
担

金
及

び
負

担
金

△
 
1
1
2
,
6
6
4

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
△

 
2
5
1
,
4
8
0

地
方

交
付

税

地
方

特
例

交
付

金

地
方

譲
与

税

△
 
7
,
6
8
6
,
1
5
4

地
方

消
費

税
清

算
金

県
税

(
Ａ

)
(
Ｂ

)
(
Ｃ

)
－

(
Ａ

)
(
Ｃ

)
－

(
Ｂ

)
(
Ｃ

)

令令
和和

５５
年年

度度
一一

般般
会会

計計
歳歳

入入
決決

算算
状状

況況
（

単
位

：
千

円
，

％
）

区
　

　
　

分
予

算
現

額
調

　
定

　
額

収
入

済
額

(
Ｃ

)
の

構
成

比

差
　

　
　

引
収

 
入

 
率

(
決

算
額

)

<
△

 
1
,
1
6
3
,
1
4
6
>

　
こ

の
表

の
示

す
と

お
り

、
一

般
会

計
の

令
和

５
年

度
決

算
は

、
前

年
度

に
比

べ
、

歳
入

に
お

い
て

1
,
4
7
5
億

7
,
7
6
6
万

円
（

6
.
0
％

）
減

少
し

、
歳

出
に

お
い

て
1
,
3
3
8
億

7
,
7
9
3
万

円
（

5
.
6
％

）
減

少
し

て
い

ま
す

。
※

令
和

５
年

度
に

お
け

る
下

段
<
 
>
は

、
実

質
収

支
か

ら
、

令
和

６
年

度
中

に
返

納
す

べ
き

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
関

連
の

　
国

庫
支

出
金

（
2
,
5
8
0
,
4
8
8
千

円
）

を
除

い
た

も
の

で
す

。
　

令
和

４
年

度
に

お
け

る
下

段
<
 
>
は

、
実

質
収

支
か

ら
、

令
和

５
年

度
中

に
返

納
す

べ
き

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
関

連
の

　
国

庫
支

出
金

（
1
9
,
7
5
9
,
2
9
3
千

円
）

及
び

令
和

５
年

度
か

ら
７

年
度

の
間

、
普

通
交

付
税

か
ら

減
額

し
て

精
算

さ
れ

　
る

額
（

1
,
2
0
0
,
0
0
0
千

円
）

を
除

い
た

も
の

で
す

。
　

令
和

３
年

度
に

お
け

る
下

段
<
 
>
は

、
実

質
収

支
か

ら
、

令
和

４
年

度
中

に
返

納
す

べ
き

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
関

連
の

　
国

庫
支

出
金

（
6
,
7
4
8
,
3
2
2
千

円
）

及
び

令
和

４
年

度
か

ら
６

年
度

の
間

、
普

通
交

付
税

か
ら

減
額

し
て

精
算

さ
れ

　
る

額
（

5
,
7
0
0
,
0
0
0
千

円
）

を
除

い
た

も
の

で
す

。

　
令

和
５

年
度

の
一

般
会

計
歳

入
決

算
額

は
、

２
兆

3
,
0
1
9
億

2
,
4
9
4
万

円
で

、
予

算
現

額
２

兆
4
,
3
4
1
億

2
,
6
0
2
万

円
に

対
し

、
1
,
3
2
2
億

1
1
9
万

円
（

調
定

額
に

対
し

1
3
0
億

5
,
7
6
7
万

円
）

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

そ
の

主
な

も
の

は
、

国
庫

支
出

金
9
8
6
億

8
,
9
0
2
万

円
、

県
債

3
2
4
億

1
,
9
5
0
万

円
、

繰
入

金
6
3
億

1
,
7
2
8
万

円
の

減
に

よ
る

も
の

で
、

い
ず

れ
も

事
業

費
の

一
部

を
翌

年
度

へ
繰

越
し

し
た

こ
と

等
に

よ
る

も
の

で
す

。
　

歳
入

決
算

額
の

科
目

別
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

（
チ

－
前

年
度

チ
）

<
△

 
3
9
1
,
6
5
1
>

単
年

度
収

支
リ

△
 
1
8
,
3
5
9
,
2
9
6

△
 
1
2
,
8
2
1
,
4
1
4

△
 
2
7
,
2
8
1
,
4
2
7

実
質

収
支

（
ハ

－
ト

）
チ

△
 
1
8
,
3
5
9
,
2
9
6

計
（

ニ
＋

ホ
＋

ヘ
）

ト
△

 
9
6
2
,
8
7
1

事
故

繰
越

額
ヘ

△
 
2
,
5
1
0

－

繰
越

明
許

費
繰

越
額

ホ

翌 年 度 へ 繰 り

越 す べ き 額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

ニ
－

－
－

△
 
3
,
6
7
9
,
9
2
1

歳
入

歳
出

差
引

（
イ

－
ロ

）
ハ

△
 
1
3
,
6
9
9
,
7
3
4

△
 
1
4
7
,
5
7
7
,
6
6
3

△
 
2
8
5
,
1
7
1
,
5
4
2

歳
出

総
額

ロ
△

 
1
3
3
,
8
7
7
,
9
2
9

△
 
2
9
3
,
1
3
0
,
8
0
2

一一
  
般般

  
会会

  
計計

  
決決

  
算算

  
状状

  
況況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

区
　

　
　

分
令

和
５

年
度

令
和

４
年

度
令

和
３

年
度

対
　

前
　

年
　

度
　

比
　

較

(
Ａ

)
(
Ｂ

)
(
Ｃ

)
(
Ａ

)
－

(
Ｂ

)
(
Ｂ

)
－

(
Ｃ

)

歳
入

総
額

イ

5



16
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

（
単

位
：

百
万

円
）

 

増
　

減
　

額
伸

長
率

決
算

額
(
Ａ

)
構

成
比

決
算

額
(
Ｂ

)
構

成
比

(
Ａ

)
－

(
Ｂ

)
(
Ａ
)
/
(
Ｂ
)

△
 
2
,
3
0
1
,
4
7
2

△
 
8
9
,
3
8
4

△
 
1
3
1
,
9
4
1

△
 
5
4
6
,
8
5
2

△
 
3
0
6
,
6
4
4

△
 
1
6
7
,
7
4
1
,
1
9
2

△
 
3
8
8
,
4
7
3

△
 
2
6
,
5
3
8
,
9
5
7

△
 
1
2
,
3
3
2
,
1
9
7

△
 
1
4
7
,
5
7
7
,
6
6
3

繰
越

金

諸
収

入

県
債

歳
入

合
計

分
担

金
及

び
負

担
金

使
用

料
及

び
手

数
料

国
庫

支
出

金

財
産

収
入

寄
附

金

繰
入

金

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金

歳歳
　　

入入
　　

のの
　　

構構
　　

成成

歳
入

決
算

の
対

前
年

度
比

較
及

び
推

移
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

一一
般般

会会
計計

歳歳
入入

決決
算算

対対
前前

年年
度度

比比
較較

表表
（

単
位

：
千

円
，

％
）

区
　

 
 
 
 
 
 
 
 
分

令
和

５
年

度
令

和
４

年
度

県
税

地
方

消
費

税
清

算
金

地
方

譲
与

税

地
方

特
例

交
付

金

地
方

交
付

税

国 庫

出

県 債
依

存

源

源財

定

特
一

般 財

源

源

財

主

自

県

税

支

金
財

地
方
消
費
税

清
算
金

％

国 庫

支

出

金

県

債

依

存

財

源

源財

定

特

源

財

般

一

源

財

主

自

県

税

分
担

金
・

負
担

金

繰
越

金

繰
入

金

財
産

収
入

寄
附

金

歳
入
総
額

歳
入
総
額

令令
和和

５５
年年

度度
令令

和和
４４

年年
度度

地
方
特
例
交
付
金

（
％
）

地
方
交
付
税

％

地
方
譲
与
税

％

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金

％

％

諸
収

入

％

使
用
料
及
び
手
数
料

％

諸
収
入

％

交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金

％

地
方
譲
与
税

％
地
方
交
付
税

％

地
方
特
例
交
付
金

（
％
）

地
方
消
費
税

清
算
金 ％

％

使
用
料
及
び
手
数
料

％

％

％

％

分
担
金
・
負
担
金

繰
越

金

繰
入

金

財
産

収
入

寄
附

金

％

6



17
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

令
和

４
年

度

(
Ｂ

)

(
Ａ

)

伸
長

率
令

和
５

年
度

令
和

４
年

度

区
　

分
調

　
定

　
額

　
 
(
Ａ

)
収

　
入

　
額

　
 
(
Ｂ

)

令
和

４
年

度
伸

長
率

令
和

５
年

度
令

和
５

年
度

一一
般般

会会
計計

歳歳
入入

決決
算算

のの
推推

移移

○
県

　
税

　
県

税
の

決
算

額
は

、
億

万
円

で
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

て
億

万
円

、
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

株
式

取
引

の
増

加
に

伴
う

個
人

県
民

税
の

増
加

や
、

企
業

業
績

が
堅

調
に

推
移

し
た

こ
と

に
伴

う
法

人
二

税
の

増
加

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
税

目
別

の
対

前
年

度
比

較
は

次
の

と
お

り
で

す
。

令令
和和

５５
年年

度度
県県

税税
決決

算算
状状

況況

収
 
入

 
歩

 
合

（
単

位
：

千
円

，
％

）

個
人

県
民

税

法
人

県
民

税

県
民

税
利

子
割

個
人

事
業

税

法
人

事
業

税

地
方

消
費

税

不
動

産
取

得
税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

軽
油

引
取

税

自
動

車
税

元
年
度

指
数

対
前
年
度

比

（
億
円
）

そ
の

他

県
債

地
方

交
付

税

国
庫

支
出

金

県
税

7



18
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

（
目

的
税

計
）

宿
泊

税

産
業

廃
棄

物
税

○
地

方
消

費
税

清
算

金
　

地
方

消
費

税
清

算
金

は
、

地
方

消
費

税
が

最
終

的
に

消
費

さ
れ

た
都

道
府

県
の

収
入

に
な

る
よ

う
、

い
く

つ
か

の
消

費
に

関
す

る
指

標
に

基
づ

き
都

道
府

県
間

で
清

算
を

行
い

交
付

さ
れ

ま
す

。
　

地
方

消
費

税
清

算
金

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
い

ま
す

。

○
地

方
譲

与
税

　
地

方
譲

与
税

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

て
４

億
万

円
、

％
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
企

業
業

績
が

堅
調

に
推

移
し

た
こ

と
に

よ
り

特
別

法
人

事
業

譲
与

税
が

増
と

な
っ

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。

○
地

方
特

例
交

付
金

　
地

方
特

例
交

付
金

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

0
.
1
％

を
占

め
て

お
り

、
前

年
度

に
対

し
て

万
円

、
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

住
宅

借
入

金
等

特
別

税
額

控
除

見
込

額
が

減
と

な
っ

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。

○
地

方
交

付
税

　
地

方
交

付
税

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

、
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
い

ま
す

。
そ

の
内

訳
は

、
普

通
交

付
税

億
万

円
、

特
別

交
付

税
億

万
円

で
、

前
年

度
と

比
較

す
る

と
、

普
通

交
付

税
％

の
増

、
特

別
交

付
税

％
の

増
、

全
体

で
％

の
増

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
地

方
財

政
計

画
に

お
い

て
、

地
方

税
の

増
収

が
見

込
ま

れ
た

一
方

、
臨

時
財

政
対

策
債

へ
の

振
替

額
が

減
少

し
た

こ
と

に
伴

い
普

通
交

付
税

が
増

と
な

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

自
動

車
税

等

（
旧

法
に

よ
る

税
計

）

県県
  
税税

  
のの

  
構構

  
成成

合
　

　
計

鉱
区

税

（
普

通
税

計
）

狩
猟

税

法
人

事
業

税

事
業

税

地
方

消
費

税

自
動

車
税

軽
油
引

取
税

総
額

億
万

円

法
人

事
業

税

事
業

税

令令
和和

５５
年年

度度
令令

和和
４４

年年
度度

県
た

ば
こ

税

不
動
産

取
得

税

個
人

事
業

税

利
子

割

法
人

県
民

税

個
人

県
民
税

県
民

税

県
た

ば
こ

税

軽
油

引
取

税

個
人

事
業

税

利
子

割

法
人

県
民

税

個
人

県
民
税

県
民

税

そ
の

他
そ

の
他

地
方

消
費

税

不
動

産
取

得
税

総
額

億
万

円

自
動

車
税

8
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令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

（
単

位
：

千
円

，
％

）

○
国

庫
支

出
金

令
和

５
年

度
令

和
４

年
度

差
　

　
引

総
務

費

保
健

費
△

 
7
,
8
8
3
,
0
9
6

生
活

労
働

費

教
育

費

災
害

復
旧

費

小
計

△
 
5
,
1
9
7
,
0
0
8

総
務

費
△

 
2
5
,
2
8
5
,
9
7
6

保
健

費
△

 
1
1
5
,
5
7
7
,
2
9
8

環
境

費

生
活

労
働

費
△

 
6
,
2
0
8
,
0
3
5

農
林

水
産

業
費

商
工

費
△

 
1
6
,
8
1
0
,
4
3
3

県
土

整
備

費
△

 
2
,
9
4
7
,
1
4
9

警
察

費

教
育

費

災
害

復
旧

費
△

 
5
5
0
,
6
4
9

小
計

△
 
1
6
0
,
4
1
5
,
7
5
5

総
務

費
△

 
1
,
9
8
7
,
6
1
9

保
健

費
△

 
7
,
0
7
7

環
境

費
△

 
8
,
2
3
2

生
活

労
働

費
△

 
1
0
9
,
3
1
3

農
林

水
産

業
費

△
 
2
2
,
5
9
1

商
工

費

県
土

整
備

費

教
育

費

小
計

△
 
2
,
1
2
8
,
4
2
9

△
 
1
6
7
,
7
4
1
,
1
9
2

令令
和和

５５
年年

度度
地地

方方
交交

付付
税税

決決
算算

状状
況況

　
国

庫
支

出
金

の
決

算
額

は
、

億
万

円
で

歳
入

総
額

の
％

を
占

め
て

お
り

、
前

年
度

に
対

し
て

億
万

円
、

％
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
感

染
症

患
者

入
院

病
床

や
宿

泊
療

養
施

設
の

確
保

等
の

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

充
て

る
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
包

括
支

援
交

付
金

等
の

減
に

よ
る

も
の

で
す

。

合
　

　
　

計

国 　 庫 　 補 　 助 　 金 委 　 　 託 　 　 金国 庫 負 担 金

決
　

　
　

　
算

　
　

　
　

額
伸

　
長

　
率

区
　

　
　

　
分

　
種

類
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和

５５
年年

度度
国国

庫庫
支支

出出
金金

決決
算算

状状
況況

（
単

位
：

千
円

，
％

）

9
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見
込

ま
れ

た
こ

と
に

伴
う

臨
時

財
政

対
策

債
の

減
に

よ
る

も
の

で
す

。

令
和

５
年

度
令

和
４

年
度

差
　

　
引

総
務

債
△

 
3
6
3
,
2
0
0

保
健

債

環
境

債

生
活

労
働

債
△

 
4
,
3
8
6
,
5
0
5

農
林

水
産

業
債

△
 
7
2
4
,
9
0
0

商
工

債

県
土

整
備

債
△

 
6
,
9
6
9
,
7
0
0

警
察

債

教
育

債
△

 
2
,
3
8
8
,
8
9
5

災
害

復
旧

債

転
貸

債

臨
時

財
政

対
策

債
△

 
1
8
,
7
4
8
,
9
1
5

調
整

債
皆

増

災
害

援
護

資
金

貸
付

事
業

債
皆

増

計
△

 
1
2
,
3
3
2
,
1
9
7

伸
　

長
　

率
区

　
　

　
分

○
県

 
 
債

国国
庫庫

支支
出出

金金
のの

構構
成成

　
県

債
の

決
算

額
は

、
億

万
円

で
歳

入
総

額
の

％
を

占
め

て
お

り
、

前
年

度
に

対
し

億

（
単

位
：

千
円

，
％

）

令令
和和

５５
年年

度度
県県

債債
決決

算算
状状

況況

万
円

、
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
れ

は
、

地
方

財
政

計
画

に
お

い
て

、
地

方
税

の
増

収
が

決
　

　
　

　
算

　
　

　
　

額

　
目

的
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和

５５
年年
度度

令令
和和

４４
年年

度度

災
害
復

旧
費

環
境

費

商
工

費

教
育

費

保
健

費

生
活

労
働

費

県
土

整
備

費

総
務

費

農
林
水
産

業
費

警
察

費

総
額

億
万

円

農
林

水
産

業
費

環
境

費

生
活

労
働

費

総
務

費

保
健

費

教
育

費

災
害

復
旧

費
警

察
費

総
額

億
万
円

県
土

整
備

費

商
工

費

1
0
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○
そ

の
他

  
((
33
))
　　

歳歳
出出

決決
算算

　
そ

の
他

の
歳

入
科

目
に

お
け

る
決

算
額

の
主

な
内

容
は

、
使

用
料

及
び

手
数

料
億

万
円

、
繰

入
金

億
万

円
、

繰
越

金
億

万
円

、
諸

収
入

億
万

円
で

、
前

年
度

に
対

し
て

使
用

料
及

び
手

数
料

で
％

の
減

、
繰

入
金

で
％

の
増

、
繰

越
金

で
％

の
増

、
諸

収
入

で
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

県県
　　

債債
　　

のの
　　

構構
　　

成成

保
健

費

　
令

和
５

年
度

の
一

般
会

計
決

算
額

は
、

２
兆

億
万

円
で

、
予

算
現

額
２

兆
億

万
円

に
対

し
％

の
執

行
率

と
な

っ
て

い
ま

す
。

こ
の

結
果

、
未

執
行

額
は

、
億

万
円

と
な

り
ま

す
が

、
こ

の
中

に
は

、
令

和
５

年
度

に
お

い
て

事
業

が
完

了
し

な
か

っ
た

た
め

令
和

６
年

度
に

繰
り

越
し

た
事

業
費

億
万

円
（

繰
越

明
許

費
億

万
円

、
事

故
繰

越
億

万
円

）
が

含
ま

れ
て

い
ま

す
の

で
、

こ
れ

を
差

し
引

い
た

億
万

円
が

不
用

額
と

な
り

ま
す

。
　

歳
出

予
算

の
目

的
別

執
行

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

令令
和和

５５
年年

度度
一一

般般
会会

計計
歳歳

出出
決決

算算
状状

況況

総
務

費

区
　

分
金

額
（

Ａ
）

構
成

比

執
行

率

(
Ｂ

)

(
Ａ

)

(
単

位
：

千
円

，
％

）

(
Ｄ

)

議
会

費

金
額

（
Ｂ

）

予
 
算

 
現

 
額

支
 
出

 
済

 
額

(
Ｃ

)
構

成
比

未
執

行
額

(
Ｃ

)
-
(
Ｄ

)

翌
年

度
不

用
額

繰
越

額
(
Ａ

)
-
(
Ｂ

)

環
境

費

生
活

労
働

費

農
林

水
産

業
費

商
工

費

県
土

整
備

費

警
察

費

総
額

億
万

円

令令
和和

４４
年年
度度

令令
和和

５５
年年

度度

臨
時
財
政
対
策
債

％

災
害
復
旧
債

％

教
育
債 ％

総
務
債

％警
察
債

％

生
活
労
働
債

％

農
林
水
産
業
債

％

県
土

整
備

債

％

保
健

債
％

警
察

債
％

調
整

債 ％

農
林

水
産

業
債 ％

教
育

債 ％

生
活

労
働

債
％

そ
の

他
％

災
害

復
旧

債
％

総
務

債
％

県
土
整
備
債

％

臨
時

財
政

対
策

債

％

転
貸

債
％

総
額

億
万

円

転
貸
債

％

環
境
債

％

そ
の
他

％

保
健
債

％

1
1
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次

に
目

的
別

に
決

算
の

概
要

に
つ

い
て

説
明

し
ま

す
。

○
第

１
款

　
議

 
会

 
費

（
単

位
：

円
，

％
）

　
議

会
費

の
主

な
内

容
は

、
県

議
会

議
員

の
報

酬
及

び
県

議
会

事
務

局
に

お
け

る
議

会
運

営
費

を
は

じ
め

県
議

会
の

開
催

に
要

し
た

経
費

等
で

す
。

議
会

は
定

例
会

４
回

及
び

臨
時

会
１

回
が

開
か

れ
、

議
案

が
審

議
さ

れ
ま

し
た

。
　

こ
の

ほ
か

、
常

任
委

員
会

（
８

委
員

会
）

及
び

予
算

、
決

算
、

空
港

・
交

通
イ

ン
フ

ラ
調

査
、

子
育

て
支

援
・

人
財

育
成

調
査

、
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

等
調

査
、

国
際

化
・

多
文

化
共

生
社

会
調

査
、

ワ
ン

ヘ
ル

ス
・

地
方

分
権

調
査

、
ス

ポ
ー

ツ
立

県
調

査
の

各
特

別
委

員
会

が
開

催
さ

れ
、

付
託

さ
れ

た
案

件
の

審
査

が
行

わ
れ

ま
し

た
。

△
 
5
8
,
1
9
8
,
3
0
1

△
 
5
,
5
8
6
,
8
0
4

△
 
9
3
9
,
3
4
0

△
 
1
1
2
,
3
5
5
,
6
8
4

伸
 
長

 
率

(
単

位
：

千
円

，
％

）

予
備

費

計

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

諸
支

出
金

農
林

水
産

業
費

商
工

費

県
土

整
備

費

警
察

費

環
境

費

生
活

労
働

費

総
務

費

保
健

費

区
　

　
分

決
　

　
　

算
　

　
　

額

議
会

費

令
和

５
年

度
令

和
４

年
度

差
　

　
引

計

教
育

費

公
債

費

災
害

復
旧

費

　
ま

た
、

歳
出

決
算

額
に

つ
い

て
、

前
年

度
と

比
較

す
る

と
億

万
円

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
目

的
別

の
対

前
年

度
比

較
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

一一
般般

会会
計計

歳歳
出出

決決
算算

対対
前前

年年
度度

比比
較較

表表

予
備

費

諸
支

出
金

△
 
1
3
3
,
8
7
7
,
9
2
9

△
 
4
,
8
2
7
,
7
7
1

項
　

　
目

議
会

費

予
 
算

 
現

 
額

支
 
出

 
済

 
額

不
 
用

 
額

執
行

率
繰

越
明

許
費

事
故

繰
越

し

翌
 
年

 
度

 
繰

 
越

 
額

1
2



23
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

○
第

２
款

　
総

 
務

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

総
務

管
理

費

企
画

費

徴
税

費

市
町

村
振

興
費

選
挙

費

防
災

費

統
計

調
査

費

人
事

委
員

会
費

監
査

委
員

費

計

○
第

３
款

　
保

 
健

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

保
健

企
画

費

健
康

対
策

費

生
活

衛
生

費

医
薬

費

医
療

介
護

費

高
齢

者
支

援
費

計

　
保

健
費

の
主

な
内

容
は

、
後

期
高

齢
者

医
療

給
付

費
負

担
金

等
の

高
齢

者
支

援
対

策
費

8
9
4
億

4
,
8
7
1
万

円
、

介
護

給
付

費
負

担
金

等
の

介
護

保
険

対
策

費
6
4
7
億

2
,
3
3
8
万

円
、

国
民

健
康

保
険

調
整

交
付

金
等

の
国

民
健

康
保

険
運

営
対

策
費

4
8
2
億

4
,
3
6
8
万

円
、

難
病

対
策

・
原

爆
被

爆
者

対
策

等
の

疾
病

予
防

と
健

康
保

持
対

策
費

3
0
8
億

8
,
2
5
1
万

円
、

救
急

・
周

産
期

医
療

対
策

等
の

地
域

保
健

医
療

体
制

整
備

費
1
2
3
億

3
,
8
6
0
万

円
等

で
す

。

不
 
用

 
額

執
行

率
項

　
　

目
予

 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

（
単

位
：

円
，

％
）

　
総

務
費

の
主

な
内

容
は

、
県

の
行

政
運

営
に

関
す

る
総

括
的

な
管

理
費

の
ほ

か
、

防
災

対
策

の
充

実
強

化
費

３
億

7
,
5
0
1
万

円
、

空
港

整
備

事
業

費
負

担
金

等
の

空
港

整
備

及
び

空
港

周
辺

対
策

4
4
億

2
,
7
8
4
万

円
、

電
子

県
庁

管
理

費
2
1
億

2
,
7
2
9
万

円
、

国
際

政
策

の
推

進
費

７
億

9
,
6
2
5
万

円
等

で
す

。

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

1
3
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○
第

４
款

　
環

 
境

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

環
境

費

○
第

５
款

　
生

活
労

働
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

県
民

生
活

費

福
祉

企
画

費

児
童

家
庭

費

障
が

い
者

福
祉

費

生
活

保
護

費

社
会

福
祉

費

労
働

企
画

費

職
業

訓
練

費

失
業

対
策

費

労
働

委
員

会
費

計

　
環

境
費

の
主

な
内

容
は

、
環

境
啓

発
の

推
進

、
地

球
温

暖
化

対
策

、
リ

サ
イ

ク
ル

の
推

進
、

大
気

汚
染

防
止

対
策

、
水

質
保

全
対

策
、

ダ
イ

オ
キ

シ
ン

類
対

策
、

廃
棄

物
対

策
、

生
活

排
水

対
策

、
自

然
環

境
保

全
対

策
及

び
自

然
公

園
対

策
等

の
環

境
保

全
対

策
費

3
1
億

8
7
3
万

円
で

す
。

　
生

活
労

働
費

の
主

な
内

容
は

、
人

づ
く

り
・

県
民

生
活

部
関

係
で

は
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
と

の
協

働
、

生
涯

学
習

等
の

新
し

い
社

会
づ

く
り

推
進

費
２

億
6
,
6
2
5
万

円
、

文
化

・
ス

ポ
ー

ツ
の

振
興

費
3
9
億

2
0
1
万

円
、

男
女

共
同

参
画

推
進

費
６

億
1
,
6
0
0
万

円
、

安
全

・
安

心
ま

ち
づ

く
り

推
進

及
び

交
通

安
全

、
消

費
者

保
護

の
た

め
の

対
策

費
５

億
5
,
2
4
9
万

円
等

で
す

。
　

福
祉

労
働

部
関

係
で

は
、

生
活

保
護

等
の

生
活

困
窮

者
対

策
費

2
9
5
億

1
,
5
4
2
万

円
、

障
が

い
の

あ
る

人
へ

の
自

立
支

援
給

付
費

等
の

障
が

い
福

祉
対

策
費

4
9
9
億

4
,
6
9
8
万

円
、

保
育

所
や

認
定

こ
ど

も
園

、
小

規
模

保
育

等
に

か
か

る
保

育
給

付
費

等
の

児
童

福
祉

・
少

子
化

対
策

費
9
6
3
億

3
,
8
8
9
万

円
、

若
者

・
中

高
年

齢
者

・
子

育
て

女
性

・
障

が
い

の
あ

る
人

等
の

雇
用

の
安

定
・

促
進

等
の

雇
用

対
策

費
1
2
億

5
0
5
万

円
、

令
和

５
年

７
月

７
日

か
ら

の
大

雨
災

害
等

の
災

害
対

策
費

６
億

9
9
7
万

円
等

で
す

。

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

（
単

位
：

円
，

％
）

1
4



25
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

○
第

６
款

　
農

林
水

産
業

費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

農
林

水
産

業
企

画
費

農
業

費

畜
産

業
費

農
地

費

林
業

費

水
産

業
費

計

○
第

７
款

　
商

 
工

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

商
業

費

工
鉱

業
費

観
光

費

計

　
商

工
費

の
主

な
内

容
は

、
中

小
企

業
の

経
営

の
安

定
を

図
る

た
め

の
中

小
企

業
振

興
資

金
融

資
費

2
,
8
1
6
億

1
,
3
0
0

万
円

、
商

工
会

議
所

等
に

対
す

る
中

小
企

業
団

体
組

織
強

化
の

た
め

の
補

助
金

4
8
億

3
,
1
2
2
万

円
、

先
端

成
長

産
業

の
育

成
・

集
積

等
に

よ
る

中
小

企
業

振
興

の
た

め
の

技
術

振
興

対
策

費
3
4
億

8
,
2
7
0
万

円
、

観
光

振
興

対
策

費
8
3
億

1
,
4
8
6
万

円
、

企
業

立
地

対
策

費
2
4
億

6
,
5
3
7
万

円
等

で
す

。

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

　
農

林
水

産
業

費
の

主
な

内
容

は
、

農
業

関
係

で
は

、
多

面
的

機
能

支
払

事
業

等
の

農
山

漁
村

振
興

費
2
6
億

6
,
3
2
6

万
円

、
園

芸
作

物
振

興
対

策
事

業
等

の
園

芸
振

興
費

3
5
億

5
9
2
万

円
、

畜
産

振
興

総
合

対
策

事
業

等
の

畜
産

振
興

費
3
3
億

5
9
3
万

円
、

た
め

池
整

備
事

業
等

の
農

村
整

備
費

1
6
4
億

8
,
5
3
7
万

円
等

で
す

。
　

林
業

関
係

で
は

、
造

林
事

業
等

の
森

林
整

備
費

3
1
億

3
,
8
5
8
万

円
、

治
山

事
業

等
の

治
山

費
4
6
億

2
,
3
6
0
万

円
等

で
す

。
　

水
産

業
関

係
で

は
、

沿
岸

漁
場

整
備

開
発

事
業

等
の

水
産

業
振

興
費

4
0
億

5
,
0
6
6
万

円
、

漁
港

修
築

事
業

等
の

漁
港

建
設

費
８

億
4
,
7
8
3
万

円
等

で
す

。

執
行

率

（
単

位
：

円
，

％
）

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

不
 
用

 
額

翌
年

度
繰

越
額

1
5



26
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

○
第

８
款

　
県

土
整

備
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

県
土

整
備

企
画

費

道
路

橋
り

ょ
う

費

河
川

海
岸

費

港
湾

費

都
市

計
画

費

住
宅

費

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

費

水
資

源
対

策
費

計

○
第

９
款

　
警

 
察

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

警
察

管
理

費

警
察

活
動

費

計

　
警

察
費

の
主

な
内

容
は

、
警

察
職

員
の

人
件

費
及

び
管

理
経

費
等

の
警

察
本

部
費

1
,
1
5
8
億

5
,
2
4
4
万

円
、

交
通

管
制

シ
ス

テ
ム

、
交

通
信

号
機

、
道

路
標

識
等

の
交

通
安

全
施

設
の

整
備

、
警

察
署

移
転

等
の

た
め

の
警

察
施

設
費

1
0
5
億

2
,
8
5
8
万

円
、

運
転

免
許

試
験

場
管

理
等

の
た

め
の

運
転

免
許

費
2
4
億

7
,
8
9
2
万

円
、

犯
罪

捜
査

、
暴

力
団

対
策

等
の

た
め

の
刑

事
警

察
費

９
億

6
,
6
3
3
万

円
、

暴
走

族
取

締
り

、
交

通
指

導
等

の
た

め
の

交
通

指
導

取
締

費
８

億
3
,
1
1
4
万

円
等

で
す

。

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

　
県

土
整

備
費

の
主

な
内

容
は

、
社

会
資

本
整

備
重

点
計

画
（

計
画

期
間

令
和

３
年

度
～

令
和

７
年

度
）

の
重

点
目

標
を

達
成

し
、

県
土

の
保

全
と

質
の

高
い

社
会

資
本

整
備

を
推

進
す

る
た

め
、

道
路

・
橋

り
ょ

う
関

係
で

は
、

道
路

特
別

補
修

等
の

道
路

維
持

費
7
7
億

4
,
5
1
0
万

円
、

国
県

道
の

建
設

整
備

、
交

通
安

全
施

設
等

の
整

備
促

進
等

の
道

路
新

設
改

良
費

5
2
0
億

3
,
5
8
1
万

円
等

で
す

。
　

河
川

海
岸

関
係

で
は

、
河

川
の

改
修

促
進

や
環

境
整

備
等

の
河

川
改

良
費

3
6
2
億

4
,
7
9
0
万

円
、

砂
防

堰
堤

、
渓

流
保

全
工

等
の

砂
防

施
設

整
備

の
た

め
の

砂
防

費
1
4
5
億

2
,
3
8
2
万

円
等

で
す

。
　

港
湾

関
係

で
は

、
港

湾
改

修
事

業
、

港
湾

海
岸

高
潮

対
策

事
業

等
の

港
湾

建
設

費
5
2
億

8
,
7
2
5
万

円
等

で
す

。
　

都
市

計
画

関
係

で
は

、
都

市
公

園
の

施
設

整
備

や
維

持
管

理
等

の
た

め
の

公
園

費
3
8
億

9
,
5
3
1
万

円
、

都
市

計
画

道
路

の
整

備
等

の
街

路
事

業
費

1
2
7
億

5
,
5
7
5
万

円
等

で
す

。
　

住
宅

関
係

で
は

、
県

営
住

宅
建

替
事

業
の

推
進

、
市

町
村

の
住

宅
整

備
事

業
へ

の
助

成
等

の
住

宅
建

設
費

5
9
億

9
4
8
万

円
等

で
す

。

（
単

位
：

円
，

％
）

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

1
6



27
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

○
第

1
0
款

　
教

 
育

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

教
育

総
務

費

小
学

校
費

中
学

校
費

高
等

学
校

費

特
別

支
援

学
校

費

社
会

教
育

費

保
健

体
育

費

大
学

費

私
立

学
校

費

青
少

年
費

計

○
第

1
1
款

　
災

害
復

旧
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

農
林

水
産

施
設

災
害

復
旧

費

土
木

施
設

災
害

復
旧

費

庁
舎

等
災

害
復

旧
費

教
育

施
設

災
害

復
旧

費

計

　
災

害
復

旧
費

の
主

な
内

容
は

、
農

林
水

産
施

設
災

害
復

旧
関

係
で

は
耕

地
災

害
復

旧
費

2
4
億

2
,
0
7
7
万

円
等

、
土

木
施

設
災

害
復

旧
関

係
で

は
河

川
等

災
害

復
旧

費
1
1
0
億

5
,
0
6
1
万

円
等

、
庁

舎
等

災
害

復
旧

費
4
,
6
6
0
万

円
、

教
育

施
設

災
害

復
旧

関
係

で
は

高
等

学
校

災
害

復
旧

費
２

億
8
,
3
6
5
万

円
等

で
す

。

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

　
教

育
費

の
主

な
内

容
は

、
小

学
校

、
中

学
校

、
高

等
学

校
及

び
特

別
支

援
学

校
教

職
員

の
人

件
費

等
1
,
9
2
0
億

6
,
7
1
7
万

円
、

高
等

学
校

及
び

特
別

支
援

学
校

の
校

舎
の

改
築

等
施

設
充

実
の

た
め

の
学

校
建

設
費

1
4
6
億

6
,
2
2
4
万

円
、

私
立

学
校

の
振

興
を

図
る

た
め

の
補

助
金

等
の

私
立

学
校

振
興

対
策

費
5
6
4
億

9
,
2
8
1
万

円
等

で
す

。

（
単

位
：

円
，

％
）

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

1
7



28
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

○
第

1
2
款

　
公

 
債

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

公
債

費

○
第

1
3
款

　
諸

支
出

金

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

利
子

割
交

付
金

等

○
第

1
4
款

　
予

 
備

 
費

繰
越

明
許

費
事

故
繰

越
し

予
備

費

　
諸

支
出

金
の

主
な

内
容

は
、

法
人

事
業

税
交

付
金

1
3
1
億

3
,
3
7
0
万

円
、

地
方

消
費

税
交

付
金

及
び

清
算

金
3
,
8
4
9

億
2
,
3
4
1
万

円
及

び
軽

油
引

取
税

交
付

金
1
1
2
億

8
,
6
0
4
万

円
等

で
す

。

　
予

備
費

は
、

当
初

予
算

に
お

い
て

２
億

円
を

計
上

し
て

い
ま

し
た

が
、

予
算

外
又

は
予

算
超

過
の

支
出

の
た

め
、

2
,
7
5
7
万

円
を

補
充

し
た

た
め

、
１

億
7
,
2
4
3
万

円
が

不
用

残
と

な
っ

て
い

ま
す

。

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

執
行

率

　
公

債
費

の
主

な
内

容
は

、
県

債
の

元
金

償
還

金
2
,
1
5
3
億

2
,
6
6
5
万

円
、

利
子

（
年

度
中

の
一

時
借

入
金

利
子

を
含

む
。

）
2
2
8
億

2
,
2
8
0
万

円
等

で
す

。

（
単

位
：

円
，

％
）

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

項
　

　
目

予
 
 
算

 
 
現

 
 
額

支
 
 
出

 
 
済

 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

不
 
用

 
額

執
行

率

（
単

位
：

円
，

％
）

1
8



29
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　
　　
ⅢⅢ
　　
特特
別別
会会
計計

決
算

額
（

Ｂ
）

決
算

額
（

Ｃ
）

（
Ａ

）
（

Ｂ
）

（
Ａ

）
（

Ｃ
）

（
Ａ

）

福
岡

県
財

政
調

整
基

金
△

 
1
1
,
1
3
9

△
 
1
1
,
1
3
9

福
岡

県
公

債
管

理
△

 
1
6
,
1
9
2

△
 
1
6
,
1
9
2

福
岡

県
市

町
村

振
興

基
金

△
 
1
6

△
 
1
6

福
岡

県
国

民
健

康
保

険
△

 
6
,
9
7
0
,
6
7
0

福
岡

県
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
事

業
△

 
2
2
3
,
4
7
7

福
岡

県
災

害
救

助
基

金

福
岡

県
就

農
支

援
資

金
貸

付
事

業
△

 
9
4
8

福
岡

県
県

営
林

造
成

事
業

△
 
1
6
,
7
1
4

△
 
1
6
,
7
1
4

福
岡

県
林

業
改

善
資

金
助

成
事

業
△

 
2
,
2
8
9

△
 
9
4
,
4
5
1

福
岡

県
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
助

成
事

業
△

 
9
2
,
2
0
5

福
岡
県

小
規
模

企
業

者
等

設
備
導

入
資
金

貸
付

事
業

△
 
1
2
,
0
3
8

福
岡

県
公

共
用

地
先

行
取

得
事

業

福
岡

県
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
△

 
2
8
1

△
 
2
,
2
8
9
,
9
7
5

福
岡

県
住

宅
管

理
△

 
7
6
,
0
7
7

計
△

 
9
,
8
0
3
,
9
0
2

　
こ

の
決

算
状

況
か

ら
特

別
会

計
の

総
決

算
額

に
つ

い
て

み
る

と
、

歳
入

歳
出

予
算

１
兆

2
3
億

3
,
9
4
4
万

円
に

対
し

、
歳

入
決

算
額

１
兆

5
0
億

2
,
0
7
8
万

円
、

歳
出

決
算

額
9
,
9
2
5
億

3
,
5
5
4
万

円
と

な
り

、
そ

の
執

行
率

は
、

歳
入

1
0
0
.
3
％

、
歳

出
9
9
.
0
％

と
な

っ
て

い
ま

す
。

　
次

に
特

別
会

計
の

主
な

も
の

に
つ

い
て

決
算

の
概

要
を

説
明

し
ま

す
。

区
　

　
　

　
分

歳
入

歳
出

予
算

現
額

歳
　

　
　

入
歳

入
歳

出
差

引
残

高

歳
　

　
　

出

(
Ｂ

)
－

(
Ａ

)
(
Ｃ

)
－

(
Ａ

)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

(
継

続
費

逓
次

繰
越

、
繰

越
明

許
費

及
び

事
故

繰
越

し
)
(
Ｄ

)

　
特

別
会

計
は

、
一

般
会

計
に

対
し

、
特

定
の

歳
入

歳
出

を
一

般
の

歳
入

歳
出

と
区

別
し

て
経

理
す

る
た

め
の

会
計

で
、

地
方

自
治

法
の

規
定

に
よ

り
条

例
で

設
置

し
て

い
る

も
の

で
す

。
　

令
和

５
年

度
に

お
い

て
は

、
1
4
の

特
別

会
計

が
あ

り
ま

す
が

、
そ

の
決

算
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

（
単

位
：

千
円

，
％

）
令令
和和
５５
年年
度度
特特
別別
会会
計計
決決
算算
状状
況況

1
9
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合
　

　
　

　
計

衛
生

施
設

整
備

事
業

（
実

数
1
9
）

○
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
特

別
会

計

　
こ

の
会

計
は

、
県

営
住

宅
2
0
3
団

地
2
8
,
5
2
1
戸

の
維

持
補

修
及

び
適

正
管

理
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

居
住

環
境

の
確

保
を

図
る

も
の

で
す

。
　

令
和

５
年

度
の

事
業

実
績

は
、

6
6
億

4
,
6
9
6
万

円
で

す
。

○
住

宅
管

理
特

別
会

計

　
こ

の
会

計
は

、
船

舶
の

大
型

化
や

取
扱

貨
物

量
の

増
加

に
対

応
す

る
た

め
、

埠
頭

用
地

や
工

業
用

地
の

造
成

を
行

い
、

港
湾

機
能

の
拡

充
を

図
る

も
の

で
す

。
　

令
和

５
年

度
の

事
業

実
績

は
、

苅
田

港
新

松
山

地
区

埠
頭

用
地

造
成

事
業

外
２

件
、

1
4
4
億

6
,
8
6
4
万

円
で

す
。

○
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計

　
こ

の
会

計
は

、
市

町
村

か
ら

の
納

付
金

や
国

か
ら

の
負

担
金

等
を

財
源

に
、

市
町

村
に

対
す

る
保

険
給

付
に

必
要

な
費

用
の

交
付

等
を

行
う

も
の

で
す

。
　

令
和

５
年

度
の

事
業

実
績

は
、

4
,
7
2
4
億

8
,
0
0
0
万

円
で

す
。

　
こ

の
会

計
は

、
県

内
の

中
小

企
業

組
合

等
に

対
し

、
工

場
団

地
や

シ
ョ

ッ
ピ

ン
グ

セ
ン

タ
ー

の
建

設
、

ア
ー

ケ
ー

ド
の

整
備

等
の

た
め

の
資

金
を

貸
し

付
け

る
こ

と
に

よ
り

、
事

業
環

境
の

改
善

や
経

営
基

盤
の

強
化

を
図

る
も

の
で

す
。

　
令

和
５

年
度

の
貸

付
実

績
は

、
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

貸
付

事
業

（
中

小
企

業
高

度
化

資
金

貸
付

）
１

件
、

4
1
3
万

円
で

す
。

　
こ

の
会

計
は

、
県

債
の

元
利

償
還

等
を

行
う

も
の

で
す

。
　

令
和

５
年

度
は

、
前

年
度

ま
で

に
発

行
し

た
県

債
の

元
利

償
還

金
等

4
,
9
7
7
億

1
,
9
5
9
万

円
を

支
払

っ
て

い
ま

す
。

土
木

施
設

整
備

事
業

　
こ

の
会

計
は

、
市

町
村

等
の

振
興

に
資

す
る

事
業

に
対

し
て

、
貸

付
を

行
う

基
金

の
運

営
管

理
を

行
う

も
の

で
す

。
　

令
和

５
年

度
の

基
金

貸
付

実
績

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

貸
付

対
象

事
業

費
左

の
う

ち
基

金
の

貸
付

額
貸

付
市

町
村

等
数

○
公

債
管

理
特

別
会

計

○
市

町
村

振
興

基
金

特
別

会
計

○
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

（
単

位
：

件
、

千
円

）

貸
　

付
　

事
　

業
　

名

合
併

市
町

村
ま

ち
づ

く
り

事
業

教
育

文
化

施
設

整
備

事
業

産
業

振
興

施
設

整
備

事
業

安
全

防
災

施
設

整
備

事
業

2
0



31
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　
　　

ⅣⅣ
　　

決決
算算

のの
分分

析析

  
((
11
))
　　

収収
支支

状状
況況

(
単

位
：

百
万

円
）

歳
入

総
額

通
常

分

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

歳
出

総
額

通
常

分

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

 
※

通
常

分

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

実
質

収
支

※
　

翌
年

度
に

返
納

す
る

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

の
国

庫
支

出
金

を
含

む

　
歳

入
に

つ
い

て
は

、
株

式
取

引
の

増
加

に
伴

う
個

人
県

民
税

の
増

加
や

、
企

業
業

績
が

堅
調

に
推

移
し

た
こ

と
に

伴
う

法
人

二
税

の
増

加
に

よ
り

、
地

方
消

費
税

清
算

後
の

県
税

収
入

は
過

去
最

高
で

あ
っ

た
前

年
度

と
同

水
準

と
な

り
ま

し
た

。
一

方
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
つ

い
て

、
感

染
症

法
上

の
位

置
づ

け
が

５
類

感
染

症
に

移
行

し
た

こ
と

を
受

け
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
に

係
る

国
庫

支
出

金
等

が
大

き
く

減
少

し
た

こ
と

に
よ

り
、

歳
入

総
額

は
前

年
度

か
ら

2
,
2
3
5

億
円

減
少

し
、

２
兆

5
4
3
億

円
と

な
り

ま
し

た
。

　
歳

出
に

つ
い

て
は

、
教

育
・

保
育

給
付

や
後

期
高

齢
者

医
療

給
付

等
、

社
会

保
障

関
係

費
の

継
続

的
な

増
加

は
あ

っ
た

も
の

の
、

感
染

症
患

者
入

院
病

床
や

宿
泊

療
養

施
設

の
確

保
等

の
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

費
が

大
き

く
減

少
し

た
こ

と
に

よ
り

、
歳

出
総

額
は

前
年

度
か

ら
2
,
0
9
7
億

円
減

少
し

、
１

兆
9
,
9
3
4
億

円
と

な
り

ま
し

た
。

　
令

和
５

年
度

の
実

質
収

支
は

、
4
8
年

連
続

の
黒

字
と

な
り

、
黒

字
額

は
9
3
億

円
と

過
去

最
高

と
な

り
ま

し
た

。
（

令
和

６
年

度
に

返
納

す
る

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
分

の
国

庫
支

出
金

を
除

く
。

）

　
一

般
会

計
と

特
別

会
計

の
決

算
状

況
に

つ
い

て
は

、
前

記
Ⅱ

及
び

Ⅲ
の

と
お

り
で

す
が

、
決

算
統

計
上

の
会

計
区

分
で

あ
る

普
通

会
計

（
一

般
会

計
と

特
別

会
計

の
う

ち
国

民
健

康
保

険
事

業
及

び
県

営
埠

頭
施

設
整

備
運

営
事

業
の

２
特

別
会

計
を

除
い

た
1
2
会

計
を

合
計

し
、

各
会

計
間

の
重

複
額

を
控

除
し

た
も

の
）

の
決

算
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

令令
和和

５５
年年

度度
決決

算算
収収

支支
状状

況況

最最
近近

11
00
年年

間間
のの

決決
算算

規規
模模

のの
推推

移移

決
算

額
区

 
 
 
 
分

歳
入

・
歳
出

単
位

：
億

円

16
,5

22
17

,0
46

 
16

,9
33

 
16

,5
96

16
,2

56
16

,5
69

21
,3

6625
,2

82

20
,5

43

22
,7

78

16
,1

10
16

,6
92

 
16

,5
78

 
16

,1
37

15
,8

38
16

,1
67

20
,1

82

24
,6

13

19
,9

34

22
,0

31

10
,0

00

12
,0

00

14
,0

00

16
,0

00

18
,0

00

20
,0

00

22
,0

00

24
,0

00

26
,0

00

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

R5

歳
入

歳
出

新
型
コ
ロ
ナ
対
策
分

歳
入

歳
出

2
1
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((
22
))
　　

歳歳
　　

　　
入入

決
 
算

 
額

構
成

比
対

前
年

度
増

加
率

決
 
算

 
額

構
成

比
対

前
年

度
増

加
率

県
税

△
 
0
.
5

分
担

金
・

負
担

金
△

 
7
.
8

使
用

料
・

手
数

料
△

 
1
.
4

△
 
1
.
3

財
産

収
入

寄
附

金
△

 
8
2
.
7

繰
入

金

繰
越

金
△

 
4
4
.
5

諸
収

入
△

 
2
2
.
1

計
△

 
4
.
9

地
方

譲
与

税

地
方

特
例

交
付

金
△

 
3
.
2

△
 
2
.
8

地
方

交
付

税
△

 
1
1
.
5

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
△

 
1
1
.
5

△
 
1
2
.
2

国
庫

支
出

金
△

 
3
8
.
6

△
 
3
0
.
7

県
債

△
 
6
.
4

△
 
3
8
.
5

計
△

 
1
5
.
8

△
 
2
4
.
7

△
 
9
.
8

△
 
9
.
9

歳
　
入

　
合

　
計

自 主 財 源 依 存 財 源

歳歳
  
入入

  
構構

  
成成

  
図図

（（
自自

主主
財財

源源
とと

依依
存存

財財
源源

））

　
歳

入
総

額
に

対
す

る
自

主
財

源
の

率
は

、
5
7
.
9
％

で
、

前
年

度
に

比
べ

3
.
0
ポ

イ
ン

ト
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
半

導
体

部
品

等
の

輸
入

額
増

加
に

伴
い

、
本

県
に

払
い

込
ま

れ
た

地
方

消
費

税
が

増
収

と
な

っ
た

一
方

、
全

国
的

な
原

油
等

の
輸

入
額

の
減

少
に

伴
い

、
都

道
府

県
間

の
清

算
に

よ
り

減
少

し
た

も
の

の
、

依
存

財
源

で
あ

る
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

に
係

る
国

庫
支

出
金

等
が

大
き

く
減

少
し

た
こ

と
に

よ
り

、
構

成
比

と
し

て
は

増
加

し
た

も
の

で
す

。

歳歳
入入

決決
算算

状状
況況

（（
普普

通通
会会

計計
））

令
　

和
　

４
　

年
　

度

　
令

和
５

年
度

普
通

会
計

の
歳

入
決

算
額

は
、

２
兆

5
4
3
億

1
,
1
2
2
万

円
で

、
前

年
度

に
対

し
て

2
,
2
3
4
億

7
,
5
1
1

万
円

、
9
.
8
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。 令

　
和

　
５

　
年

　
度

区
　

　
　

分

（
単

位
：

千
円

，
％

）

元

自
主
財
源

依
存
財
源

（
年
度
）

2
2
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((
33
))
　　

歳歳
　　

　　
出出

決
 
算

 
額

構
成

比
対

前
年

度
増

加
率

決
 
算

 
額

構
成

比
対

前
年

度
増

加
率

人
件

費
△

 
3
.
1

社
会

保
障

関
係

費

公
債

費
△

 
1
8
.
3

計
△

 
5
.
2

普
通

建
設

事
業

費
△

 
8
.
1

△
 
0
.
3

災
害

復
旧

事
業

費
△

 
4
1
.
9

計
△

 
3
.
5

△
 
3
.
2

△
 
1
6
.
4

△
 
2
7
.
0

△
 
9
.
5

△
 
1
0
.
5

性性
質質

別別
歳歳

出出
決決

算算
状状

況況
（（

普普
通通

会会
計計

））

　
令

和
５

年
度

普
通

会
計

の
歳

出
決

算
額

は
、

１
兆

9
,
9
3
4
億

4
7
4
万

円
で

、
前

年
度

に
対

し
て

2
,
0
9
6
億

5
,
2
6
0

万
円

、
9
.
5
％

の
減

と
な

っ
て

い
ま

す
。 令

　
和

　
５

　
年

　
度

令
　

和
　

４
　

年
　

度

区
　

　
　

分

歳歳
  
出出

  
構構

  
成成

  
図図

（（
性性

質質
別別

））

　 　
歳

出
総

額
に

お
け

る
義

務
的

経
費

の
構

成
比

は
、

5
0
.
4
％

で
、

前
年

度
に

比
べ

2
.
3
ポ

イ
ン

ト
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
保

育
士

・
幼

稚
園

教
諭

の
処

遇
改

善
に

伴
う

教
育

・
保

育
給

付
費

負
担

金
等

が
増

加
し

た
も

の
で

す
。

投
資

的
経

費
の

構
成

比
は

、
1
2
.
6
％

で
、

前
年

度
に

比
べ

0
.
8
ポ

イ
ン

ト
の

増
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

れ
は

、
平

成
２

９
年

７
月

九
州

北
部

豪
雨

災
害

、
令

和
２

年
７

月
豪

雨
災

害
に

係
る

補
助

公
共

事
業

費
等

は
減

少
し

た
も

の
の

、
歳

出
総

額
か

ら
義

務
的

経
費

と
投

資
的

経
費

を
除

い
た

そ
の

他
経

費
に

お
い

て
、

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
費

等
が

減
少

し
た

こ
と

に
よ

り
構

成
比

と
し

て
は

増
加

し
た

も
の

で
す

。

そ
　

　
の

　
　

他

歳
　

出
　

合
　

計

義 務 的 経 費 投 資 的 経 費

（
単

位
：

千
円

，
％

）

元

義
務

的
経

費
投

資
的

経
費

そ
の

他
の

経
費

（
年

度
）

2
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((
44
))
　　

県県
債債

のの
状状

況況
　

令
和

５
年

度
末

に
お

け
る

普
通

会
計

の
県

債
残

高
は

３
兆

7
,
6
9
2
億

8
,
4
0
3
万

円
で

昨
年

度
に

比
べ

3
6
0
億

2
,
3
8
3
万

円
の

減
と

な
っ

て
い

ま
す

。
こ

の
う

ち
臨

時
財

政
対

策
債

を
除

く
通

常
債

の
残

高
は

、
前

年
度

と
比

較
し

て
1
2
5
億

7
,
9
1
2
万

円
増

加
し

ま
し

た
。

普普
通通

会会
計計

県県
債債

残残
高高

のの
推推

移移

※
　

普
通

会
計

に
お

い
て

は
、

満
期

一
括

償
還

に
備

え
た

減
債

基
金

へ
の

積
立

て
は

元
金

償
還

し
た

も
の

と
扱

う
こ

　
と

と
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
普

通
会

計
の

県
債

残
高

に
つ

い
て

は
、

金
融

機
関

等
へ

償
還

す
べ

き
県

債
残

高
か

　
ら

満
期

一
括

償
還

に
備

え
た

減
債

基
金

積
立

金
を

控
除

し
て

い
ま

す
。

※
　

や
む

を
得

な
い

要
因

…
災

害
復

旧
・

復
興

対
策

、
国

の
防

災
・

減
災

、
国

土
強

靱
化

へ
の

対
応

、
国

の
補

正
予

　
算

対
応

、
減

収
補

塡
債

発
行

、
コ

ロ
ナ

感
染

症
対

策
※

　
令

和
５

年
度

の
県

民
一

人
当

た
り

で
み

た
場

合
の

県
債

残
高

は
7
3
万

8
千

円
で

す
。

な
お

、
全

国
比

較
が

可
能

　
な

令
和

４
年

度
で

は
低

い
方

か
ら

1
5
番

目
に

位
置

し
て

い
ま

す
。

（
単
位
：

億
円

）

通
常
債

臨
時
財
政
対

策
債

前
年

度
比

△
億

円

通
常

債

残
高

や
む
を
得
な
い

要
因
を
除
く

通
常
債
残
高

2
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((
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))
　　

財財
政政

健健
全全

化化
にに

関関
すす

るる
指指

標標
　

　
(
ｲ
)
　

健
全

化
判

断
比

率

○
実

質
赤

字
比

率
－

 
％

（
実

質
赤

字
比

率
が

な
い

）
（

令
和

４
年

度
　

－
 
％

）

早
期

健
全

化
基

準
　

3
.
7
5
％

財
政

再
生

基
準

　
　

5
.
0
0
％

 
[
標

準
財

政
規

模
の

額
]

※

※
　

実
質

収
支

が
黒

字
で

あ
る

場
合

、
「

実
質

赤
字

比
率

（
％

）
」

は
負

の
値

で
表

示
さ

れ
ま

　
す

。

　
「

地
方

公
共

団
体

の
財

政
の

健
全

化
に

関
す

る
法

律
」

に
お

い
て

、
地

方
公

共
団

体
の

財
政

健
全

性
を

示
す

指
標

が
設

け
ら

れ
ま

し
た

。
（

①
実

質
赤

字
比

率
、

②
連

結
実

質
赤

字
比

率
、

③
実

質
公

債
費

比
率

、
④

将
来

負
担

比
率

）
　

ま
た

、
公

営
企

業
の

経
営

の
健

全
性

を
示

す
指

標
と

し
て

⑤
資

金
不

足
比

率
が

設
け

ら
れ

ま
し

た
。

　
こ

の
比

率
の

い
ず

れ
か

が
、

早
期

健
全

化
基

準
以

上
に

な
る

と
財

政
健

全
化

計
画

、
財

政
再

生
基

準
以

上
に

な
る

と
財

政
再

生
計

画
、

公
営

企
業

が
経

営
健

全
化

基
準

以
上

に
な

る
と

経
営

健
全

化
計

画
の

策
定

が
義

務
づ

け
ら

れ
ま

す
。

　
本

県
で

は
、

普
通

会
計

、
公

営
企

業
会

計
と

も
に

、
実

質
赤

字
は

発
生

し
て

い
ま

せ
ん

。
ま

た
、

実
質

公
債

費
比

率
及

び
将

来
負

担
比

率
に

つ
い

て
も

「
財

政
再

生
基

準
」

は
も

ち
ろ

ん
の

こ
と

、
「

早
期

健
全

化
基

準
」

も
大

き
く

下
回

っ
て

お
り

、
健

全
な

財
政

状
況

で
す

。

標
準

的
に

収
入

が
見

込
ま

れ
る

一
般

財
源

の
総

額
（

県
税

、
地

方
譲

与
税

、
普

通
交

付
税

、
臨

時
財

政
対

策
債

、
地

方
特

例
交

付
金

、
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

の
収

入
見

込
み

の
合

算
額

）

　
普

通
会

計
に

お
け

る
実

質
赤

字
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

で
す

が
、

本
県

の
実

質
収

支
は

黒
字

で
す

。

普
通

会
計

の
実

質
赤

字
額

標
準

財
政

規
模

の
額

実
質

赤
字

比
率

＝

住
宅

管
理

特
別

会
計

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
特

別
会

計

沿
岸

漁
業

改
善

資
金

助
成

事
業

特
別

会
計

会
　

　
計

　
　

名

普 通 会 計

林
業

改
善

資
金

助
成

事
業

特
別

会
計

公
共

用
地

先
行

取
得

事
業

特
別

会
計

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

一
般

会
計

財
政

調
整

基
金

特
別

会
計

公
債

管
理

特
別

会
計

市
町

村
振

興
基

金
特

別
会

計

標
準

財
政

規
模

の
額

実
質

赤
字

比
率

（
％

）

災
害

救
助

基
金

特
別

会
計

就
農

支
援

資
金

貸
付

事
業

特
別

会
計

県
営

林
造

成
事

業
特

別
会

計

小
　

　
計

（
普

通
会

計
）

(
単

位
：

千
円

)

実
質

収
支

額

2
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○
連

結
実

質
赤

字
比

率
－

 
％

（
連

結
実

質
赤

字
比

率
が

な
い

）
（

令
和

４
年

度
　

－
 
％

）

早
期

健
全

化
基

準
　

 
8
.
7
5
％

財
政

再
生

基
準

　
　

1
5
.
0
0
％

※
※

　
連

結
実

質
収

支
が

黒
字

で
あ

る
場

合
、

「
連

結
実

質
赤

字
比

率
（

％
）

」
は

負
の

値
で

表
　

示
さ

れ
ま

す
。

○
実

質
公

債
費

比
率

（
令

和
４

年
度

　
1
1
.
2
％

）

早
期

健
全

化
基

準
　

2
5
％

財
政

再
生

基
準

　
　

3
5
％

Ａ
…

地
方

債
の

元
利

償
還

金
（

繰
上

償
還

等
除

く
）

Ｂ
…

Ｃ
…

元
利

償
還

金
の

財
源

に
充

て
ら

れ
る

特
定

財
源

Ｄ
…

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額
Ｅ

…
標

準
財

政
規

模
の

額

(
単

位
：

千
円

)

　
全

会
計

(
普

通
会

計
及

び
公

営
企

業
会

計
等

)
に

お
け

る
実

質
赤

字
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

で
す

が
、

本
県

の
普

通
会

計
の

実
質

収
支

は
黒

字
で

あ
り

、
公

営
企

業
会

計
等

に
つ

い
て

も
資

金
不

足
は

発
生

し
て

い
ま

せ
ん

。

全
会

計
の

実
質

赤
字

額
標

準
財

政
規

模
の

額

Ｅ
　

標
準

財
政

規
模

の
額

実
質

公
債

費
比

率
（

単
年

度
）

（
％

）

実
質

公
債

費
比

率
（

３
か

年
平

均
）

（
％

）

区
　

　
　

　
　

分

債
務

負
担

行
為

に
基

づ
く

支
出

額

一
時

借
入

金
の

利
子

Ｃ
　

元
利

償
還

金
の

財
源

に
充

て
ら

れ
る

特
定

財
源

Ｄ
　

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額

Ａ
　

地
方

債
の

元
利

償
還

金

Ｂ
　

地
方

債
の

元
利

償
還

金
に

準
ず

る
も

の

　
普

通
会

計
が

負
担

す
る

実
質

的
な

公
債

費
の

標
準

財
政

規
模

の
額

に
対

す
る

比
率

（
過

去
３

か
年

平
均

）
で

す
が

、
本

県
で

は
、

早
期

健
全

化
基

準
で

あ
る

2
5
％

を
大

幅
に

下
回

っ
て

い
ま

す
。

合
　

　
計

（
全

会
計

）

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計

小
　

　
計

（
公

営
企

業
会

計
）

令
和

３
年

度

満
期

一
括

償
還

地
方

債
に

係
る

年
度

割
相

当
額

公
営

企
業

の
元

利
償

還
金

へ
の

一
般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

(
Ａ

＋
Ｂ

)
－

(
Ｃ

＋
Ｄ

)
Ｅ

－
Ｄ

連
結

実
質

赤
字

比
率

（
％

）

実
質

公
債

費
比

率
＝

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

工
業

用
水

道
事

業
会

計

地
方

債
の

元
利

償
還

金
に

準
ず

る
も

の
（

公
営

企
業

の
元

利
償

還
金

へ
の

一
般

会
計

か
ら

の
繰

出
金

、
共

済
組

合
へ

の
建

設
費

償
還

金
な

ど
）

連
結

実
質

赤
字

比
率

＝

公 営 企 業 会 計

会
　

　
計

　
　

名

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

工
業

用
地

造
成

事
業

会
計

資
金

不
足

・
剰

余
額

病
院

事
業

会
計

電
気

事
業

会
計

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

(
単

位
：

千
円

)

2
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○
将

来
負

担
比

率
（

令
和

４
年

度
　

2
5
0
.
7
%
）

Ａ
…

将
来

負
担

額
Ｂ

…
将

来
負

担
額

に
充

当
可

能
な

財
源

・
普

通
会

計
地

方
債

現
在

高
・

充
当

可
能

基
金

・
債

務
負

担
行

為
に

基
づ

く
支

出
予

定
額

（
共

同
債

等
除

く
）

・
充

当
可

能
特

定
財

源
・

公
営

企
業

債
に

充
て

る
普

通
会

計
か

ら
の

繰
入

見
込

額
・

地
方

債
現

在
高

等
に

係
る

基
準

・
全

職
員

が
自

己
都

合
退

職
し

た
と

仮
定

し
た

場
合

の
退

職
　

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

　
手

当
要

支
給

額
Ｃ

…
標

準
財

政
規

模
の

額
・

公
社

、
地

方
独

立
行

政
法

人
の

負
債

額
Ｄ

…
元

利
償

還
金

等
に

係
る

基
準

財
政

・
損

失
補

償
契

約
を

締
結

し
て

い
る

団
体

等
に

対
す

る
負

担
需

要
額

算
入

額
　

見
込

額

　
　

(
ﾛ
)
　

資
金

不
足

比
率

・
病

院
事

業
会

計
－

 
％

（
令

和
４

年
度

　
－

 
％

）
・

流
域

下
水

道
事

業
会

計
－

 
％

（
令

和
４

年
度

　
－

 
％

）
・

電
気

事
業

会
計

－
 
％

（
令

和
４

年
度

　
－

 
％

）
・

工
業

用
水

道
事

業
会

計
－

 
％

（
令

和
４

年
度

　
－

 
％

）
・

工
業

用
地

造
成

事
業

会
計

－
 
％

（
令

和
４

年
度

　
－

 
％

）
・

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

－
 
％

（
令

和
４

年
度

　
－

 
％

）

資
金

不
足

比
率

＝

　
本

県
で

は
、

す
べ

て
の

公
営

企
業

に
お

い
て

資
金

不
足

は
発

生
し

て
い

ま
せ

ん
。

資
金

不
足

額
事

業
規

模
経

営
健

全
化

基
準

　
2
0
％

　
公

営
企

業
、

公
社

等
を

含
め

て
、

普
通

会
計

が
将

来
負

担
す

べ
き

実
質

的
な

負
債

の
標

準
財

政
規

模
の

額
に

対
す

る
比

率
で

す
が

、
本

県
で

は
、

早
期

健
全

化
基

準
で

あ
る

4
0
0
％

を
大

幅
に

下
回

っ
て

い
ま

す
。

将
来

負
担

比
率

＝
Ａ

－
Ｂ

Ｃ
－

Ｄ

退
職

手
当

負
担

見
込

額

充
当

可
能

特
定

財
源

基
準

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

将
来

負
担

比
率

（
％

）

区
　

　
　

　
　

分

Ｂ
　

将
来

負
担

額
に

充
当

可
能

な
財

源

Ａ
　

将
来

負
担

額

充
当

可
能

基
金

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

特
別

会
計

病
院

事
業

会
計

公
営

企
業

債
等

繰
入

見
込

額

債
務

負
担

行
為

に
基

づ
く

支
出

予
定

額

Ｃ
　

標
準

財
政

規
模

の
額

Ｄ
　

元
利

償
還

金
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額

損
失

補
償

契
約

締
結

団
体

等
に

対
す

る
負

担
見

込
額

公
社

、
地

方
独

立
行

政
法

人
の

負
債

額

普
通

会
計

地
方

債
現

在
高

(
単

位
：

千
円

)

早
期

健
全

化
基

準
　

4
0
0
％

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計

令
和

５
年

度

資
金
不
足

比
率
が

な
い
。

2
7



38
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　
　　

ⅠⅠ
　　

概概
　　

　　
要要

（
単

位
：

千
円

）

区
　

　
　

分
当

初
予

算
額

繰
越

明
許

費
繰

　
越

　
額

事
故

繰
越

し
繰

　
越

　
額

９
月

補
正

(
追

加
提

案
含

む
)

計

一
般

会
計

特
別

会
計

計

  
((
11
))
　　

歳歳
入入

予予
算算

　
　

　
 
一

般
会

計
歳

入
予

算
現

額
の

内
訳

及
び

そ
の

執
行

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

　　
　　

ⅡⅡ
　　

一一
般般

会会
計計

令令
和和

６６
年年

度度
予予

算算
現現

額額
のの

状状
況況

（（
上上

半半
期期

））

　
令
和
６
年
度
歳
入
歳
出
当
初
予
算
に
つ
い
て
は
、
第

1
5
0
回

「
福

岡
県

財
政

事
情

」
に

お
い

て
説

明
し

た
と

こ
ろ

で
す

が
、
今
回
は
、
こ
れ
に
令
和
５
年
度
か
ら
令
和
６
年
度

に
繰

り
越

し
た

額
を

含
め

た
上

半
期

の
予

算
現

額
に

つ
い

て
説

明
し
ま
す
。

　
令
和
５
年
度
か
ら
の
繰
越
額
は
、
繰
越
明
許
費
繰
越

額
1
,
4
6
8
億

6
,
0
7
9
万

円
及

び
事

故
繰

越
し

繰
越

額
2
7
億

2
,
5
8
7
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
上
半
期
（
４
月
～
９
月
）
の
会
計
別
の

予
算

現
額

の
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

第
２

　
令

和
６

年
度

上
半

期
歳

入
歳

出
予

算
の

状
況

　
令
和
５
年
度
か
ら
の
繰
越
額
を
含
め
た
上
半
期
の
一

般
会

計
歳

入
歳

出
予

算
現

額
２

兆
2
,
9
2
4
億

8
7
9
万

円
の

内
訳

及
び
そ
の
執
行
状
況
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

2
8



39
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

当初予算額
繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰　越　額

９月補正
(追加提案含む)

計(Ａ)
上半期中
収入済額

(Ｂ) 予算現額(Ｃ)
上半期中
収入済額

(Ｄ)

県 税

地方消費税清算金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例交 付金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 債

歳 入 合 計

令　　和　　６　　年　　度

区　　　　分

令 和 ５ 年 度 同 期 執 行 状 況

　歳入予算現額２兆2,924億879万円に対する９月末日現在の収入済額は、9,458億9,016万円で、収入率は41.3％と前年同期の収入率37.5％と比べ3.8ポイント高く
なっています。

一一般般会会計計歳歳入入予予算算現現額額のの状状況況（（上上半半期期））
（単位：千円，％）

2
9



40
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

  ((22))　　歳歳出出予予算算

当初予算額
繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰　越　額

９月補正 計(Ａ)
上半期中
支出済額

(Ｂ) 予算現額(Ｃ)
上半期中
支出済額

(Ｄ)

議 会 費

総 務 費

保 健 費

環 境 費

生 活 労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

県 土 整 備 費

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳 出 合 計

　歳出予算現額2兆1,320億6,072万円に対する９月末日現在の支出済額は、9,445億5,007万円で、執行率は41.2％と前年同期の執行率40.5％と比べ
0.7ポイント高くなっています。

　　　 一般会計歳出予算現額の内訳及びその執行状況は、次のとおりです。

一一般般会会計計歳歳出出予予算算現現額額のの状状況況（（上上半半期期））
（単位：千円，％）

区　　　　分

令　　和　　６　　年　　度 令 和 ５ 年 度 同 期 執 行 状 況

3
0



41
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　　　ⅢⅢ　　特特別別会会計計

当初予算額
継　続　費
逓次繰越額

繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰 越 額 計(A)

上半期中
収入済額

上半期中
支出済額

予算現額(D)
上半期中
収入済額

上半期中
支出済額

財 政 調 整 基 金

公 債 管 理

市 町 村 振 興 基 金

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

災 害 救 助 基 金

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

県 営 林 造 成 事 業

林 業 改 善 資 金 助 成 事 業

沿岸漁業改善資金助成事業

小規模企業者等設備導入資金貸付事業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

住 宅 管 理

計

県営埠頭施設整備運営事業

計

　令和６年度福岡県特別会計歳入歳出予算現額の内訳及びその執行状況は、次のとおりです。

特特別別会会計計歳歳入入歳歳出出予予算算現現額額のの状状況況（（上上半半期期））
（単位：千円，％）

区　　　　分
令　　和　　６　　年　　度 令 和 ５ 年 度 同 期 執 行 状 況

普
通
会
計
に
属
す
る
特
別
会
計

地

方
公
営
企

業

法
非
適
用

の

公
営
企
業

会

計

国 民 健 康 保 険

合　　　　　　計

3
1



42
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　
　　
ⅠⅠ

　　
県県

民民
負負

担担
のの

状状
況況

第
３

　
県

民
負

担
の

状
況

等

令令
和和

５５
年年

度度
  
令令

和和
４４

年年
度度

　
令

和
５

年
度

一
般

会
計

歳
出

決
算

の
県

民
１

人
当

た
り

額
は

、
4
3
9
,
9
4
2
円

と
な

り
、

前
年

度
決

算
に

お
け

る
１

人
当

た
り

の
額

4
6
5
,
3
4
5
円

と
比

べ
、

2
5
,
4
0
3
円

（
5
.
5
％

）
減

少
し

て
い

ま
す

。
そ

の
目

的
別

支
出

額
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

　
こ

の
歳

出
の

裏
付

け
と

な
る

歳
入

は
、

県
税

、
国

庫
支

出
金

、
地

方
交

付
税

及
び

県
債

等
か

ら
構

成
さ

れ
て

い
ま

す
。

こ
れ

ら
の

歳
入

の
う

ち
、

県
税

は
、

令
和

５
年

度
決

算
に

お
い

て
、

総
額

の
3
2
.
6
％

（
令

和
４

年
度

3
0
.
0
％

）
、

自
主

財
源

の
5
2
.
2
％

（
令

和
４

年
度

5
1
.
6
％

）
を

占
め

て
い

ま
す

。
こ

れ
を

県
民

１
人

当
た

り
で

み
ま

す
と

、
次

の
と

お
り

で
す

。

県県
民民

１１
人人

当当
たた

りり
のの

目目
的的

別別
支支

出出
額額

のの
状状

況況

（
注

）
人

口
は

、
住

民
基

本
台

帳
登

載
人

口
と

し
、

令
和

４
年

度
分

は
、

令
和

５
年

１
月

１
日

現
在

の
　

　
5
,
1
0
4
,
9
2
1
人

を
、

令
和

５
年

度
分

は
、

令
和

６
年

１
月

１
日

現
在

の
5
,
0
9
5
,
3
7
9
人

を
用

い
た

。

  
令令

和和
４４

年年
度度

  
令令

和和
５５

年年
度度

県県
民民

１１
人人

当当
たた

りり
のの

県県
税税

別別
負負

担担
額額

のの
状状

況況

民

税

県
通

税普 業

税

事 法

人

人

個

旧
法
に
よ
る
税

円

軽
油

引
取
税

円

ゴ
ル

フ
場
利

用
税

円

県
た

ば
こ
税

円

不
動

産
取
得

税

円

円

法
人

円

利
子
割

円

個
人

円

円円

円

円

そ
の

他

円

地
方
消
費
税

円

自
動

車
税 円

商
工
費 円

教
育
費 円

保
健
費 円

公
債
費 円

生
活
労
働
費

円

県
土
整
備
費

円

警
察
費 円

総
務
費 円

農
林
水
産
業
費

円

環
境
費 円

そ
の
他 円

歳
出
決
算

県
民
１
人
当
た
り

円

県
税

県
民
１
人
当
た
り

円

狩
猟
税

円
目

的
税

円

宿
泊
税

円

産
業
廃
棄
物

税

円

民

税

県
通

税普 業

税

事 法

人

人

個

旧
法

に
よ
る

税

円

軽
油

引
取
税

円

ゴ
ル

フ
場
利

用
税

円

県
た

ば
こ
税

円

不
動

産
取
得

税

円

円

法
人

円

利
子

割

円

個
人

円

円円

円

円

そ
の

他

円

地
方

消
費
税 円

自
動

車
税 円

県
税

県
民
１
人
当
た
り

円

狩
猟

税

円
目

的
税

円

宿
泊

税

円

産
業

廃
棄
物

税

円

商
工
費 円

教
育
費 円

保
健
費 円

公
債
費 円

生
活
労
働
費

円

県
土
整
備
費

円

警
察
費 円

総
務
費 円

農
林
水
産
業
費

円

環
境
費 円

そ
の
他 円

歳
出
決
算

県
民
１
人
当
た
り

円

3
2



43
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　
　　

ⅡⅡ
　　

県県
債債

及及
びび

一一
時時

借借
入入

金金
のの

状状
況況

　
会
計
別
の
県
債
現
在
高
（
金
融
機
関
等
へ
償
還

す
べ

き
現

在
高

）
の

状
況

は
、

次
の

と
お

り
で

す
。

  
((
11
))
　　

一一
般般

会会
計計

（
単

位
：

千
円

，
％

）

令
和

４
年

度
末

令
和

５
年

度
末

現
在

高
起

 
債

 
額

元
金

償
還

額
現

在
高

臨
時

財
政

対
策

債

調
整

債

　
一
般
会
計
（
公
債
管
理
特
別
会
計
を
含
む

。
）

に
係

る
令

和
６

年
度

上
半

期
に

お
け

る
借

入
れ

は
1
,
7
0
0
億

円
で
、
上
半
期
中
の
元
金
償
還
金
は
1
,
3
8
6
億
3
5
5
万

円
で

あ
り

、
令

和
６

年
９

月
末

の
県

債
の

現
在

高
は

４
兆

4
,
8
3
3
億
2
,
8
6
5
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

会会
計計

別別
県県

債債
現現

在在
高高

（（
金金

融融
機機

関関
等等

へへ
償償

還還
すす

べべ
きき

現現
在在

高高
））

のの
状状

況況

構
成

比

臨
時

税
収

補
塡

債

令
和

４
年

度
中

増
減

額

警
察

教
育

県
土

整
備

商
工

特
別

転
貸

債

教
育

総
務

警
察

公
営

住
宅

産
炭

地
域

開
発

都
市

高
速

道
路

災
害

復
旧

債

農
林

水
産

県
土

整
備

保
健

生
活

労
働

農
林

水
産

区
　

　
　

　
　

分

環
境

普
通

債

総
務

減
収

補
塡

債

生
活

労
働

環
境

計

減
税

補
塡

債

公
営

住
宅

※

保
健

災
害

援
護

資
金

貸
付

事
業

債

そ
の

他

退
職

手
当

債

3
3



44
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

  
((
22
))
　　

特特
別別

会会
計計

（
単

位
：

千
円

，
％

）

令
和

４
年

度
末

令
和

５
年

度
末

現
在

高
起

 
債

 
額

元
金

償
還

額
現

在
高

  
((
33
))
　　

企企
業業

会会
計計

（
単

位
：

千
円

，
％

）

令
和

４
年

度
末

令
和

５
年

度
末

現
在

高
起

 
債

 
額

元
金

償
還

額
現

在
高

（
単

位
：

千
円

）

※母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

事
業

債

〃
　
 
７
月
 
〃

構
成

比

病
院

事
業

債

　
一
時
借
入
金
は
、
県
税
、
国
庫
支
出
金
等
の
収

入
が

、
こ

れ
を

財
源

と
す

る
事

業
費

等
の

支
出

時
期

と
必

ず
し

も
一
致
し
な
い
た
め
、
一
時
的
に
資
金
が
不
足
す
る

こ
と

に
な

る
場

合
に

、
あ

ら
か

じ
め

議
会

の
議

決
を

得
た

額
の

範
囲
内
で
金
融
機
関
な
ど
か
ら
年
度
内
に
返
還
す
る

こ
と

を
条

件
に

借
り

入
れ

る
も

の
で

す
。

　
令
和
６
年
度
上
半
期
に
お
け
る
各
月
末
の
一
時

借
入

金
の

現
在

高
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

〃
　
 
６
月
 
〃

一
 
時

 
借

 
入

 
金

 
借

 
入

 
現

 
在

 
高

区
　

　
　

　
　

分

　
企
業
会
計
に
係
る
令
和
６
年
度
上
半
期
に

お
け

る
借

入
れ

は
な

く
、

上
半

期
中

の
元

金
償

還
金

は
1
6
億

6
,
0
6
6

万
円
で
あ
り
、
令
和
６
年
９
月
末
の
県
債
の

現
在

高
は

4
8
9
億

9
,
9
3
1
万

円
と

な
っ

て
い

る
。

工
業

用
水

道
事

業
債

流
域

下
水

道
事

業
債

電
気

事
業

債

　
特
別
会
計
に
係
る
令
和
６
年
度
上
半
期
に

お
け

る
借

入
れ

は
な

く
、

上
半

期
中

の
元

金
償

還
金

は
1
4
億

5
,
7
1
8

万
円
で
あ
り
、
令
和
６
年
９
月
末
の
県
債
の

現
在

高
は

6
5
8
億

6
,
1
3
4
万

円
と

な
っ

て
い

る
。

※

区
　

　
　

　
　

分

県
営

林
造

成
事

業
債

構
成

比

小
規

模
企

業
者

等
設

備
導

入
資

金
貸

付
事

業
債

計

令
和
６
年
４
月
末
現
在

令
和

５
年

度
中

増
減

額

県
営

埠
頭

施
設

整
備

運
営

事
業

債

〃
　
 
８
月
 
〃

〃
　
 
９
月
 
〃

令令
和和

６６
年年

度度
上上

半半
期期

一一
時時

借借
入入

金金
のの

状状
況況

区
　
　
　
　
分

工
業

用
地

造
成

事
業

債

計

〃
　
 
５
月
 
〃

就
農

支
援

資
金

貸
付

事
業

債

令
和

５
年

度
中

増
減

額

3
4



45
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　
　　
ⅢⅢ

　　
県県

有有
財財

産産
のの

状状
況況

  
((
11
))
　　

土土
地地

及及
びび

建建
物物

  
((
22
))
　　

山山
林林

（（
行行

政政
財財

産産
））

  
((
33
))
　　

物物
　　

　　
権権

  
((
44
))
　　

動動
産産

（（
行行

政政
財財

産産
））

  
((
55
))
　　

無無
体体

財財
産産

権権
（（

普普
通通

財財
産産

））

  
((
66
))
　　

有有
価価

証証
券券

  
((
77
))
　　

出出
資資

にに
よよ

るる
権権

利利

  
((
88
))
　　

物物
品品

総
ト

ン
数

2
0
ト

ン
未

満
の

船
舶

6
3
8
品

目

  
((
99
))
　　

債債
権権

  
((
11
00
))
  
基基

金金
及及

びび
基基

金金
にに

準準
じじ

るる
もも

のの
8
8
9
,
2
6
8
,
3
3
8
千

円

４
隻

9
1
件

1
5
7
件

１
件

1
4
件

3
1
件

2
6
件

3
9
2
,
8
5
0
千

円

８
隻

土
地

の
権

利
の

区
分

山
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
林

学
校

県
営

住
宅

2
1
7
,
3
2
9
,
3
9
4
千

円

所
有

区
　

　
　

　
　

分

本
　

　
　

　
庁

　
　

　
　

舎

警
察

（
消

防
）

施
設

そ
の

他
の

施
設

そ
の

他
の

行
政

機
関

公
園

　
県

が
保

有
し

て
い

る
財

産
は

大
別

す
る

と
、

土
地

、
建

物
な

ど
の

公
有

財
産

、
自

動
車

な
ど

の
物

品
、

債
権

及
び

基
金

が
あ

り
ま

す
。

県
は

、
こ

れ
ら

の
財

産
を

常
に

良
好

な
状

態
で

管
理

し
適

切
な

運
営

を
行

う
よ

う
努

め
て

い
ま

す
。

　
令

和
６

年
３

月
3
1
日

現
在

に
お

け
る

県
有

財
産

の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
す

。

職
　

　
 
員

 
　

　
住

 
　

　
宅

そ
　

　
　

　
 
の

　
　

　
　

他

そ
の

他
の

施
設

公
共

用
財

産

合
計

地
上

権

地
役

権

合
計

分
収

建
物

 
(
㎡

)

行
　

政
　

財
　

産
普

　
通

　
財

　
産

土
地

 
(
㎡

)
建

物
 
(
㎡

)
土

地
 
(
㎡

)

立
木

の
推

定
蓄

積
量

(
㎥

)
区

　
　

　
　

分
行

政
財

産
(
㎡

)

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
計

面
積

（
㎡

）

実
用

新
案

権

意
匠

権

株
券

等

出
資

総
額

育
成

者
権

商
標

権

船
舶

特
許

権

著
作

権

普
通

財
産

(
㎡

)

自
動

車

ほ
か

債
権

総
額

6
1
,
3
8
6
,
9
4
0
千

円

6
2
0
台

3
5



46
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

第
４

公
営
企
業
会
計
の
状
況

ⅠⅠ
電電
気気

事事
業業
会会

計計

事
業
の

概
況

ｲ
施
設

の
概

要

本
県

の
電

気
事

業
は

、
矢

部
川

水
系

の
日

向
神
ダ

ム
及
び

松
瀬
ダ

ム
並
び

に
那
珂

川
水
系

の
南
畑

ダ
ム

の
貯
水
を

利
用

し
て

、
八

女
市

黒
木

町
の

大
渕

発
電

所
（
最

大
出
力

）
及
び

木
屋
発

電
所
（

最
大

出
力

）

並
び
に

那
珂

川
市

の
ち

く
し

発
電

所
（

最
大

出
力

）
で
、
年
間
目
標
供
給
電
力
量

時
の
発
電

を
行
い
、
九

州
電

力
株

に
供

給
し

て
い

ま
す
。

ﾛ
発

電
の

概
要

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

発
電

の
概

要
は
、

次
表
の

と
お
り

で
す
。

令
和

６
年
度

上
半
期

月
別
発
電

実
績

（
単
位

：
）

月
別

発
生

電
力

量
所

内
消

費
電

力
量

供
給

電
力

量

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

令
和

６
年
度

上
半
期

業
務
量

（
単
位
：

、
％

）

区
分

目
標

供
給

電
力
量

発
生

電
力

量
供

給
電

力
量

達
成

率

令
和
６

年
４

月
日

か
ら

令
和
６
年

９
月

日
ま

で

経
理
の

状
況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算
表

は
「
別

表
１
」
、
資

金
収
支

表
は
「

別
表
２

」
の

と
お
り

で
す
。

ﾛ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん
。

3
6



47
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
１
」

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

　
高

合
　

　
　

　
計

合
　
　
　
　
計

残
　
　
　
　
高

水
力

発
電

設
備

　

減
価

償
却

累
計

額

業
務

設
備

減
価

償
却

累
計

額

建
設

仮
勘

定

投
資

有
価

証
券

他
会

計
貸

付
金

そ
の

他
の

投
資

現
金

預
金

営
業

未
収

入
金

諸
未

収
入

金
　

貯
蔵

品

前
払

金
　

前
払

費
用

そ
の

他
の

流
動

資
産

企
業

債
（

固
定

負
債

）

退
職

給
付

引
当

金

特
別

修
繕

引
当

金

大
規

模
点

検
引

当
金

企
業

債
（

流
動

負
債

）

未
払

金

未
払

費
用

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

修
繕

引
当

金

預
り

金

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金

国
庫

補
助

金

そ
の

他
の

資
本

剰
余

金

減
債

積
立

金

建
設

改
良

積
立

金

未
処

分
利

益
剰

余
金

電
力

料

　
営

業
雑

収
益

　
受

託
運

転
益

　
受

取
利

息

過
年

度
損

益
修

正
益

長
期

前
受

金
戻

入

　
雑

収
益

水
力

発
電

費

一
般

管
理

費

支
払

利
息

過
年

度
損

益
修

正
損

雑
損

失

特
別

損
失

仮
払

消
費

税

　
仮

受
消

費
税

計

合
　

計
　

残
　

高
　

試
　

算
　

表

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

借
　

　
　

　
　

　
　

方
科
　
　
　
　
　
　
目

貸
　
　
　
　
　
　
　
方

3
7



48
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
２

」

（
単
位
：
円
）

 
(
3
)
　

決
算

の
概

要

第
１

款
　

電
気

事
業

収
益

円
第
１
款
　
電
気
事
業
費

円

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第
１
項
　
営
業
費
用

円

　
第

２
項

　
財

務
収

益
円

　
第
２
項
　
財
務
費
用

円

　
第

３
項

　
事

業
外

収
益

円
　
第
３
項
　
事
業
外
費
用

円

　
第
４
項
　
予
備
費

円

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１
款
　
資
本
的
支
出

円

　
第

１
項

　
円

　
第
１
項
　
建
設
改
良
費

円

　
第
２
項
　
予
備
費

円

（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

収
　

　
　

　
入

支
　
　
　
　
出

（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

収
　

　
　

　
入

支
　
　
　
　
出

翌
月

へ
の

繰
越

し

令
和

５
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

表
３

」
、

　
　

 
剰

余
金

計
算

書
は

「
別

表
４

」
、

剰
余

金
処
分
計
算
書
は
「
別
表
５
」
、
貸
借
対
照
表
は
「
別
表
６
」
の
と
お

 
 
 
　

り
で
す

。

収
　

　
　

支
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し過
年

度
損

益
修

正
損

貯
蔵

品

他
会

計
貸

付
金

賞
与

引
当

金

戻
入

法
定

福
利

費
引

当
金

預
り

金
預

り
金

過
年

度
損

益
修

正
益

退
職

給
付

引
当

金

営
業

未
収

入
金

未
払

費
用

諸
未

収
入

金
前

払
金

雑
収

益
企

業
債

固
定

資
産

売
却

益
未

払
金

受
託

運
転

益
支

払
利

息

受
取

利
息

設
備

費

電
力

料
水

力
発

電
費

営
業

雑
収

益
一

般
管

理
費

受
入

資
金

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

（
令

和
６
年
９
月
3
0
日
）

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

支
払

資
金

他
会

計
貸

付
金

収
支

差
引

△
 
4
7
,
4
4
6
,
0
9
8

他
会
計
貸
付
金
元
金
収
入

3
8



49
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
３
」

（
単

位
：

円
）

１ ２ ３ ４
営

業
外

費
用

水
力

発
電

費

一
般

管
理

費

経
常

利
益

営
業

損
失

営
業

外
収

益

電
力

料

営
業

雑
収

益

令
和

５
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

損
益

計
算

書

受
取

利
息

営
業

収
益

営
業

費
用

（
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

受
託

運
転

益

過
年

度
損

益
修

正
益

長
期

前
受

金
戻

入

雑
収

益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

当
年

度
純

利
益

雑
損

失

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

3
9



50
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「別表４」

(単位：円)

国 庫 そ の 他 の 資 本 剰 余 建 設 改 良 未 処 分 利 益 利 益 剰 余
補 助 金 資 本 剰 余 金 金 合 計 積 立 金 剰 余 金 金 合 計

前年度末残高

前年度処分額 △ 34,679,277 △ 3,725,013

議会の議決による処分額 △ 3,725,013 △ 3,725,013

資本金への組入 △ 3,725,013 △ 3,725,013

条例第７条による処分額 △ 30,954,264

利益剰余金の受入

建設改良積立金の積立 △ 30,954,264 △ 30,954,264 △ 30,954,264

（繰越利益剰余金）

当年度変動額

当年度純利益

（当年度未処分利益剰余金）

当年度末残高

資 本 合 計

令和５年度福岡県電気事業剰余金計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

利 益 剰 余 金

処分後残高

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

4
0



51
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
５

」

（
単

位
：

円
）

当
年

度
末

残
高

条
例

第
７

条
に

よ
る

処
分

額

建
設

改
良

積
立

金
の

積
立

「
別

表
６

」

（
単

位
：

円
）

１

イ ロ ハ イ イ

２ ３

イ ロ ハ

４

資
本

剰
余

金

未
処

分
利

益

剰
余

金
資

本
金

令
和

５
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

剰
余

金
処

分
計

算
書

資
産

の
部

負
債

の
部

固
定

負
債

合
計

流
動

負
債

未
払

金

未
払

費
用

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

大
規

模
点

検
引

当
金

特
別

修
繕

引
当

金

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

固
定

負
債

営
業

未
収

入
金

諸
未

収
入

金

貯
蔵

品

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

流
動

資
産

現
金

預
金

電
話

加
入

権

無
形

固
定

資
産

合
計

投
資

そ
の

他
の

資
産

他
会

計
貸

付
金

建
設

仮
勘

定

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

業
務

設
備

減
価

償
却

累
計

額

減
価

償
却

累
計

額

△
 
1
8
,
1
8
9
,
0
3
5

有
形

固
定

資
産

水
力

発
電

設
備

（
令

和
６

年
３

月
3
1
日

）

令
和

５
年

度
福

岡
県

電
気

事
業

貸
借

対
照

表

△
 
1
8
,
1
8
9
,
0
3
5

（
繰

越
利

益
剰

余
金

）

固
定

資
産

処
分

後
残

高

4
1



52
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

イ ロ ハ

５ ６ ７

イ ロ イ ロ

 
(
4
)
　

予
算

の
概

要

　
　

　
 
令

和
６

年
度

福
岡

県
電

気
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
1
5
0
回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。

賞
与

引
当

金

繰
延

収
益

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金

預
り

金

資
本

の
部

資
本

合
計

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

負
債

資
本

合
計

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

利
益

剰
余

金
合

計

剰
余

金
合

計

建
設

改
良

積
立

金

剰
余

金

資
本

剰
余

金

国
庫

補
助

金

そ
の

他
の

資
本

剰
余

金

流
動

負
債

合
計

負
債

合
計

繰
延

収
益

合
計

法
定

福
利

費
引

当
金

引
当

金

修
繕

引
当

金

4
2



53
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

ⅡⅡ
工工

業業
用用

水水
道道
事事

業業
会会

計計

事
業

の
概
況

本
県

の
工

業
用

水
道
事

業
は

、
苅

田
、
大

牟
田

、
鞍
手
・
宮
田

及
び
田

川
の

四
事

業
で

、
令
和
６

年
度

上
半

期
に

お
け

る
そ

れ
ぞ

れ
の

事
業

の
概

要
は

次
の

と
お
り

で
す

。

①
苅

田
工

業
用

水
道

事
業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、

行
橋

市
を

貫
流

す
る

二
級

河
川

今
川

下
流

に
取

水
堰

を
設

け
て

、
最

大
取

水
量

１
日

当
た

り

ｍ
を
取
水
し
、
そ
の
う
ち
１
日
当
た
り

ｍ
を
渇
水
期
に
備
え
て
殿
川
ダ
ム
（
有
効
貯
水
量

ｍ
）
に
貯
水
し
、
残
り
の
１
日
当
た
り

ｍ
を
苅
田
町
内
の
企
業
に
対
し
て
工
業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、

現
在
Ｕ
Ｂ
Ｅ
三
菱
セ
メ
ン
ト
㈱
九
州
工
場
苅
田
第
二
地
区
ほ
か

社
に
対

し
、
１
日

当
た

り
ｍ

の
供
給

を
行

っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

６
年

度
上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和

６
年

度
上

半
期

給
水

実
績

表

給
水
能

力
ｍ

日
単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

②
大

牟
田

工
業

用
水

道
事

業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、
有

明
・
大

牟
田

地
区

新
産
業

都
市

建
設

促
進

の
た

め
の

基
盤

事
業

の
一

環
と

し
て

計
画

さ
れ

た
も

の
で
、
熊
本
県
を
流
れ
る
一
級
河
川
菊
池
川
下
流
白
石
地
点
か
ら
１
日
当
た
り

ｍ
を
取

水
し
、
大
牟
田
地
区

に
対

し
、

日
当

た
り

㎥
の

工
業

用
水

を
供

給
す

る
も
の

で
、

現
在

三
井
化

学
㈱

大
牟
田

工
場

ほ
か

社
に

対
し

､１
日

当
た

り
ｍ

の
供

給
を

行
っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

６
年

度
上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和

６
年

度
上

半
期

給
水

実
績

表
給

水
能

力
ｍ

日
単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

4
3



54
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

③
鞍

手
・

宮
田

工
業

用
水

道
事

業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、
地

域
振

興
整

備
公

団
か

ら
鞍

手
工

業
用

水
道

及
び

宮
田

工
業

用
水

道
の

施
設

の
譲

渡
を

受
け
、
平

成
年

４
月

か
ら

事
業

開
始

し
た

も
の

で
、
鞍

手
町

に
所

在
す
る

木
月

池
及

び
浮

州
池

並
び

に
宮

若
市

の
犬

鳴
ダ

ム

を
水
源
と
し
て
、
中
間
市
、
宮
若
市
、
遠
賀
町
及
び
鞍
手
町
に

立
地
す
る
企
業
に
対
し
、
１
日

当
た
り

ｍ
の

工
業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、
現
在
ト
ヨ
タ
自
動
車
九
州
㈱
ほ
か

社
に
対
し
、
１
日
当
た
り

ｍ
の
供
給
を

行
っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

６
年

度
上
半

期
に

お
け

る
給

水
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和

６
年

度
上

半
期

給
水

実
績

表
給

水
能

力
ｍ

日
単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

④
田

川
工

業
用

水
道

事
業

ｲ
施

設
の

概
要

こ
の

事
業

は
、
独

立
行

政
法

人
中

小
企

業
基

盤
整

備
機

構
か

ら
田

川
工

業
用

水
道

の
施

設
の

譲
渡

を
受

け
、
平
成

年
４

月
か

ら
事

業
開

始
し

た
も

の
で

、
陣
屋

ダ
ム

を
水
源
と
し
て
、
田
川
市
及
び
川
崎
町
に
立
地
す
る
企
業
に
対

し
、
１
日
当
た
り

ｍ
の
工
業
用
水
を
供
給
す
る
も
の
で
、
現
在
三
好
食
品
工
業

株
ほ
か

社
に
対
し
、
１
日

当
た
り

ｍ
の
供
給
を
行
っ
て

い
ま

す
。

ﾛ
給

水
の

概
要

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

給
水

の
実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和

６
年

度
上

半
期

給
水

実
績

表
給

水
能

力
ｍ

日
単
位

ｍ

月
別

基
本

使
用

水
量

超
過

使
用

水
量

合
計

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

経
理

の
状
況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高
試

算
表

は
「

別
表

１
」
、
資

金
収

支
表

は
「

別
表

２
」
の
と

お
り

で

す
。

ﾛ
企

業
債

企
業

債
の

現
在

高
は

、
円
で

す
。

ﾊ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま
せ

ん
。

4
4



55
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
１

」

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

　
高

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

残
　

　
　

　
高

土
地

建
物

　

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

装
置

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

備
品

減
価

償
却

累
計

額

共
有

設
備

共
有

設
備

減
価

償
却

累
計

額

建
設

仮
勘

定

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

水
利

権

地
上

権

施
設

利
用

権

ダ
ム

使
用

権

電
話

加
入

権

そ
の

他
の

投
資

現
金

預
金

営
業

未
収

入
金

営
業

外
未

収
入

金

貯
蔵

品

前
払

金

前
払

費
用

仮
払

消
費

税

　
企

業
債

（
固

定
負

債
）

　
退

職
給

付
引

当
金

　
企

業
債

（
流

動
負

債
）

未
払

金

未
払

費
用

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

修
繕

引
当

金

前
受

金

そ
の

他
預

り
金

仮
受

消
費

税

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

　
資

本
金

　
国

庫
補

助
金

　
受

贈
財

産
評

価
額

　
減

債
積

立
金

建
設

改
良

積
立

金

未
処

分
利

益
剰

余
金

　
給

水
収

益

　
営

業
雑

収
益

　
受

取
利

息

過
年

度
損

益
修

正
益

そ
の

他
の

特
別

利
益

雑
収

益

業
務

費

一
般

管
理

費

支
払

利
息

計

合
　

計
　

残
　

高
　

試
　

算
　

表

借
　

　
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
　

目
貸

　
　

　
　

　
　

　
方

4
5



56
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
２

」

（
単

位
：

円
）

 
(
3
)
　

決
算

の
概

要

第
１

款
　

工
業

用
水

道
事

業
収

益
円

第
１

款
　

工
業

用
水

道
事

業
費

円

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第

１
項

　
営

業
費

用
円

　
第

２
項

　
営

業
外

収
益

円
　

第
２

項
　

営
業

外
費

用
円

　
第

３
項

　
特

別
利

益
円

　
第

３
項

　
予

備
費

円

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１

款
　

資
本

的
支

出
円

　
第

１
項

　
国

庫
補

助
金

円
　

第
１

項
　

建
設

改
良

費
円

　
第

２
項

　
企

業
債

償
還

金
円

　
第

３
項

　
予

備
費

円

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

受
入

資
金

支
払

資
金

給
水

収
益

業
務

費

営
業

雑
収

益
一

般
管

理
費

受
取

利
息

支
払

利
息

雑
収

益
設

備
費

過
年

度
損

益
修

正
益

企
業

債

営
業

未
収

入
金

未
払

金

営
業

外
未

収
入

金
未

払
費

用

そ
の

他
預

り
金

前
払

金

前
受

金
そ

の
他

預
り

金

戻
入

退
職

給
付

引
当

金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

修
繕

引
当

金

戻
出

貯
蔵

品

収
支

差
引

△
 
7
6
,
1
2
4
,
6
7
1

収
　

　
　

支
前

年
度

よ
り

の
繰

越
し

翌
月

へ
の

繰
越

し

　
　

　
 
令

和
６

年
度

福
岡

県
工

業
用

水
道

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で

、
損

益
計

算
書

は
「

別
表

　
　

 
３

」
、

剰
余

金
計

算
書

は
「

別
表

４
」

、
剰

余
金

処
分

計
算

書
は

「
別

表
５

」
、

貸
借

対
照

表
は

「
別

表
６

」

　
　

 
の

と
お

り
で

す
。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

 
 
 
 
収

　
　

　
　

入
 
 
 
支

　
　

　
　

出

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

 
 
 
 
収

　
　

　
　

入
 
 
 
支

　
　

　
　

出

　
　

　
損

益
勘

定
留

保
資

金
3
8
4
,
1
3
2
,
8
1
4
円

で
補

塡
し

た
。

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
7
9
5
,
4
5
5
,
1
5
9
円

は
、

消
費

税
資

本
的

収
支

調
整

　
　

　
額

5
2
,
2
1
2
,
3
4
5
円

、
減

債
積

立
金

2
3
0
,
2
3
8
,
6
7
2
円

、
建

設
改

良
積

立
金

1
2
8
,
8
7
1
,
3
2
8
円

、
過

年
度

分

4
6



57
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
３

」
令

和
５

年
度

福
岡

県
工

業
用

水
道

事
業

損
益

計
算

書

（
単

位
：

円
）

１ ２ ３ ４ ５

　
（

令
和

５
年

４
月

１
日

か
ら

令
和

６
年

３
月

3
1
日

ま
で

)

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

特
別

利
益

受
取

利
息

雑
収

益

一
般

管
理

費

長
期

前
受

金
戻

入

営
業

外
費

用

支
払

利
息

営
業

外
収

益

経
常

利
益

雑
支

出

過
年

度
損

益
修

正
益

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

営
業

収
益

営
業

費
用

給
水

収
益

営
業

雑
収

益

減
価

償
却

費

営
業

利
益

資
産

減
耗

費

業
務

費

そ
の

他
の

特
別

利
益

4
7



58
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「別表４」

（単位：円）

国 庫 受贈財産 資本剰余 減 債 建 設 改 良 未処分利益 利 益 剰 余
補 助 金 評 価 額 金 合 計 積 立 金 積 立 金 剰　余　金 金 合 計

前年度末残高

前年度処分額 △ 897,751,478 △ 307,449,744

議会の議決による処分額 △ 307,449,744 △ 307,449,744

資本金への組入 △ 307,449,744 △ 307,449,744

条例第７条による処分額 △ 590,301,734

利益剰余金の受入 △ 590,301,734

（繰越利益剰余金）

当年度変動額 △ 230,238,672 △ 128,871,328

減債積立金の振替 △ 230,238,672

建設改良積立金の振替 △ 128,871,328

当年度純利益

（当年度未処分利益剰余金）

令和５年度福岡県工業用水道事業剰余金計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで)

当年度末残高

剰 余 金

資　本　金 資 本 合 計
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

処分後残高

4
8



59
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表

５
」

令
和
５
年
度
福
岡

県
工
業
用
水
道
事
業
剰
余
金
処
分
計
算
書
　

（
単

位
：

円
）

当
年

度
末
残

高

議
会

の
議
決

に
よ

る
処

分
額

資
本

金
へ

の
組

入

条
例

第
７
条

に
よ

る
処

分
額

減
債

積
立

金
の

積
立

建
設

改
良

積
立

金
の

積
立

「
別
表

６
」

令
和
５
年
度
福
岡
県
工
業
用
水
道
事
業
貸
借
対
照
表
　

（
単

位
：

円
）

１

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト チ リ イ ロ ハ ニ イ
そ

の
他

の
投

資

２

無
形

固
定

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

処
分

後
残

高 地
上

権

有
形

固
定

資
産

合
計

施
設

利
用

権

電
話

加
入

権

流
動

資
産

現
金

預
金

営
業

未
収

入
金

営
業

外
未

収
入

金

ダ
ム

使
用

権

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額

無
形

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

固
定

資
産

建
設

仮
勘

定

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額

共
有

設
備

共
有

設
備

減
価

償
却

累
計

額

　
　

資
　
　

　
　

産
　

　
　

　
の

　
　

　
　

部

土
地

車
両

運
搬

具
減

価
償

却
累

計
額

建
物

建
物

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具

（
令

和
６

年
３

月
3
1
日

）

資
　

　
　

　
　

本
剰

　
　

余
　

　
金

資
　

本
　

金

△
 
3
0
5
,
1
9
3
,
0
8
1

未
 
処

 
分

 
利

 
益

剰
　

　
余

　
　

金

△
 
3
5
9
,
1
1
0
,
0
0
0

△
 
3
5
9
,
1
1
0
,
0
0
0

△
 
4
7
2
,
2
6
8
,
2
0
7

△
 
1
6
7
,
0
7
5
,
1
2
6

（
繰

越
利

益
剰

余
金

）

投
資

そ
の

他
の

資
産

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

4
9



60
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

３

イ

４

イ ロ ハ

５ ６ ７

イ ロ イ ロ ハ

 
(
4
)
　

予
算
の
概
要

前
受

金

引
当

金

賞
与

引
当

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

繰
延

収
益

合
計

修
繕

引
当

金

前
払

金

前
払

費
用

資
産

合
計

貯
蔵

品

流
動

資
産

合
計

企
業

債

企
業

債

そ
の

他
預

り
金

固
定

負
債

合
計

流
動

負
債

法
定

福
利

費
引

当
金

負
債

資
本

合
計

利
益

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

剰
余

金
合

計

建
設

改
良

積
立

金

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

資
本

合
計

減
債

積
立

金

資
本

剰
余

金

剰
余

金

受
贈

財
産

評
価

額

流
動

負
債

合
計

負
債

合
計

繰
延

収
益

長
期

前
受

金

資
本

剰
余

金
合

計

国
庫

補
助

金

　
　

資
　
　

　
　

本
　

　
　

　
の

　
　

　
　

部

資
本

金

　
　
　
 
令
和
６
年
度
福
岡
県
工
業
用
水
道
事
業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
1
5
0
回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

未
払

金

未
払

費
用

　
　

負
　
　

　
　

債
　

　
　

　
の

　
　

　
　

部

固
定

負
債

5
0



61
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

ⅢⅢ
工工
業業

用用
地地
造造

成成
事事

業業
会会
計計

事事
業業
のの

概概
況況

本
県

の
工

業
用

地
造

成
事

業
は

、
従

来
臨

海
部
の

み
で
あ

っ
た
も

の
を
、
平
成
４

年
度

か
ら

内
陸

部
に
お

い
て
も

実
施
し

て
い

ま
す

。

現
在

ま
で

に
、
臨

海
部

に
つ

い
て

は
、
小
波
瀬

地
区
臨

海
工
業
用

地
造
成

事
業

、
白
石

地
区
臨
海

工
業
用

地
造
成

事
業
及

び
２

号
地

地
区

臨
海

工
業

用
地

造
成
事
業
（

い
ず
れ

も
京

都
郡
苅

田
町
）
の

３
事
業

を
、
内

陸
部
に

つ
い
て

は
、
豊

前
東

部
工

業
用

地
造

成
事

業
（

豊
前

市
）
、
前
原

Ｉ
Ｃ
南

地
区
工

業
用
地

造
成
事

業
（

糸
島
市

）、
磯
光
地

区

工
業
用

地
造

成
事

業
（

宮
若

市
）
及

び
久

留
米
・
う

き
は
工

業
用

地
造
成

事
業
（
久
留

米
市
及
び

う
き
は

市
）
の
４

事
業

を
実

施
し

て
き

ま
し

た
。

現
在

、
宮

若
北

部
工

業
用

地
造
成

事
業
（

宮
若

市
）
、

直
方

・
鞍

手
工
業

用
地

造
成

事
業
（

直
方

市
及

び
鞍

手
郡

鞍
手

町
）
及

び
う

き
は
西

部
工
業
用

地
造
成

事
業
（
う
き

は
市
）
を

実
施
し

て
い
ま

す
。

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
す
。

①
小
波

瀬
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業

昭
和

年
度

に
完

成
し

た
埋

立
面

積
約

の
う

ち
、
道
路
・
そ
の

他
の
公

共
用
地

を
除
く

約
を
、
日

産
自
動

車
㈱

外
社

に
全

て
売

却
し

て
い

ま
す
。

②
白
石

地
区

臨
海

工
業

用
地

造
成

事
業

小
波
瀬

地
区

臨
海

工
業

用
地

の
背

後
地

約
を
、
小
波
瀬
地

区
と
一

体
と
し

て
開
発

整
備

し
た

も
の

で
、
道
路

・
そ
の

他
の

公
共

用
地

を
除

く
約

を
、
日

産
自
動

車
㈱
外

４
社
等

に
全
て

売
却
し

て
い
ま

す
。

③
２
号

地
地

区
臨

海
工

業
用

地
造

成
事

業

昭
和

年
度

に
完

成
し

た
埋

立
面

積
約

の
う
ち
、

道
路

・
そ

の
他
の

公
共

用
地
を

除
く

工
業

用
地
、

公
共

埠
頭
用

地
等

約
及

び
岸

壁
ｍ

を
、
日
産
自

動
車

㈱
外

社
及

び
福
岡

県
港
湾

管
理
者

に
全
て

売
却
し

て
い

ま
す
。

④
豊
前

東
部

工
業

用
地

造
成

事
業

平
成

７
年

度
に

完
成

し
た

造
成

面
積

約
の

う
ち
、
道
路
・
そ

の
他

の
公
共

用
地
を

除
く
約

を
、
フ

レ

ゼ
ニ
ウ

ス
メ

デ
ィ

カ
ル

ケ
ア

ジ
ャ

パ
ン

㈱
外
６
社

に
全
て

売
却
し

て
い
ま

す
。

⑤
前
原

Ｉ
Ｃ

南
地

区
工

業
用

地
造

成
事

業

前
原
Ｉ

Ｃ
の

南
側

に
お

い
て

、
約

を
九
州

大
学
の

研
究
成

果
を
利

用
し
た

研
究
・
開
発
を

行
う
研

究
機
関

等

の
受
け

皿
と

な
る

用
地

と
し

て
開

発
整

備
し

た
も

の
で

、
平
成

年
９
月

に
完
成

し
た

工
業
用
地

約
の

う
ち
約

を
公

財
水

素
エ

ネ
ル

ギ
ー

製
品

研
究

試
験
セ
ン

タ
ー
外

３
社
に

売
却
し

、
約

を
（
公

財
）
福
岡
県

産
業

・
科
学

技
術

振
興

財
団

に
貸

付
し

、
約

の
分
譲

を
行
っ
て

い
ま
す

。

⑥
磯
光

地
区

工
業

用
地

造
成

事
業

平
成

年
度

に
完

成
し

た
造

成
面

積
約

の
う
ち

、
道
路
・
そ
の

他
の
公

共
用
地

を
除
く

約
を
エ
イ

リ

ン
開
発

㈱
外

５
社

に
全

て
売

却
し

て
い

ま
す
。

⑦
久
留

米
・

う
き

は
工

業
用

地
造

成
事

業

久
留
米

市
と

う
き

は
市

に
ま

た
が

る
地

域
に
お
い

て
、
約

を
内

陸
型
工

業
用
地

と
し
て
開

発
整
備

し
た
も

の

で
、

令
和

６
年

３
月

に
完

成
し

た
工

業
用

地
約

の
う

ち
、

約
を

㈱
資

生
堂

外
６

社
に

売
却

し
、

残
り

も
予

約
契

約
済

み
と

な
っ

て
い

ま
す

。

⑧
宮
若

北
部

工
業

用
地

造
成

事
業

宮
若

市
に

お
い

て
、
約

を
内

陸
型

工
業
用
地

と
し
て

開
発
整

備
す
る

も
の
で

、
令
和

２
年
度

か
ら
事

業
を

開

始
し
て

い
ま

す
。

⑨
直
方

・
鞍

手
工

業
用

地
造

成
事

業

直
方

市
と

鞍
手

町
に

ま
た

が
る

地
域

に
お

い
て
、

約
を
内
陸

型
工
業

用
地
と

し
て
開

発
整
備

す
る
も

の
で
、

令
和

３
年

度
か

ら
事

業
を

開
始

し
て

い
ま

す
。

5
1



62
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

⑩
う
き

は
西

部
工

業
用

地
造

成
事

業

う
き

は
市

に
お

い
て

、
約

を
内

陸
型

工
業
用

地
と
し

て
開
発

整
備
す

る
も
の

で
、
令

和
６
年

度
か
ら

事
業
を

開
始
し

て
い

ま
す

。

経経
理理

のの
状状
況況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算
表

は
「
別

表
１
」
、
資

金
収
支

表
は
「

別
表
２

」
の

と
お
り

で
す
。

ﾛ
企

業
債

企
業

債
の

現
在

高
は

、
円
で

す
。

ﾊ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま

せ
ん
。

5
2



63
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
１

」

（
単

位
：

円
）

「
別

表
２

」

（
単

位
：

円
）

雑
収

益

無
形

固
定

資
産

受
取

利
息

他
会

計
借

入
金

（
固

定
負

債
）

仮
払

消
費

税

土
地

売
却

収
益

未
払

金

未
成

土
地

他
会

計
借

入
金

未
成

土
地

収
入

収
　
　
　
支

前
年

度
よ

り
の

繰
越

し

法
定

福
利

費
引

当
金

賞
与

引
当

金

預
り

金

営
業

外
未

収
入

金

他
会

計
借

入
金

翌
月

へ
の

繰
越

し

収
支

差
引

未
払

費
用

前
払

金

雑
収

益

預
り

金
前

受
金

企
業

債

前
受

金

営
業

雑
収

益
一

般
管

理
費

受
取

利
息

支
払

利
息

受
入

資
金

支
払

資
金

土
地

売
却

収
益

維
持

管
理

費

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

区
　
　
　
　
　
分

執
　
行
　
済
　

額
区
　
　
　
　
　
分

執
　
行
　
済
　
額

計

維
持

管
理

費

一
般

管
理

費

雑
支

出

支
払

利
息

土
地

売
却

原
価

そ
の

他
の

特
別

利
益

営
業

雑
収

益

土
地

造
成

積
立

金

未
処

理
欠

損
金

資
本

金

預
り

金

仮
受

消
費

税

未
払

費
用

前
受

金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

未
払

金

営
業

外
未

収
入

金

前
払

金

現
金

預
金

営
業

未
収

入
金

未
成

土
地

未
成

土
地

収
入

そ
の

他
の

固
定

負
債

退
職

給
付

引
当

金

合
　

計
　

残
　

高
　

試
　

算
　

表

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

借
　
　
　
　
　
　
　
方

科
　
　
　
　
　
　
目

貸
　
　
　
　
　
　
　
方

残
　
　
　
　
高

合
　
　
　
　
計

合
　
　
　
　
計

残
　
　
　
　
高

投
資

そ
の

他
の

資
産

完
成

土
地

そ
の

他
の

流
動

資
産

長
期

前
受

金

企
業

債

退
職

給
付

引
当

金

5
3



64
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
(
3
)
　

決
算

の
概

要

第
１

款
　

造
成

事
業

収
益

円
第

１
款

　
造

成
事

業
費

円

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第

１
項

　
営

業
費

用
円

　
第

２
項

　
営

業
外

収
益

円
　

第
２

項
　

営
業

外
費

用
円

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１

款
　

資
本

的
支

出
円

　
第

１
項

円
円

　
第

２
項

円
円 円 円

「
別

表
３

」

 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
　

（
平

成
1
4
年

4
月

1
日

か
ら

平
成

1
5
年

3
月

3
1
日

ま
で

）

（
単

位
：

円
）

１ ２ ３ ４

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金

支
払

利
息

雑
収

益

営
業

外
費

用

経
常

利
益

雑
支

出

一
般

管
理

費

営
業

外
収

益

維
持

管
理

費

営
業

損
失

令
和

５
年

度
福

岡
県

工
業

用
地

造
成

事
業

会
計

の
決

算
の

概
要

は
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

　
　

 
表

３
」

、
剰

余
金

計
算

書
は

「
別

表
４

」
、

欠
損

金
処

理
計

算
書

は
「

別
表

５
」

、
貸

借
対

照
表

は
「

別
表

６

　
　

 
」

の
と

お
り

で
す

。

支
　

　
　

　
出

収
　

　
　

　
入

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

　
第

４
項

工
業

用
地

造
成

事
業

収
入

支
　

　
　

　
出

企
業

債
償

還
金

　
企

業
債

　
第

３
項

他
会

計
借

入
金

償
還

金
工

業
用

地
造

成
事

業
収

入
返

還
金

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　

　
　

　
入

造
成

事
業

費
　

　
第

２
項

　

　
第

１
項

　

営
業

収
益

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

（
翌

年
度

へ
繰

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
に

充
当

す
る

額
3
0
9
,
3
6
1
,
4
6
6
円

を
除

く
）

が
資

　
　

　
本

的
支

出
額

に
不

足
す

る
額

1
,
2
6
3
,
8
9
3
,
9
7
1
円

は
、

繰
越

工
事

資
金

5
5
0
,
7
9
0
,
8
5
1
円

、
過

年
度

分
損

益
勘

　
　

　
定

留
保

資
金

7
1
3
,
1
0
3
,
1
2
0
円

で
補

塡
し

た
。

営
業

雑
収

益

営
業

費
用

土
地

売
却

原
価

土
地

売
却

収
益

令
和

５
年

度
福

岡
県

工
業

用
地

造
成

事
業

損
益

計
算

書

（
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

5
4



65
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「別表４」

（単位：円）

受 贈 財 産 資 本 剰 余 金 土 地 造 成 未 処 理 利 益 剰 余 金
評 価 額 合 計 積 立 金 欠 損 金 合 計

前年度末残高 △ 1,713,872,637 △ 977,642,916

（繰越欠損金）

△ 1,713,872,637 △ 977,642,916

当年度変動額

当年度純利益

（当年度未処理欠損金）

△ 1,685,511,178 △ 949,281,457

処分後残高

　　　 令和５年度福岡県工業用地造成事業剰余金計算書　　

当年度末残高

資 本 合 計資 本 金

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

剰 余 金

利 益 剰 余 金資 本 剰 余 金

5
5



66
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
５
」

（
単

位
：

円
）

当
年

度
末

残
高

「
別
表
６
」

（
単

位
：

円
）

１

イ

２ ３ ４

イ イ

５

イ ロ

無
形

固
定

資
産

電
話

加
入

権

△
 
1
,
6
8
5
,
5
1
1
,
1
7
8

処
分

後
残

高

無
形

固
定

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計

未
処

理
欠

損
金

（
令

和
６

年
３

月
3
1
日

）

資
産

の
部

固
定

資
産

剰
余

金

令
和

５
年

度
福

岡
県

工
業

用
地

造
成

事
業

貸
借

対
照

表

造
成

土
地

完
成

土
地

造
成

土
地

合
計

未
成

土
地

流
動

資
産

現
金

預
金

長
期

預
り

金

未
払

金

固
定

負
債

合
計

長
期

前
受

金

他
会

計
借

入
金

引
当

金

流
動

資
産

合
計

営
業

外
未

収
入

金

負
債

合
計

賞
与

引
当

金

預
り

金

前
受

金

流
動

負
債

合
計

令
和

５
年

度
福

岡
県
工

業
用

地
造

成
事

業
欠

損
金

処
理

計
算

書

△
 
1
,
6
8
5
,
5
1
1
,
1
7
8

資
本

金
資

本

（
繰

越
欠

損
金

）

法
定

福
利

費
引

当
金

未
払

費
用

そ
の

他
の

固
定

負
債

前
払

金

流
動

負
債

引
当

金

資
産

合
計

負
債

の
部

固
定

負
債

退
職

給
付

引
当

金

企
業

債

5
6



67
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

６ ７

イ ロ

 
(
4
)
　
予
算

の
概

要

　
　

　
 
令

和
６

年
度

福
岡

県
工

業
用

地
造

成
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
1
5
0
回

）
説

明
し

た
と

お
り

　
　

 
で

す
。

△
 
9
4
9
,
2
8
1
,
4
5
7

資
本

金

剰
余

金

資
本

の
部

負
債

資
本

合
計

利
益

剰
余

金

土
地

造
成

積
立

金

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

資
本

合
計

△
 
9
4
9
,
2
8
1
,
4
5
7

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金
合

計

5
7



68
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

　　
　　

ⅣⅣ
　　

病病
院院

事事
業業

会会
計計

 
(
1
)
　
事
業

の
概

要

　
　

　
 
地

方
公

営
企

業
法

の
財

務
に

関
す

る
規

定
の

適
用

を
受

け
、

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

太
宰

府
病

院
を

運
営

し
て

　
　

 
い

ま
す

。

　
　

 
　

な
お

、
精

神
医

療
セ

ン
タ

ー
太

宰
府

病
院

は
平

成
1
7
年

４
月

よ
り

公
設

民
営

化
し

て
い

ま
す

。

　
　

(
ｲ
)
　

施
設

の
状

況
等

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

現
在

）
 

　
　

(
ﾛ
)
　

患
者

の
利

用
状

況

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
９

月
3
0
日

ま
で

）
 

（
平

成
2
6
年

度
）

 

（
床

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

 
(
2
)
 
経

理
の

状
況

　
　

(
ｲ
)
 
経

理
の

概
要

　
　

　
　

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高

試
算

表
は

「
別

表
１

」
、

資
金

収
支

表
は

「
別

表
２

」
の

と
お

　
　

　
り

で
す

。

　
　

(
ﾛ
)
 
企

業
債

　
　

　
　

企
業

債
の

現
在

高
は

、
2
,
2
5
9
,
9
4
4
,
6
3
9
円

で
す

。

　
　

(
ﾊ
)
 
一

時
借

入
金

　
　

　
　

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

一
時

借
入

金
は

あ
り

ま
せ

ん
。

昭
和

６
.
 
1
1
.
 
2
5

職
員

数
一

般
結

核
精

神
計

病
　

　
床

　
　

数

区
　

　
　

　
分

利
用

状
況

病
床

数

病
　

院
　

名
所

　
在

　
地

開
設

年
月

日

太
宰

府
病

院
精

神
医

療
セ

ン
タ

ー
太

宰
府

市
五

条
３

丁
目

病
床

利
用

率

入
院

延
患

者
数

外
来

延
患

者
数

延
患

者
数

計

5
8



69
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
１
」

(
令

和
６

年
９

月
3
0
日

)

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

高
合

　
　

　
計

合
　

　
　

計
残

　
　

　
高

土
地

建
物

構
築

物

器
械

備
品

車
両

減
価

償
却

累
計

額

電
話

加
入

権

預
金

医
業

未
収

金

医
業

外
未

収
金

貸
倒

引
当

金

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

そ
の

他
流

動
資

産

企
業

債
（

固
定

負
債

）

退
職

給
付

引
当

金

企
業

債
（

流
動

負
債

）

医
業

未
払

金

医
業

外
未

払
金

職
員

預
り

金

そ
の

他
預

り
金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

仮
受

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

そ
の

他
流

動
負

債

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金

資
本

剰
余

金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

繰
越

欠
損

金

医
業

収
益

医
業

外
収

益

医
業

費
用

医
業

外
費

用

特
別

損
失

計

合
　

計
　

残
　

高
　

試
　

算
　

表

借
　

　
　

　
　

方
科

　
　

　
　

　
目

貸
　

　
　

　
　

方

5
9



70
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
２
」

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

（
単

位
：

円
）

 
(
3
)
　
決
算

の
概

要

　
　

　
 
令

和
５

年
度

福
岡

県
病

院
事

業
会

計
の

決
算

の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
、

損
益

計
算

書
は

「
別

表
３

」
、

　
　

 
剰

余
金

計
算

書
は

「
別

表
４

」
、

欠
損

金
処

理
計

算
書

は
「

別
表

５
」

、
貸

借
対

照
表

は
「

別
表

６
」

の
と

お

　
　

 
り

で
す

。

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　

　
　

　
入

支
　

　
　

　
出

第
１

款
　

病
院

事
業

収
益

第
１

款
　

病
院

事
業

費

第
１

項
　

医
業

収
益

第
１

項
　

医
業

費
用

第
２

項
　

医
業

外
収

益
第

２
項

　
医

業
外

費
用

第
３

項
　

特
別

利
益

第
３

項
　

特
別

損
失

第
４

項
　

予
備

費

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

収
　

　
　

　
入

支
　

　
　

　
出

第
１

款
　

資
本

的
収

入
第

１
款

　
資

本
的

支
出

第
１

項
　

企
業

債
第

１
項

　
建

設
改

良
費

第
２

項
　

負
担

金
第

２
項

　
企

業
債

償
還

金

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
2
4
7
,
0
8
7
,
6
2
2
円

は
、

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

　
　

　
2
4
7
,
0
8
7
,
6
2
2
円

で
補

塡
し

た
。

0
円

1
2
,
8
8
7
,
8
7
8
円

6
0
,
3
2
9
,
3
5
8
円

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

執
　

行
　

済
　

額

収
　

　
　

支

収
支

差
引

前
年

度
よ

り
の

繰
越

し

翌
月

へ
の

繰
越

し

病
院

事
業

収
益

区
　

　
　

　
　

分

病
院

事
業

費

前
年

度
未

払
金

企
業

債
償

還
金

預
り

金

一
般

会
計

負
担

金

前
年

度
未

収
金

預
り

金

5
,
9
0
4
,
9
9
9
円

2
,
5
2
9
,
7
3
0
,
7
8
7
円

2
,
5
3
2
,
6
0
3
,
6
1
7
円

2
,
1
1
4
,
3
2
7
,
3
9
7
円

2
,
4
5
9
,
3
8
6
,
3
8
1
円

4
0
9
,
4
9
8
,
3
9
1
円

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

受
入

資
金

支
払

資
金

1
0
4
,
9
8
5
,
9
5
8
円

2
6
7
,
0
3
3
,
0
0
0
円

0
円

2
6
7
,
0
3
3
,
0
0
0
円

4
0
9
,
1
3
4
,
6
6
4
円

5
1
4
,
1
2
0
,
6
2
2
円

6
0



71
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
３

」

（
単
位
：
円
）

１ ２ ３ ４ ５ ６

△
 
6
,
9
8
3
,
0
1
3

令
和

５
年

度
福

岡
県

病
院

事
業

損
益

計
算

書

給
与

費

経
費

減
価

償
却

費

医
業

費
用

医
業

収
益

入
院

収
益

外
来

収
益

医
業

損
失

そ
の

他
医

業
収

益

資
産

減
耗

費

医
業

外
収

益

（
令

和
５

年
４

月
１
日
か
ら
令
和
６
年
３
月
3
1
日
ま
で
）

特
別

損
失

過
年

度
損

益
修

正
益

長
期

前
受

金
戻

入

特
別

利
益

経
常

利
益

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸
費

医
業

外
費

用

過
年

度
損

益
修

正
損

補
助

金
等

収
益

そ
の

他
医

業
外

収
益

当
年

度
純

損
失

前
年

度
繰

越
欠

損
金

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

雑
損

失

6
1



72
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「別表４」

（単位：円）

受贈財産 一般会計 そ　の　他 資本剰余金 未 処 理 利益剰余金
評 価 額 負 担 金 資本剰余金 合 計 欠 損 金 合 計

前年度末残高 △ 1,047,880,791 △ 1,047,880,791

（繰越欠損金）

△ 1,047,880,791 △ 1,047,880,791

当年度変動額 △ 5,220,588 △ 5,220,588 △ 5,220,588

除却損への補塡

他会計繰入金の受入

当年度純利益 △ 5,220,588 △ 5,220,588 △ 5,220,588

（当年度未処理欠損金）

△ 1,053,101,379 △ 1,053,101,379

令和５年度福岡県病院事業剰余金計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

処分後残高

当年度末残高

補 助 金

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
資 本 金

6
2



73
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
５
」

令
和

５
年

度
福

岡
県

病
院

事
業

欠
損

金
処

理
計

算
書

当
年

度
末

残
高

処
分

後
残

高

「
別
表
６
」

令
和

５
年

度
福

岡
県

病
院

事
業

貸
借

対
照

表

（
令

和
６

年
３

月
3
1
日

）

１

イ ロ ハ ニ ホ イ

２ ３ ４

固
定

資
産

土
地

建
物

減
価

償
却

累
計

額

器
械

備
品

減
価

償
却

累
計

額

器
械

備
品

そ
の

他
流

動
資

産

固
定

資
産

合
計

△
 
4
2
,
3
0
2
,
4
5
9

現
金

預
金

構
築

物

無
形

固
定

資
産

合
計

車
両

固
定

負
債

流
動

資
産

合
計

資
産

合
計

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

流
動

負
債

合
計

流
動

負
債

有
形

固
定

資
産

無
形

固
定

資
産

建
物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

電
話

加
入

権

未
処

理
欠

損
金

△
 
1
,
0
5
3
,
1
0
1
,
3
7
9

△
 
1
,
0
5
3
,
1
0
1
,
3
7
9

（
繰

越
欠

損
金

）

資
本

剰
余

金

流
動

資
産

車
両

減
価

償
却

累
計

額

有
形

固
定

資
産

合
計

未
収

金

資
本

金

資
産

の
部

貸
倒

引
当

金

企
業

債

退
職

給
付

引
当

金

固
定

負
債

合
計

負
債

の
部

企
業

債

未
払

金

預
り

金

(
単

位
：

円
)

(
単

位
：

円
)

6
3



74
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

５ ６ ７

イ ロ ハ ニ イ

　
(
4
)
 
予
算

の
概

要

　
　

　
 
令

和
６

年
度

福
岡

県
病

院
事

業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
1
5
0
回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。

繰
延

収
益

剰
余

金

受
贈

財
産

評
価

額

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

資
本

金

繰
延

収
益

合
計

負
債

合
計

資
本

の
部

補
助

金

資
本

剰
余

金

一
般

会
計

負
担

金

そ
の

他
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
合

計

△
 
1
3
6
,
3
1
0
,
7
0
2

資
本

合
計

利
益

剰
余

金

利
益

剰
余

金
合

計

負
債

資
本

合
計

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

△
 
1
,
0
5
3
,
1
0
1
,
3
7
9

剰
余

金
合

計

6
4



75
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

ⅤⅤ
流流

域域
下下

水水
道道
事事

業業
会会

計計

事
業

の
概

況

本
県

の
流

域
下

水
道
事

業
は

、
御

笠
川

那
珂

川
、
多
々

良
川

、
宝

満
川

、
宝
満

川
上
流

、
筑
後
川

中
流

右
岸

、
遠

賀
川
下

流
、
矢

部
川

、
遠

賀
川

中
流

及
び

明
星
寺

川
流

域
（

明
星

寺
川

流
域

に
つ

い
て

は
、
県
債

の
償

還
の

み
）
の

９
事

業
で

、
令

和
６

年
度

上
半

期
に

お
け
る

事
業

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

す
。

ｲ
施

設
の

概
要

御
笠

川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
多

々
良

川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
宝

満
川
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
福

童
浄

化
セ
ン

タ
ー

、
遠
賀

川

下
流
浄

化
セ

ン
タ

ー
、
矢

部
川

浄
化

セ
ン

タ
ー
及

び
遠

賀
川

中
流

浄
化

セ
ン

タ
ー

の
７

箇
所

の
浄

化
セ

ン
タ

ー
に

お

い
て
、

汚
水

を
処

理
し

て
い

ま
す

。

ﾛ
流

入
水

量
の

概
要

令
和

６
年

度
上
半
期
に

お
け

る
流

入
水

量
の

実
績

は
次

の
と

お
り

で
す

。

令
和

６
年
度

上
半
期

流
入

水
量

実
績

表

単
位

ｍ

月
別

流
入

水
量

４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

経
理

の
状
況

ｲ
経

理
の

概
要

令
和

６
年

度
上

半
期

に
お

け
る

合
計

残
高
試

算
表

は
「

別
表

１
」
、
資

金
収

支
表

は
「

別
表

２
」
の
と

お
り

で

す
。

ﾛ
企

業
債

企
業

債
の

現
在

高
は

、
円

で
す

。

ﾊ
一

時
借

入
金

上
半

期
に

お
け

る
一

時
借

入
金

は
あ

り
ま
せ

ん
。

6
5



76
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
１
」

(
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

（
単

位
：

円
）

残
　

　
　

　
高

合
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
計

残
　

　
　

　
高

土
地

建
物

　

建
物

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

機
械

装
置

減
価

償
却

累
計

額

車
両

運
搬

具

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具
器
具
備
品
減
価
償
却
累
計
額

建
設

仮
勘

定

地
上

権

現
金

預
金

営
業

未
収

金

営
業

外
未

収
金

そ
の

他
未

収
金

前
払

金

仮
払

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

企
業

債
（

固
定

負
債

）

退
職

給
付

引
当

金
（

固
定

負
債

）

特
別

修
繕

引
当

金

長
期

預
り

金

企
業

債
（

流
動

負
債

）

営
業

未
払

金

営
業

外
未

払
金

そ
の

他
未

払
金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

預
り

金

仮
受

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

　
資

本
剰

余
金

未
処

理
欠

損
金

営
業

収
益

営
業

外
収

益

営
業

費
用

営
業

外
費

用

計

合
　

計
　

残
　

高
　

試
　

算
　

表

借
　

　
　

　
　

　
　

方
貸

　
　

　
　

　
　

　
方

科
　

　
　

　
　

　
目

6
6



77
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
２
」

（
単

位
：

円
）

 
(
3
)
　
決
算

の
概

要

 
 
 
 
　

令
和

５
年

度
福

岡
県

流
域

下
水

道
事

業
会

計
の

決
算

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

、
損

益
計

算
書

は
「

別
表

３
」

、

　
　

 
剰

余
金

計
算

書
は

「
別

表
４

」
、

欠
損

金
処

理
計

算
書

は
「

別
表

５
」

、
貸

借
対

照
表

は
「

別
表

６
」

の
と

お
り

 
 
 
　

で
す

。

第
１

款
　

流
域

下
水

道
事

業
収

益
円

第
１

款
　

流
域

下
水

道
事

業
費

　
第

１
項

　
営

業
収

益
円

　
第

１
項

　
営

業
費

用

　
第

２
項

　
営

業
外

収
益

円
　

第
２

項
　

営
業

外
費

用

第
１

款
　

資
本

的
収

入
円

第
１

款
　

資
本

的
支

出

　
第

１
項

　
企

業
債

円
　

第
１

項
　

建
設

改
良

費

　
第

２
項

　
他

会
計

補
助

金
円

　
第

２
項

　
企

業
債

償
還

金

　
第

３
項

　
国

庫
補

助
金

円

　
第

４
項

　
負

担
金

円

　
（

注
）

資
本

的
収

入
額

（
翌

年
度

へ
繰

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
に

充
当

す
る

額
9
3
0
,
9
1
6
,
2
6
0
円

を
除

く
）

が
資

本

　
　

　
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
2
,
4
9
4
,
4
9
5
,
9
0
4
円

は
、

繰
越

工
事

資
金

7
1
9
,
2
6
6
,
5
0
0
円

、
当

年
度

分
消

費
税

及
び

　
　

 
 
地

方
消

費
税

資
本

的
収

支
調

整
額

3
7
,
0
9
6
,
9
4
2
円

、
過

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
5
9
8
,
0
5
8
,
5
4
6
円

、
当

年

円 円 円 円

流
域

下
水

道
建

設
費

収
支

差
引

長
期

前
受

金

執
　

行
　

済
　

額
区

　
　

　
　

　
分

営
業

費
用

△
 
1
,
8
6
1
,
0
8
6
,
8
0
4

資
　

　
金

　
　

収
　

　
支

　
　

表

 
 
 
 
収

　
　

　
　

入

翌
月

へ
の

繰
越

し

（
令

和
６

年
９

月
3
0
日

）

 
 
 
支

　
　

　
　

出

そ
の

他
流

動
負

債

支
払

資
金

固
定

資
産

購
入

費

 
 
 
 
収

　
　

　
　

入

収
　

　
　

支

（
収

益
的

収
入

及
び

支
出

）

（
資

本
的

収
入

及
び

支
出

）

 
 
 
支

　
　

　
　

出

 
 
 
 
 
 
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
1
,
1
4
0
,
0
7
3
,
9
1
6
円

で
補

塡
し

た
。

前
年

度
よ

り
の

繰
越

し

円円

未
収

金

営
業

外
費

用

未
払

金

区
　

　
　

　
　

分
執

　
行

　
済

　
額

受
入

資
金

営
業

収
益

営
業

外
収

益

そ
の

他
流

動
負

債
企

業
債

前
払

金

6
7



78
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別
表
３
」

（
単

位
：

円
）

１ ２ ３ ４

令
和

５
年

度
福

岡
県

流
域

下
水

道
事

業
損

益
計

算
書

企
業

債
取

扱
諸

費

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

減
価

償
却

費

資
産

減
耗

費

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
欠

損
金

経
常

利
益

雑
支

出

営
業

外
費

用

支
払

利
息

及
び

営
業

外
収

益

他
会

計
補

助
金

営
業

費
用

管
渠

・
ポ

ン
プ

場
・

処
理

場
費

業
務

費

営
業

損
失

長
期

前
受

金
戻

入

雑
収

益

（
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

営
業

収
益

流
域

下
水

道
管

理
費

負
担

金

そ
の

他
営

業
収

益

6
8



79
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「別表４」

(単位：円)

国 庫 他 会 計 建 設 そ の 他 資 本 資 本 剰 余 金 未 処 理 利 益 剰 余 金
補 助 金 補 助 金 負 担 金 剰 余 金 合 計 欠 損 金 合 計

前年度末残高 △ 6,912,487,274 △ 6,912,487,274

（繰越欠損金）

△ 6,912,487,274 △ 6,912,487,274

当年度変動額

当年度純利益

（当年度未処理欠損金）

△ 6,708,496,261 △ 6,708,496,261

資 本 合 計
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

処分後残高

当年度末残高

令和５年度福岡県流域下水道事業剰余金計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

資 本 金

剰 余 金

6
9



80
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

「
別

表
５

」

（
単

位
：

円
）

当
年
度
末
残
高

「
別

表
６

」

（
単

位
：

円
）

１

イ ロ ハ ニ ホ ヘ ト イ

２ ３

イ イ イ

４

イ

減
価

償
却

累
計

額

充
て

る
た

め
の

企
業

債

充
て

る
た

め
の

企
業

債

工
具

器
具

及
び

備
品

工
具

器
具

及
び

備
品

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

企
業

債

流
動

資
産

合
計

地
上

権

企
業

債

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

企
業

債
合

計

そ
の

他
固

定
負

債

長
期

預
り

金
そ

の
他

固
定

負
債

合
計

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金

資
産

合
計

負
債

の
部

固
定

負
債

無
形

固
定

資
産

合
計

現
金

預
金

未
収

金

固
定

負
債

合
計

流
動

資
産

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

固
定

資
産

合
計

建
物

減
価

償
却

累
計

額

企
業

債
合

計

車
両

運
搬

具
車

両
運

搬
具

減
価

償
却

累
計

額

令
和

５
年

度
福

岡
県

流
域

下
水

道
事

業
貸

借
対

照
表

（
令

和
６

年
３

月
3
1
日

）

建
設

仮
勘

定

有
形

固
定

資
産

土
地

建
物

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

累
計

額

構
築

物

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

機
械

及
び

装
置

処
分
後
残
高

資
産

の
部

固
定

資
産

△
 
6
,
7
0
8
,
4
9
6
,
2
6
1

（
繰
越
欠
損
金
）

△
 
6
,
7
0
8
,
4
9
6
,
2
6
1

令
和

５
年

度
福

岡
県

流
域

下
水

道
事

業
欠

損
金

処
理

計
算

書

資
本

金
資

本
未

処
理

剰
余

金
欠

損
金

ロ
特

別
修

繕
引

当
金

流
動

負
債

引
当

金
合

計

7
0



81
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

イ ロ

５ ６ ７

イ ロ ハ ニ イ

 
(
4
)
　

予
算

の
概

要

　
　
　
 
令

和
６
年
度
福
岡
県
流
域
下
水
道
事
業
会

計
の

予
算

の
概

要
は

、
前

回
（

第
1
5
0
回

）
説

明
し

た
と

お
り

で
す

。

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

当
年

度
未

処
理

欠
損

金

利
益

剰
余

金
合

計
△

 
6
,
7
0
8
,
4
9
6
,
2
6
1

剰
余

金
合

計

資
本

剰
余

金
合

計

利
益

剰
余

金

そ
の

他
資

本
剰

余
金

建
設

負
担

金

他
会

計
補

助
金

剰
余

金

資
本

剰
余

金

国
庫

補
助

金

繰
延

収
益

合
計

負
債

合
計

資
本

の
部

資
本

金

流
動

負
債

合
計

そ
の

他
流

動
負

債

繰
延

収
益

長
期

前
受

金

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額

引
当

金

賞
与

引
当

金

法
定

福
利

費
引

当
金

未
払

金

引
当

金
合

計

7
1



82
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
 

福
岡

県
の
財
務
書
類
に
つ
い
て

Ⅰ
概

要

１
．
趣

旨

本
県

の
財

務
状

況
に

つ
い

て
は
、

県
民

に
対

し
て

企
業

会
計

に
準

じ
た

財
務

情
報

を
提

供
し

て
い

く
た

め
、

総
務

省
が
示
し

た
全

国
統

一
的

な
基

準
に

よ
り

、
貸

借
対
照

表
、
行
政

コ
ス
ト

計
算
書

、
純

資
産
変
動

計
算
書

、
資

金
収
支

計
算
書
の

４
表

の
財

務
書

類
を

作
成

し
て

い
ま
す

。

な
お
、

詳
細

な
財

務
書

類
４

表
は

「
Ⅱ

財
務
書

類
４
表

」
に
掲

載
し
て

い
ま
す

。

２
．
対

象

財
務

書
類

は
「

一
般

会
計

等
」
（

普
通

会
計

と
同
じ

会
計
が

対
象
）
、
「
県

全
体
」
及
び
「

連
結
」
の
３
区

分
に
よ

り
作
成

し
て

い
ま

す
。

一
般

会
計

等
一

般
会

計
及

び
特

別
会

計

県
全

体
一

般
会

計
等

、
公

営
事

業
２
会
計
（

国
民
健

康
保

険
、
県
営

埠
頭
施

設
整
備

運
営

事
業
）
及

び
公

営
企

業
５

会
計
（

病
院

事
業

、
流

域
下
水

道
事
業

、
電

気
事
業
、
工
業

用
水
道

事
業

、
工
業

用
地

造
成

事
業

）

連
結

県
全

体
、

公
立

大
学

法
人
、

公
社
及
び

県
の
財

政
的
関

与
度
が

高
い
外

郭
団
体

（
連
結

対
象

の
団

体
）

区
分

法
人

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学
、

福
岡
女

子
大
学

、
福
岡

県
立
大

学

公
社

福
岡

北
九

州
高
速

道
路
公

社
、

福
岡
県
道

路
公
社

、
福
岡

県
住
宅

供
給
公

社

外
郭

団
体

公
財

福
岡

県
中

小
企

業
振

興
セ

ン
タ

ー
、

公
財

福
岡

県
教

育
文

化
奨

学
財

団
、
平
成

筑
豊
鉄

道
株

、
（
公

財
）
水

素
エ
ネ

ル
ギ
ー

製
品
研

究
試
験

セ
ン
タ

ー
、

公
財

福
岡

県
ス
ポ

ー
ツ
推

進
基
金

外

7
2



83
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
 ３
．
一
般
会

計
等
の

財
務
書
類

の
概

要

貸
借
対

照
表

県
が

住
民

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
に

所
有

し
て
い
る

財
産
（

資
産
）
と

、
そ
の

財
産
（
資
産

）
を
ど
の

よ
う

な
財
源

（
負

債
・

純
資

産
）

で
賄

っ
て

き
た
か
を

表
示
し

た
も
の

で
す
。

（
注

）
（

）
書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
管

理
者

県
と

所
有

者
国

が
異

な
る

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
に

つ
い

て
は

資
産

と
し

て
計

上
し

て
い

な
い

。
計

上
さ

れ
て

い
な

い
「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
の

令
和

５
年

度
末

資
産

残
高

は
１

兆
億

円
で

あ
る

。

資
産

は
４

兆
億

円
、

負
債

は
４

兆
億
円
で

、
資
産

が
負
債

を
上
回

り
、
純

資
産
は

億
円
と

な
っ
て

い
ま

す
。

固
定

資
産

の
う

ち
、

有
形

固
定

資
産

は
、

新
た

に
資

産
形

成
に
投

じ
た

額
を

従
来

資
産
の

減
価
償

却
費

が
上

回

っ
た

こ
と

に
よ

り
、

億
円

減
少

し
ま

し
た
。

ま
た

、
投

資
そ

の
他

の
資

産
は
、

地
方

債
の

満
期

一
括

償
還

に
備

え
て

積
み

立
て

て
い
る

減
債
基

金
が

増
加

し

た
こ
と

な
ど

に
よ

り
、

億
円

増
加

し
ま

し
た

。

流
動

資
産

は
、

翌
年

度
に

返
納

す
る

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
関

連
の
国

庫
支

出
金

が
減

少
し
た

こ
と
に

よ
り

現
金

預

金
が

減
少

し
た

こ
と

、
「

出
産
・
子

育
て

安
心

基
金

」
設
置

の
た

め
の
財

源
と
し

て
基
金

を
取
り

崩
し
た

こ
と
な

ど

に
よ

り
、

億
円

減
少
し

ま
し

た
。

こ
れ

ら
の

結
果

、
資

産
合

計
Ａ

は
、

億
円

増
加

し
ま
し

た
。

固
定

負
債

は
、

償
還

時
期

が
１

年
を

超
え

る
地

方
債

残
高

が
減
少

し
た

こ
と

に
よ

り
、

億
円

減
少

し
ま

し

た
。 流

動
負

債
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

関
連

の
国

庫
支

出
金
返

納
額
が

減
少

し
た

一
方

で
、

１
年

以
内

に
償

還
を

行

う
地
方

債
が

増
加

し
た

こ
と

に
よ

り
、

億
円
増

加
し
ま

し
た
。

こ
れ

ら
の

結
果

、
負

債
合

計
Ｂ

は
、

億
円
減
少

し
ま
し

た
。

資
産

か
ら

負
債

を
差

し
引

い
た

純
資

産
Ｃ

は
、

億
円

増
加

し
て
い
ま

す
。

 

△
 1

0
1

△
 2

9
7

△
 2

8
8

△
 3

2

△
 1

5
9

△
 1

3

△
 2

0
4

△
 4

6

△
 1

2
6

（（
））

（（
））

（（
））

△
 7

2

△
 6

（（
））

（（
））

（（
△

 1
9
5

））

（（
））

（（
））

（（
））

（
単

位
：
億

円
）

△
 1

5
6

金
　

　
額

増
減

令
和

5
年

度
令

和
4
年

度

退
職

手
当

引
当

金

賞
与

等
引

当
金

科
　

　
　

目
科

　
　

　
目

金
　

　
額

令
和

5
年

度
令

和
4
年

度
増

減

無無
形形

固固
定定

資資
産産

固固
定定

資資
産産

固固
定定

負負
債債

△
 9

そ
の

他
イ

ン
フ

ラ
資

産
（
道

路
、

砂
防

等
）

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）

有有
形形

固固
定定

資資
産産

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）

投投
資資

そそ
のの

他他
のの

資資
産産

投
資

及
び

出
資

金

負負
債債

合合
計計

　　
ＢＢ

長
期

貸
付

金

そ
の

他

流流
動動

負負
債債

基
金

（
流

動
性

が
低

い
も

の
）

そ
の

他

流流
動動

資資
産産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

資資
産産

合合
計計

　　
ＡＡ

現
金

預
金

負負
債債

・・
純純

資資
産産

合合
計計

　　
ＤＤ

　　
（（
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

純純
資資

産産
　　

ＣＣ
　　

（（
ＡＡ

－－
ＢＢ

））
基

金
（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

そ
の

他

7
3
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行
政
コ

ス
ト
計

算
書

資
産

形
成

に
結

び
つ

か
な

い
１
年

間
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
上

で
用

い
ら

れ
た

人
件

費
、

物
件

費
、

補

助
金

な
ど

の
経

費
が

使
用

料
と

い
っ

た
受

益
者
負

担
な
ど

の
収
益

で
賄
わ

れ
た
か

を
表

示
し
た
も

の
で
す

。

な
お

、
純

行
政

コ
ス

ト
は

、
税

収
、

地
方

交
付
税

、
国
等

補
助
金

な
ど
で

賄
う
額

を
表
し

て
い
ま

す
。

経
常

費
用

Ａ
は

、
億

円
減

少
し

て
い
ま
す

。

こ
れ

は
、

感
染

症
患

者
入

院
病

床
や

宿
泊

療
養

施
設

の
確

保
等
の

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
費
が

減
少
し

た
こ

と
な

ど

に
よ
る

も
の

で
す

。

臨
時

損
失

Ｄ
は

、
億

円
増

加
し

て
い

ま
す
。

こ
れ

は
、
令

和
５

年
梅

雨
前

線
豪

雨
災

害
に
係
る

災
害
復

旧
事
業

費
が

増
加

し
た

こ
と
な

ど
に
よ

る
も
の

で
す

。

こ
れ

に
よ

り
、

純
行

政
コ

ス
ト

Ｆ
は

、
億
円
減

少
し
て
い

ま
す
。

 
純

資
産

変
動
計

算
書

純
資

産
（
資

産
－

負
債

）
が

１
年

間
で

ど
う

変
動

し
た

か
を

表
示

し
た

も
の

で
す

。
行

政
コ

ス
ト
計

算
書

で
算

定
さ

れ
た

純

行
政

コ
ス

ト
を

税
収

、
地

方
交

付
税

、
国

等
補

助
金

な
ど

の
財

源
で

ど
う

賄
わ

れ
て

い
る

の
か

明
ら

か
に

し
て

い
ま

す
。

△
 1

,3
8
9

△
 5

4
8

△
 3

1

職
員

給
与

費

そ
の

他
（
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額
等

）
△

 6
2

△
 5

5
3

物
件

費
（
委

託
料

、
使

用
料

・
貸

借
料

等
）

△
 4

0
9

維
持

補
修

費
等

△
 1

5
0

減
価

償
却

費

△
 8

4
1

△
 7

9
8

△
 4

3

△
 1

,4
0
4

△
 1

5

△
 1

,2
5
5

純純
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＦＦ

（（
ＣＣ

++
ＤＤ

--
ＥＥ

））

純純
経経

常常
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＣＣ

（（
AA

－－
ＢＢ

））

臨臨
時時

損損
失失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

ＤＤ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経経
常常

収収
益益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

ＢＢ

令
和

4
年

度
増

減

（
単

位
：
億

円
）

金
　

　
額

臨臨
時時

利利
益益

　　
ＥＥ

経経
常常

費費
用用

　　
ＡＡ

令
和

5
年

度
科

　
　

　
目

△
 1

4
,3

2
5

△
 1

9
5

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

科
　

　
　

目

（
単

位
：
億

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

金
　

額

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ

国
等

補
助

金

税
収

等
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

財
源

　
Ｃ

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

資
産

評
価

差
額

　
Ｅ

無
償

所
管

換
等

　
Ｆ

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

7
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資
金

収
支
計

算
書

現
金

の
流

れ
を

示
す

も
の

で
あ

り
、
そ

の
収
支

を
性
質

に
応
じ
て

、
業

務
活
動

収
支

、
投
資

活
動

収
支

、
財
務

活

動
収
支

に
区

分
し

て
表

示
し

た
も

の
で

す
。

（
単

位
：
億

円
）

人
件

費
支

出

物
件

費
等

支
出

（
委

託
料

、
役

務
費

等
）

そ
の

他
の

支
出

(支
払

利
息

等
)

補
助

金
等

支
出

（
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

）

そ
の

他
の

支
出

△
 7

7
2

△
 1

3
8

△
 1

3
8

本本
年年

度度
末末

現現
金金

預預
金金

残残
高高

　　
ＪＪ（（

ＦＦ
＋＋

ＩＩ））

(注
）
　

( 
 )

書
は

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
、

　
　

　
地

方
交

付
税

と
同

様
に

業
務

活
動

収
支

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。

前前
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＥＥ

本本
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＦＦ

（（
ＤＤ

＋＋
ＥＥ

））

前前
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＧＧ

本本
年年

度度
歳歳

計計
外外

現現
金金

増増
減減

額額
　　

ＨＨ

本本
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＩＩ（（
ＧＧ

＋＋
ＨＨ

））

本本
年年

度度
資資

金金
収収

支支
額額

　　
ＤＤ

（（
ＡＡ

＋＋
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

国
等

補
助

金
収

入

基
金

取
崩

収
入

貸
付

金
元

金
回

収
収

入

そ
の

他
の

収
入

投投
資資

活活
動動

収収
支支

　　
ＢＢ

【【
財財

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(地
方

債
の

発
行

や
償

還
に

係
る

資
金

収
支

)

財
務

活
動

支
出

地
方

債
償

還
支

出

財
務

活
動

収
入

地
方

債
発

行
収

入

財財
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＣＣ

投
資

活
動

収
入

国
等

補
助

金
収

入

そ
の

他
の

収
入

臨
時

支
出

災
害

復
旧

事
業

費
支

出

臨
時

収
入

業業
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＡＡ

【【
投投

資資
活活

動動
収収

支支
】】

(固
定

資
産

の
取

得
や

売
却

、
貸

付
金

の
貸

付
や

回
収

等
に

係
る

資
金

収
支

)

投
資

活
動

支
出

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

貸
付

金
支

出

そ
の

他
の

支
出

税
収

等
収

入
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

【【
業業

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(経
常

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
等

に
係

る
資

金
収

支
)

業
務

支
出

業
務

費
用

支
出

移
転

費
用

支
出

業
務

収
入

7
5
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 ４
．
県
全
体

の
財
務

書
類
の
概

要

貸
借

対
照
表

（
注

）
（

）
書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
管

理
者

県
と

所
有

者
国

が
異

な
る

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
に

つ
い

て
は

資
産

と
し

て
計

上
し

て
い

な
い

。
計

上
さ

れ
て

い
な

い
「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
の

令
和

５
年

度
末

資
産

残
高

は
１

兆
，

億
円

で
あ

る
。

 
行

政
コ

ス
ト
計

算
書

 
 

△
 7

3

△
 3

3
2

△
 3

2
2

△
 4

△
 3

1

△
 1

4
8

△
 1

2

△
 2

1
5

△
 5

1

△
 1

6
6

（（
））

（（
））

（（
））

△
 7

2
（（

））
（（

））
（（

△
 2

1
1

））

（（
））

（（
））

（（
））

資資
産産

合合
計計

　　
ＡＡ

現
金

預
金

負負
債債

・・
純純

資資
産産

合合
計計

　　
ＤＤ

　　
（（
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

純純
資資

産産
　　

ＣＣ
　　

（（
ＡＡ

－－
ＢＢ

））
基

金
（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

そ
の

他

投投
資資

そそ
のの

他他
のの

資資
産産

投
資

及
び

出
資

金

負負
債債

合合
計計

　　
ＢＢ

長
期

貸
付

金

そ
の

他

流流
動動

負負
債債

基
金

（
流

動
性

が
低

い
も

の
）

そ
の

他

流流
動動

資資
産産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

無無
形形

固固
定定

資資
産産

固固
定定

資資
産産

固固
定定

負負
債債

△
 1

0

そ
の

他
イ

ン
フ

ラ
資

産
（
道

路
、

砂
防

等
）

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）

有有
形形

固固
定定

資資
産産

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

令
和

5
年

度
令

和
4
年

度
増

減

退
職

手
当

引
当

金

賞
与

等
引

当
金

科
　

　
　

目

△
 9

2

金
　

　
額

増
減

令
和

5
年

度
令

和
4
年

度

（
単

位
：
億

円
）

△
 1

,3
6
6

△
 5

8
6

△
 2

9

職
員

給
与

費

そ
の

他
（
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額
等

）
△

 6
1

△
 5

4
9

物
件

費
（
委

託
料

、
使

用
料

・
貸

借
料

等
）

△
 4

0
4

維
持

補
修

費
等

△
 1

4
6

減
価

償
却

費

△
 8

△
 7

8
0

△
 7

3
9

△
 4

1

△
 6

△
 1

,3
6
0

△
 1

6

△
 1

,2
1
1

令
和

4
年

度
増

減

（
単

位
：
億

円
）

金
　

　
額

臨臨
時時

利利
益益

　　
ＥＥ

経経
常常

費費
用用

　　
ＡＡ

令
和

5
年

度
科

　
　

　
目

純純
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＦＦ

（（
ＣＣ

++
ＤＤ

--
ＥＥ

））

純純
経経

常常
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＣＣ

（（
AA

－－
ＢＢ

））

臨臨
時時

損損
失失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

ＤＤ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経経
常常

収収
益益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

ＢＢ

7
6
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純
資

産
変
動

計
算
書

△
 1

8
,7

3
3

△
 2

1
1

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

国
等

補
助

金

税
収

等
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

財
源

　
Ｃ

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

資
産

評
価

差
額

　
Ｅ

無
償

所
管

換
等

　
Ｆ

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

科
　

　
　

目

（
単

位
：
億

円
）

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

金
　

額

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ

7
7
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資
金

収
支
計

算
書

（
単

位
：
億

円
）

人
件

費
支

出

物
件

費
等

支
出

（
委

託
料

、
役

務
費

等
）

そ
の

他
の

支
出

(支
払

利
息

等
)

補
助

金
等

支
出

（
負

担
金

、
補

助
及

び
交

付
金

）

そ
の

他
の

支
出

△
 8

3
5

△
 1

7
9

△
 1

7
9

本本
年年

度度
末末

現現
金金

預預
金金

残残
高高

　　
ＪＪ（（

ＦＦ
＋＋

ＩＩ））

(注
）
　

( 
 )

書
は

地
方

交
付

税
の

振
替

財
源

で
あ

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
、

　
　

　
地

方
交

付
税

と
同

様
に

業
務

活
動

収
支

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。

前前
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＥＥ

本本
年年

度度
末末

資資
金金

残残
高高

　　
ＦＦ

（（
ＤＤ

＋＋
ＥＥ

））

前前
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＧＧ

本本
年年

度度
歳歳

計計
外外

現現
金金

増増
減減

額額
　　

ＨＨ

本本
年年

度度
末末

歳歳
計計

外外
現現

金金
残残

高高
　　

ＩＩ（（
ＧＧ

＋＋
ＨＨ

））

本本
年年

度度
資資

金金
収収

支支
額額

　　
ＤＤ

（（
ＡＡ

＋＋
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

国
等

補
助

金
収

入

基
金

取
崩

収
入

貸
付

金
元

金
回

収
収

入

そ
の

他
の

収
入

投投
資資

活活
動動

収収
支支

　　
ＢＢ

【【
財財

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(地
方

債
の

発
行

や
償

還
に

係
る

資
金

収
支

)

財
務

活
動

支
出

地
方

債
償

還
支

出
等

財
務

活
動

収
入

地
方

債
発

行
収

入
等

財財
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＣＣ

投
資

活
動

収
入

国
等

補
助

金
収

入

そ
の

他
の

収
入

臨
時

支
出

災
害

復
旧

事
業

費
支

出
等

臨
時

収
入

業業
務務

活活
動動

収収
支支

　　
ＡＡ

【【
投投

資資
活活

動動
収収

支支
】】

(固
定

資
産

の
取

得
や

売
却

、
貸

付
金

の
貸

付
や

回
収

等
に

係
る

資
金

収
支

)

投
資

活
動

支
出

公
共

施
設

等
整

備
費

支
出

貸
付

金
支

出

そ
の

他
の

支
出

税
収

等
収

入
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

【【
業業

務務
活活

動動
収収

支支
】】

(経
常

的
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
等

に
係

る
資

金
収

支
)

業
務

支
出

業
務

費
用

支
出

移
転

費
用

支
出

業
務

収
入

7
8
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 ５
．
連
結
の

財
務
書

類
の
概
要

貸
借

対
照
表

（
注

）
（

）
書

は
、

負
債

計
上

さ
れ

て
い

る
臨

時
財

政
対

策
債

を
純

資
産

に
振

り
替

え
た

値
で

あ
る

。
管

理
者

県
と

所
有

者
国

が
異

な
る

「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
に

つ
い

て
は

資
産

と
し

て
計

上
し

て
い

な
い

。
計

上
さ

れ
て

い
な

い
「
指

定
区

間
外

の
国

道
」
と

「
河

川
等

」
の

令
和

５
年

度
末

資
産

残
高

は
１

兆
，

億
円

で
あ

る
。

 
行
政

コ
ス
ト

計
算
書

△
 2

6
6

△
 2

2
2

△
 4

△
 2

4

△
 9

9

△
 1

3
2

△
 9

0
（（

））
（（

））
（（

））

△
 7

2

（（
））

（（
））

（（
△

 1
9
5

））

（（
））

（（
））

（（
））

純純
資資

産産
　　

ＣＣ
　　

（（
ＡＡ

－－
ＢＢ

））

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
　

額
科

　
　

　
目

金
　

　
額

令
和

5
年

度
令

和
4
年

度
増

減
令

和
5
年

度
令

和
4
年

度
増

減

固固
定定

資資
産産

固固
定定

負負
債債

有有
形形

固固
定定

資資
産産

投投
資資

そそ
のの

他他
のの

資資
産産

１
年

内
償

還
予

定
地

方
債

投
資

及
び

出
資

金

△
 4

4

無無
形形

固固
定定

資資
産産

イ
ン

フ
ラ

資
産

（
道

路
、

砂
防

等
）

そ
の

他

事
業

用
資

産
（
学

校
、

庁
舎

等
）
・
物

品
（
機

器
等

）

そ
の

他

長
期

貸
付

金

基
金

（
流

動
性

が
低

い
も

の
）

負負
債債

・・
純純

資資
産産

合合
計計

　　
ＤＤ

　　
（（
ＢＢ

＋＋
ＣＣ

））

現
金

預
金

基
金

（
流

動
性

が
高

い
も

の
）

そ
の

他

負負
債債

合合
計計

　　
ＢＢ

流流
動動

資資
産産 資資

産産
合合

計計
　　

ＡＡ

そ
の

他

賞
与

等
引

当
金

繰繰
延延

資資
産産

△
 3

1
1

流流
動動

負負
債債

退
職

手
当

引
当

金

地
方

債
（
償

還
予

定
が

１
年

を
超

え
る

も
の

）

△
 1

,3
4
5

△
 5

6
1

△
 2

7

職
員

給
与

費

そ
の

他
（
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額
等

）
△

 6
1

△
 5

5
5

物
件

費
（
委

託
料

、
使

用
料

・
貸

借
料

等
）

△
 4

0
2

維
持

補
修

費
△

 1
6
4

減
価

償
却

費

そ
の

他

△
 7

8
4

△
 7

4
4

△
 4

0

△
 1

,3
6
0

△
 1

9

△
 1

,1
9
1

純純
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＦＦ

（（
ＣＣ

++
ＤＤ

--
ＥＥ

））

純純
経経

常常
行行

政政
ココ

スス
トト

　　
ＣＣ

（（
AA

－－
ＢＢ

））

臨臨
時時

損損
失失

（
災

害
復

旧
事

業
費

等
）
　

ＤＤ

移
転

費
用

補
助

金
等

（
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

等
）

そ
の

他

経経
常常

収収
益益

（
使

用
料

及
び

手
数

料
等

）
　

ＢＢ

臨臨
時時

利利
益益

　　
ＥＥ

経経
常常

費費
用用

　　
ＡＡ

業
務

費
用

人
件

費

物
件

費
等

そ
の

他
の

業
務

費
用

（
支

払
利

息
等

）

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
　

額

令
和

5
年

度
令

和
4
年

度
増

減

7
9
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純
資

産
変
動

計
算
書

 
 

 

（
）

△
 1

8
,7

8
1

△
 2

（
△

 1
9
5

）

（
）

(注
) 

　
 (

 　
)書

は
地

方
交

付
税

の
振

替
財

源
で

あ
る

臨
時

財
政

対
策

債
を

、

　
　

 純
資

産
に

振
り

替
え

た
値

で
あ

る
。

本
年

度
純

資
産

変
動

額
　

Ｇ
（
Ｄ

＋
Ｅ

＋
Ｆ

）

本
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ｈ
（
Ａ

＋
Ｇ

）

純
行

政
コ

ス
ト

（
△

）
　

Ｂ

税
収

等
（
税

収
、

地
方

交
付

税
等

）

国
等

補
助

金

本
年

度
差

額
　

Ｄ
（
Ｂ

＋
Ｃ

）

資
産

評
価

差
額

　
Ｅ

無
償

所
管

換
等

　
Ｆ

（
単

位
：
億

円
）

科
　

　
　

目
金

　
額

前
年

度
末

純
資

産
残

高
　

Ａ

財
源

　
Ｃ

8
0
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Ⅱ
財
務

書
類
４

表

１
．
一
般
会

計
等
の

財
務
書
類

貸
借
対

照
表

（
令
和
６
年
３
月

日
現
在
）

（
注
）
表
示
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
お
り
、
単
位
未
満
に
金
額
が
あ
る
場
合
は
「
０
」
、
金
額
が
な
い
場
合
は
「
」
と
表
示
し
て
い
る
。
ま

た
、
積
上
げ
と
合
計
が
一
致
し
な
い
箇
所
が
あ
る
。
以
下
に
掲
げ
る
財
務
書
類
４
表
に
お
い
て
同
じ
。（

単
位

：
百

万
円

）

科
目

金
額

科
目

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

 
 
固

定
資

産
 
 
固

定
負

債

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
 
 
 
 
地

方
債

 
 
 
 
 
 
事

業
用

資
産

 
 
 
 
長

期
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
5
1
7
,
6
5
7

 
 
流

動
負

債

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
１

年
内

償
還

予
定

地
方

債

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
9
1
,
9
7
1

 
 
 
 
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
 
 
 
 
未

払
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

価
償

却
累

計
額

△
 
3
,
6
2
0

 
 
 
 
前

受
金

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

 
 
 
 
前

受
収

益

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
8
1

 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

 
 
 
 
預

り
金

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
価

償
却

累
計

額
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

負
債

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
【

純
資

産
の

部
】

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
固

定
資

産
等

形
成

分

 
 
 
 
 
 
イ

ン
フ

ラ
資

産
 
 
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
4
,
7
2
7
,
5
6
4

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
9
,
1
0
6

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
,
2
4
9
,
0
1
3

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
物

品

 
 
 
 
 
 
物

品
減

価
償

却
累

計
額

△
 
8
,
9
3
0

 
 
 
 
無

形
固

定
資

産

 
 
 
 
 
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
投

資
そ

の
他

の
資

産

 
 
 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
有

価
証

券

 
 
 
 
 
 
 
 
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
投

資
損

失
引

当
金

△
 
1
0
,
3
5
7

 
 
 
 
 
 
長

期
延

滞
債

権

 
 
 
 
 
 
長

期
貸

付
金

 
 
 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
4
9
7

 
 
流

動
資

産

 
 
 
 
現

金
預

金

 
 
 
 
未

収
金

 
 
 
 
短

期
貸

付
金

 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
財

政
調

整
基

金

 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
棚

卸
資

産

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
2
7
9

純
資

産
合

計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計

8
1
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行
政
コ

ス
ト
計

算
書

自
令
和
５
年
４
月
１
日

至
令
和
６
年
３
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

 
 
経

常
費

用

 
 
 
 
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
人

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
職

員
給

与
費

 
 
 
 
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等

 
 
 
 
 
 
 
 
物

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
維

持
補

修
費

 
 
 
 
 
 
 
 
減

価
償

却
費

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
支

払
利

息

 
 
 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
移

転
費

用

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付

 
 
 
 
 
 
他

会
計

へ
の

繰
出

金

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
経

常
収

益

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料

 
 
 
 
そ

の
他

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

 
 
臨

時
損

失

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

 
 
 
 
資

産
除

売
却

損

 
 
 
 
投

資
損

失
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
臨

時
利

益

 
 
 
 
資

産
売

却
益

 
 
 
 
そ

の
他

純
行

政
コ

ス
ト

金
額

8
2
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純
資
産

変
動
計

算
書

自
令
和
５
年
４
月
１
日

至
令
和
６
年
３
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

固
定

資
産

 
等

形
成

分
余

剰
分

 
(
不

足
分

)

前
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
7
1
9
,
1
5
5

 
 
純

行
政

コ
ス

ト
（

△
）

△
 
1
,
4
3
2
,
5
1
7

△
 
1
,
4
3
2
,
5
1
7

 
 
財

源

 
 
 
 
税

収
等

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金

 
 
本

年
度

差
額

 
 
固

定
資

産
等

の
変

動
（

内
部

変
動

）
△

 
1
7
,
9
4
3

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
増

加
△

 
6
1
,
7
6
0

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
減

少
△

 
9
3
,
0
4
1

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
増

加
△

 
4
6
2
,
0
5
8

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
減

少
△

 
4
1
2
,
8
3
4

 
 
資

産
評

価
差

額

 
 
無

償
所

管
換

等

 
 
そ

の
他

△
 
2
,
8
4
5

 
 
本

年
度

純
資

産
変

動
額

△
 
8
,
4
0
9

本
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
7
2
7
,
5
6
4

科
目

合
計

8
3
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資
金
収

支
計
算

書

自
令
和
５
年
４
月

日

至
令
和
６
年
３
月

日
（

単
位

：
百

万
円

）

科
目

【
業

務
活

動
収

支
】

 
 
業

務
支

出

 
 
 
 
業

務
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
人

件
費

支
出

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等
支

出

 
 
 
 
 
 
支

払
利

息
支

出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
 
 
移

転
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等
支

出

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付
支

出

 
 
 
 
 
 
他

会
計

へ
の

繰
出

支
出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
業

務
収

入

 
 
 
 
税

収
等

収
入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

 
 
臨

時
支

出

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
臨

時
収

入

業
務

活
動

収
支

【
投

資
活

動
収

支
】

 
 
投

資
活

動
支

出

 
 
 
 
公

共
施

設
等

整
備

費
支

出

 
 
 
 
基

金
積

立
金

支
出

 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

支
出

 
 
 
 
貸

付
金

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
投

資
活

動
収

入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
基

金
取

崩
収

入

 
 
 
 
貸

付
金

元
金

回
収

収
入

 
 
 
 
資

産
売

却
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

投
資

活
動

収
支

【
財

務
活

動
収

支
】

 
 
財

務
活

動
支

出

 
 
 
 
地

方
債

償
還

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
財

務
活

動
収

入

 
 
 
 
地

方
債

発
行

収
入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

財
務

活
動

収
支

本
年

度
資

金
収

支
額

前
年

度
末

資
金

残
高

本
年

度
末

資
金

残
高

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

金
額

△
 
7
7
,
2
2
7

△
 
1
3
,
8
2
2

8
4



95
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
 ２
．
県
全
体

の
財
務

書
類

貸
借
対

照
表

（
令
和
６
年
３
月

日
現
在
）

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

金
額

科
目

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

 
 
固

定
資

産
 
 
固

定
負

債

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
 
 
 
 
地

方
債

等

 
 
 
 
 
 
事

業
用

資
産

 
 
 
 
長

期
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

減
損

損
失

累
計

額
 
 
流

動
負

債

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
 
 
 
 
１

年
内

償
還

予
定

地
方

債
等

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
5
2
3
,
4
1
9

 
 
 
 
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
未

払
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
前

受
金

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
9
2
,
2
9
9

 
 
 
 
前

受
収

益

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
 
 
 
 
預

り
金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

価
償

却
累

計
額

△
 
3
,
6
2
0

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

損
損

失
累

計
額

負
債

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

【
純

資
産

の
部

】

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
9
4

 
 
固

定
資

産
等

形
成

分

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
損

損
失

累
計

額
 
 
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
4
,
9
3
4
,
0
8
1

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

 
 
他

団
体

出
資

等
分

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
イ

ン
フ

ラ
資

産

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
1
,
9
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
,
3
0
4
,
7
3
3

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
△

 
7
,
7
1
5

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
物

品

 
 
 
 
 
 
物

品
減

価
償

却
累

計
額

△
 
9
,
9
5
7

 
 
 
 
 
 
物

品
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
無

形
固

定
資

産

 
 
 
 
 
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
投

資
そ

の
他

の
資

産

 
 
 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
有

価
証

券

 
 
 
 
 
 
 
 
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
投

資
損

失
引

当
金

△
 
1
0
,
3
5
7

 
 
 
 
 
 
長

期
延

滞
債

権

 
 
 
 
 
 
長

期
貸

付
金

 
 
 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
4
9
7

 
 
流

動
資

産

 
 
 
 
現

金
預

金

 
 
 
 
未

収
金

 
 
 
 
短

期
貸

付
金

 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
財

政
調

整
基

金

 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
棚

卸
資

産

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
3
2
1

 
 
繰

延
資

産
純

資
産

合
計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計

8
5



96
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
 

行
政
コ

ス
ト
計

算
書

自
令
和
５
年
４
月

日

至
令
和
６
年
３
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

 
 
経

常
費

用

 
 
 
 
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
人

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
職

員
給

与
費

 
 
 
 
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等

 
 
 
 
 
 
 
 
物

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
維

持
補

修
費

 
 
 
 
 
 
 
 
減

価
償

却
費

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
支

払
利

息

 
 
 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
移

転
費

用

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
経

常
収

益

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料

 
 
 
 
そ

の
他

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

 
 
臨

時
損

失

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

 
 
 
 
資

産
除

売
却

損

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
臨

時
利

益

 
 
 
 
資

産
売

却
益

 
 
 
 
そ

の
他

純
行

政
コ

ス
ト

金
額

8
6



97
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
 

純
資
産

変
動
計

算
書

自
令
和
５
年
４
月

日

至
令
和
６
年
３
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

固
定

資
産

 
等

形
成

分
余

剰
分

 
(
不

足
分

)

前
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
9
2
5
,
1
7
7

 
 
純

行
政

コ
ス

ト
（

△
）

△
 
1
,
8
7
3
,
3
4
1

△
 
1
,
8
7
3
,
3
4
1

 
 
財

源

 
 
 
 
税

収
等

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金

 
 
本

年
度

差
額

 
 
固

定
資

産
等

の
変

動
（

内
部

変
動

）
△

 
1
7
,
1
2
3

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
増

加
△

 
6
8
,
6
9
6

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
減

少
△

 
1
0
4
,
0
6
5

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
増

加
△

 
4
6
6
,
6
2
1

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
減

少
△

 
4
1
4
,
1
2
9

 
 
資

産
評

価
差

額

 
 
無

償
所

管
換

等

 
 
そ

の
他

△
 
3
,
1
0
4

 
 
本

年
度

純
資

産
変

動
額

△
 
8
,
9
0
4

本
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
4
,
9
3
4
,
0
8
1

科
目

合
計

8
7



98
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
 

資
金
収

支
計
算

書

自
令
和
５
年
４
月

日

至
令
和
６
年
３
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

【
業

務
活

動
収

支
】

 
 
業

務
支

出

 
 
 
 
業

務
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
人

件
費

支
出

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等
支

出

 
 
 
 
 
 
支

払
利

息
支

出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
 
 
移

転
費

用
支

出

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等
支

出

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付
支

出

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
業

務
収

入

 
 
 
 
税

収
等

収
入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

 
 
臨

時
支

出

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
臨

時
収

入

業
務

活
動

収
支

【
投

資
活

動
収

支
】

 
 
投

資
活

動
支

出

 
 
 
 
公

共
施

設
等

整
備

費
支

出

 
 
 
 
基

金
積

立
金

支
出

 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

支
出

 
 
 
 
貸

付
金

支
出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
投

資
活

動
収

入

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金
収

入

 
 
 
 
基

金
取

崩
収

入

 
 
 
 
貸

付
金

元
金

回
収

収
入

 
 
 
 
資

産
売

却
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

投
資

活
動

収
支

【
財

務
活

動
収

支
】

 
 
財

務
活

動
支

出

 
 
 
 
地

方
債

等
償

還
支

出

 
 
 
 
そ

の
他

の
支

出

 
 
財

務
活

動
収

入

 
 
 
 
地

方
債

等
発

行
収

入

 
 
 
 
そ

の
他

の
収

入

財
務

活
動

収
支

本
年

度
資

金
収

支
額

前
年

度
末

資
金

残
高

比
例

連
結

割
合

変
更

に
伴

う
差

額

本
年

度
末

資
金

残
高

前
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
歳

計
外

現
金

増
減

額

本
年

度
末

歳
計

外
現

金
残

高

本
年

度
末

現
金

預
金

残
高

金
額

△
 
8
3
,
4
3
4

△
 
1
7
,
8
5
4

8
8



99
令

和
６

年
12

月
20

日
　

金
曜

日
第

55
8 

号

 
 ３
．
連
結
の

財
務
書

類

貸
借
対

照
表

（
令
和
６
年
３
月

日
現
在
）

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

金
額

科
目

金
額

【
資

産
の

部
】

【
負

債
の

部
】

 
 
固

定
資

産
 
 
固

定
負

債

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
 
 
 
 
地

方
債

等

 
 
 
 
 
 
事

業
用

資
産

 
 
 
 
長

期
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
立

木
竹

減
損

損
失

累
計

額
 
 
流

動
負

債

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
 
 
 
 
１

年
内

償
還

予
定

地
方

債
等

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
5
7
4
,
3
5
8

 
 
 
 
未

払
金

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

△
 
8
8
8

 
 
 
 
未

払
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
前

受
金

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
9
4
,
3
0
5

 
 
 
 
前

受
収

益

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
 
 
 
 
預

り
金

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

価
償

却
累

計
額

△
 
3
,
6
2
0

 
 
 
 
そ

の
他

△
 
4
8

 
 
 
 
 
 
 
 
船

舶
減

損
損

失
累

計
額

負
債

合
計

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

【
純

資
産

の
部

】

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
9
4

 
 
固

定
資

産
等

形
成

分

 
 
 
 
 
 
 
 
浮

標
等

減
損

損
失

累
計

額
 
 
余

剰
分

（
不

足
分

）
△

 
6
,
1
8
5
,
9
3
9

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

 
 
他

団
体

出
資

等
分

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
価

償
却

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
航

空
機

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
4
4

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
イ

ン
フ

ラ
資

産

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地

 
 
 
 
 
 
 
 
土

地
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
1
,
9
6
0

 
 
 
 
 
 
 
 
建

物
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
,
3
0
4
,
7
3
3

 
 
 
 
 
 
 
 
工

作
物

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
価

償
却

累
計

額
△

 
7
,
7
1
5

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

減
損

損
失

累
計

額

 
 
 
 
 
 
 
 
建

設
仮

勘
定

 
 
 
 
 
 
物

品

 
 
 
 
 
 
物

品
減

価
償

却
累

計
額

△
 
1
6
,
4
2
3

 
 
 
 
 
 
物

品
減

損
損

失
累

計
額

 
 
 
 
無

形
固

定
資

産

 
 
 
 
 
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
投

資
そ

の
他

の
資

産

 
 
 
 
 
 
投

資
及

び
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
有

価
証

券

 
 
 
 
 
 
 
 
出

資
金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
長

期
延

滞
債

権

 
 
 
 
 
 
長

期
貸

付
金

 
 
 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
3
,
8
5
3

 
 
流

動
資

産

 
 
 
 
現

金
預

金

 
 
 
 
未

収
金

 
 
 
 
短

期
貸

付
金

 
 
 
 
基

金

 
 
 
 
 
 
財

政
調

整
基

金

 
 
 
 
 
 
減

債
基

金

 
 
 
 
棚

卸
資

産

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

△
 
3
5
7

 
 
繰

延
資

産
純

資
産

合
計

資
産

合
計

負
債

及
び

純
資

産
合

計

8
9
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年
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金
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第
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号

 
 

行
政
コ

ス
ト
計

算
書

自
令
和
５
年
４
月

日

至
令
和
６
年
３
月

日

（
単

位
：

百
万

円
）

科
目

 
 
経

常
費

用

 
 
 
 
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
人

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
職

員
給

与
費

 
 
 
 
 
 
 
 
賞

与
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
 
 
 
 
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
物

件
費

等

 
 
 
 
 
 
 
 
物

件
費

 
 
 
 
 
 
 
 
維

持
補

修
費

 
 
 
 
 
 
 
 
減

価
償

却
費

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

の
業

務
費

用

 
 
 
 
 
 
 
 
支

払
利

息

 
 
 
 
 
 
 
 
徴

収
不

能
引

当
金

繰
入

額

 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
 
 
移

転
費

用

 
 
 
 
 
 
補

助
金

等

 
 
 
 
 
 
社

会
保

障
給

付

 
 
 
 
 
 
そ

の
他

 
 
経

常
収

益

 
 
 
 
使

用
料

及
び

手
数

料

 
 
 
 
そ

の
他

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

 
 
臨

時
損

失

 
 
 
 
災

害
復

旧
事

業
費

 
 
 
 
資

産
除

売
却

損

 
 
 
 
損

失
補

償
等

引
当

金
繰

入
額

 
 
 
 
そ

の
他

 
 
臨

時
利

益

 
 
 
 
資

産
売

却
益

 
 
 
 
そ

の
他

純
行

政
コ

ス
ト

金
額

9
0
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６
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曜
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第
55
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純
資
産

変
動
計

算
書

自
令
和
５
年
４
月

日

至
令
和
６
年
３
月

日

 

（
単

位
：

百
万

円
）

固
定

資
産

 
等

形
成

分
余

剰
分

 
(
不

足
分

)
他

団
体

出
資

等
分

前
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
6
,
1
6
9
,
1
2
9

 
 
純

行
政

コ
ス

ト
（

△
）

△
 
1
,
8
7
8
,
1
4
4

△
 
1
,
8
7
6
,
9
7
9

△
 
1
,
1
6
4

 
 
財

源

 
 
 
 
税

収
等

 
 
 
 
国

県
等

補
助

金

 
 
本

年
度

差
額

△
 
1
3
5

 
 
固

定
資

産
等

の
変

動
（

内
部

変
動

）

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
増

加

 
 
 
 
有

形
固

定
資

産
等

の
減

少

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
増

加

 
 
 
 
貸

付
金

・
基

金
等

の
減

少

 
 
資

産
評

価
差

額
△

 
2
1
6

△
 
2
1
6

 
 
無

償
所

管
換

等

 
 
他

団
体

出
資

等
分

の
増

加
△

 
2
6
9

 
 
他

団
体

出
資

等
分

の
減

少
△

 
9
6

 
 
比

例
連

結
割

合
変

更
に

伴
う

差
額

 
 
そ

の
他

△
 
7
0
3

 
 
本

年
度

純
資

産
変

動
額

△
 
1
6
,
8
1
0

本
年

度
末

純
資

産
残

高
△

 
6
,
1
8
5
,
9
3
9

科
目

合
計

9
1
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令
和

６
年
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月

20
日

　
金

曜
日

第
55

8 
号

て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数は、令和６年12月登録日

現在における選挙人名簿により、次のようになった。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　625,905

　福岡県選挙管理委員会告示第75号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項の規定に基づく県議会の議員の解職

の請求をする場合の各選挙区における選挙権を有する者の総数の３分の１の数は、令和

６年12月登録日現在における選挙人名簿により、次のようになった。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

選挙区名 選挙権を有する者の総数の３分の１の数

北九州市門司区 26,091

北九州市小倉北区 49,901

北九州市小倉南区 57,078

北九州市若松区 21,929

北九州市八幡東区 17,709

北九州市八幡西区 68,351

北九州市戸畑区 15,497

福岡市東区 87,883

福岡市博多区 68,426

福岡市中央区 56,937

福岡市南区 73,192

福岡市城南区 35,244

福岡市早良区 60,530

　福岡県選挙管理委員会告示第72号

　公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号に基づき、公職の候補者等

が使用し得る個人演説会、政党演説会又は政党等演説会の施設の異動があった旨、次の

とおり報告があったので、同条第４項により告示する。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

市町村名 施設名 所在地 異動年月日

糸島市
新 糸島市立福吉コミュ

ニティセンター 糸島市福吉二丁目１番10号
令和６年11月２日

旧 糸島市立福吉コミュ
ニティセンター 糸島市二丈吉井4017番地１

　福岡県選挙管理委員会告示第73号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項の規定に基づく県条例の制定若しく

は改廃の請求又は同法第75条第１項の規定に基づく県の事務の執行に関する監査の請求

をする場合の選挙権を有する者の総数の50分の１の数は、令和６年12月登録日現在にお

ける選挙人名簿により、次のようになった。

　　令和６年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　84,145

　福岡県選挙管理委員会告示第74号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第76条第１項の規定に基づく県議会の解散の請求

、同法第81条第１項の規定に基づく知事の解職の請求若しくは同法第86条第１項の規定

に基づく副知事、県の選挙管理委員、県の監査委員若しくは公安委員会の委員の解職の

請求又は地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第８条第

１項の規定に基づく県の教育委員会の教育長又は委員の解職の請求をする場合の選挙権

を有する者の総数の80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じ
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那珂川市 13,371

糟屋郡 62,369

遠賀郡 25,353

田川郡 19,984

京都郡 15,175

築上郡・豊前市 15,182

福岡市西区 56,775

大牟田市 30,104

久留米市・うきは市 89,878

直方市 15,241

飯塚市・嘉穂郡 38,125

田川市 12,409

柳川市 17,415

八女市・八女郡 21,982

筑後市 13,402

大川市・三潴郡 12,692

行橋市 20,048

中間市 11,191

小郡市・三井郡 20,326

筑紫野市 29,200

春日市 30,389

大野城市 27,831

宗像市 26,655

太宰府市 19,706

古賀市 16,118

福津市 18,356

宮若市・鞍手郡 13,443

嘉麻市 9,842

朝倉市・朝倉郡 22,908

みやま市 9,848

糸島市 28,336


